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わが国の大都市圏は，かつて高度経済成長による時代効果と団塊世代によるtll:代効果が仰釆

して大盆の若年人口の流入を経験した。そして 1960年代以降，そうした人々の世帯f形成にともな

い郊外化が著しく進展し，大都市図の拡大は郊外の成長と同義であるといってもよい状況が出現

した。

郊外の歴史をふりかえると， 18世紀に新興フツレジョワヅーが貴族のライフスタイルをまねた国間

郊外の成立に遡ることができるが，今日みられるような大衆化した郊外社会は，19世紀以降の産

業情迭の変化や交通 ・技術の発展と軌をーにして成長していった。そして第二次大戦後，大自;生

産 ・大量消費システムの発達にともない郊外社会が量的・質的に拡充され，者I1市でもなくj込村でも

ない社会としてその特質を露わにするようになった。その意味では，郊外の形成はまさに近代の所

産ともいえ，級住の分離，生産と消費の分間世によってもたらされた近代家族やその消費主義的な生

活傑式の発達と不可分のl児係にある。

しかし今日.過大化した大都市閣は人間的なスケーノレをはるかに越えた存在となるとともに.その

主役である中産階級家族の変質'w!i哀がみられるようになり，またその資源消鈴型の生活スタイル

が問J~、直されている。 さらには高度成長期に郊外を切切れ、た世代が声高齢化し郊外を故郷とする

第二位代へのバトンタッチが進んでいるように，郊外社会は大きな転換の時期を迎えている。
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本研究は，このような鋭機のもとに。郊外に住む人々の生活活動の実1~を通して郊外主Lづ空間

の変貌を切らかにし，それがj!I代化の過程で膨張を続けてきた大都市留の地域構造!こと'のような

変容をもたらしたのか，あるいは郊外の家族や社会にどのような問題を投げかけているのかを論じ，

さらにはそれらを続定してきた近代の怠味づけを聞い直そうとナるものである。

第 l撃で上述のような問題怠識と研究目的を提示した後，第 2章以下では東京大都市圏を題

材にとり，統計資料やアンケート初査の分析をもとに郊外の生汚空間jの成り立ちゃ変容を切らかに

し，そこから帰結される諮問題を論じていく。

まず第 2i;iでは，住居経歴調査の分析から，大都市圏に流入した世併がどのような過程を経て

郊外に定者していったのかを明らか1こする。大都市闘に流入した人々は，紡得後 1~2 回の住尉

移動の後.20歳代後"1企から 30"~i~の前半にかりて郊外に伴家をJI!I.j!J し，その後任 Ji5移動のそ

ピリティは大きく低下する。すなわち持家の]取得が郊外イヒの主翼をjflい，地地主への定者につながっ

ていくことが示される。また，そうした住居移動の空間的特徴は.J回 I回の移動距雌i立短く，その

方向はランダムであるものの沿線に沿ったセクター性を強<1守つ。すなわ・ら，従来から住み慣れよく

知っている近隣において次の住居が選択されており，このことは住居の探索空間が日常の生活空

間と不可分に結びついていることを示唆するものである。

このような過程を経て郊外には多くの人々が滞留し，そして著しい発展をとけPたが，それは大都

市の付属物として位置づけられてきた郊外の存在を見なおし，大都市閣の地域構造を再考する必

要をもたらした。第 3主主では，東京大都市閣の地域的な椛造変化の動向を人口や雇用の変動に

もとづいて倹討し，そして通勤や質物などの郊外住民の行動指線をもとにその変化を解釈する。

人口や消野サービス，そして雇用の量的な側面からみると，大都市圏郊外の成長は中心市を凌

似し，貨物や通勤などにおける郊外flIlの流動が増加して，中心市への求心的構造に変化を生じて

いることが確認される。しかしながら就業空間の変化をイ子細に見ると，壮年男性層を主体とする基

幹労働力は中心市へ，主婦層をはじめとする補助的労働力は郊外の地元へといったように就業空

間に訴離がみられる。つまり，郊外におりる地元就業者の上国加は，中枢管理的業務を担う就業核

が郊外に新たに形成されたことを必ずしも主張するものではない。また， p物行動においても中心

市指向率の低下と地元指向率の上昇が係認できるが，この中て・郊外の既存商業地への集中は必

ずしもみられず，結果として特定の肢が強力な吸引力をもつような僧迭はみられない。つまり，買物

空間としては郊外の中で完結するような絶域に収束しつつあるものの，その中で刃物行軍11の流動

パターンは明瞭な指向性をもたず，拡散化のililJきがみられる。

以上から，わが国の大都市聞は，特定の郊外拠点に大都市の機能を代替あるいは~fIì完ナるよう

な機能が集積したのではなく，分徴的な多数の核とその錯綜する勢力閣の集合として郊外が全体

として自立化していくものとしてとらえることができる。

こうした郊外の自立化の内実を示すため，第 4掌では，生活活動調査の分析をもとに，住民の

日常生活活動の桜本tl'Jな特徴を抱健し，その空間的な広がりすなわち生活空間の成り立ちを明ら

かにする。そして.そうした生活空間の基本情造をふまえて，職住の分自世や男女の役割分担という
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郊外を特徴づけてきた機制が，今日みられるような通勤の遠距日程化や女性の社会進出のなかで大

きな問題を&んでいること会論じる。

全ての行動から仕事目的の行動を除いて目的地までの距高官の累積頻度分布を求め.指数rllJ線、

にあてはめると.1 km. 6 kw の 2点を境界とする 3つの圏減に分自!!する二とができる。すなわち.'j)t 

われの生活活動の空IlJJ的領域はおおむね 3つの閤域からなっており，こうした椛迭は，大都市

であっても地方都市て'あっても一定の人口集積を持つ場所であるならば，それほど違いはない。こ

の 3つの酪Jl或のどこをおもな活動の舞台としているがは，人それぞれ，あるいは地域によって異な

っているが，平均的にみれば.居住地のまわりの 5~10 klD視皮の純聞が日常の生活空間とし、うこと

ができる。

そうした際，大都市閣の郊外に1主む都心通勤者のみが，日常の生活空間からヨjE離した就業空

間に「追い出されJ.1 日の大半を過ごしている。たしかに戦住の分間症は資本主義の発達とともに都

市形成の原動力となってきたが，今日の過大化した都市圏は，家族や地域の生活の場からi通勤者ー

である夫を疎外し，存在J訟を希薄にしている。一方，家庭の主婦は家事や育児に忙しい毎日を送

っている。こうした活動は時間の総盆としてみればそれほど多くはないとしても.J時間配分を細切れ

にして活動の空間的展開を制約し，委を日常生活空間のなかに「閉じこめ」ている。自らの能力や

才能をどのようにして活かすかは個人の裁量の問題であるとしても，限られた空間のなかで選択肢

を満たさざるを得ない現状は不幸なことである。

以上，日常生活活動の俗造を明らかにすることを通じて，郊外の生活空間が大きな矛粛を苧ん

だものであり，そこに住む人々に大きな負担を強いている姿を確認、した。しかしながら，そうした不自

然な状態を克服し，ここで指摘したように 5~ l O kmの生活空間にさまざまな機能が充足され，生活一

活動がそのなかに収放していく動きを認めるならば，それを大都市閣の構造変化の原動力として考

えることができる。第 5主主では，その具体的な事例として郊外における商業の発展を買物行動の分

析から明らかにする。

日常の質物活動は「平日の買物」と「休日の質物Jの二つに分類される。これを象徴的lこし、えば，

主婦の貿物と家紋の買物であり，近隣商庖街の買物と中心商J苫街の買物である。少なくともかつて

買物活動の重要な位笹を占めていたのは「平日の民物Jであり r休日の貨物Jは文字どおり非日

常の貿物であった。しかしながらモータリゼーションの普及によって行動闘が拡大し，また時間の希

少1:1:がt自大するようになると，日単位ではなく週単位で買物活動がスケジューノレ化され「休日の興

物」が日常生活のなかに組み込まれるようになった。

そのとき，自家用車の利用は自由度の高い行動凶を拡大することにより，これまで・来日開拓であっ

た 5~ 1 0 kmの行動閣に対応する地域の商業活動を大きく変えた。公共交通機関の基本的な機能

は末端需要を結節点に集中させることにあり，そうした後背地からの袋容力を背景に中心商業地

は形成されてきた。それに対して自家用車は道路交通に支隊の多い中心苦1Iから郊外に貨物活動

を拡散させるベクトノレを持つ。したがって，交通手段として融通性 ・裁量性に富む自家用車の利用

が進むとともに，従来交通(公共交通)の結節点としての中心商J苫街から郊外のロードサイドに空間
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資源の優位性をもたらし，その結*，総古n的な地域体系がtl:f放化ナる [~Jきにつながっていったの

である。

第 6章では，以上の議論をふまえて本石'JfザEの結論を述べる。そもそも大都市閣とは，都心を核と

する都市j或の拡大によって形成され，その過程で居住空間としての消資生活に特化する郊外と，

就業空間1として業務に純化する都心に分化していったものと解されてきた。こうした機能分化による

空間的分業はまさしく近代産業化の所産であるが，それは郊外の住宅地を人的資源の供給基地

として労働力の再生産の観点、から見つめ，大都市圏を単主主的・求心的なものとしてとらえるものに

他ならない。

しかし今日，郊外の地域に俄ざした人々の生活を見鋸えたとき，数日寺rHj単位の裁1itにより笑行

可能となる活動の行部IJ¥isiは，社会・地域への参加や余暇の充実を保障とする|療に大きな可能性を

提供する。住宅地域の「生活の質」は決して住宅の広さや自然環境の盟:かさだけで保附されるもの

ではなく，適当な生活空間の広がりのなかにさまざまな活動を幅広く展開できる選択肢の豊かさが，

本当の「生活の質」を意味すると思われる。そうした「地元Jでの生活の充実を求める託k求が自家用

車の普及と相まって郊外間の流動をt菌加させ，大都市圏の中に郊外の生活閣を確立したと解釈さ

れるが，それは結局，多くの地元閣のからなる生活閣の連合として過大化した大都市闘が再構築

されることを示す。そしてこのことは，大都市圏の郊外が地方都市化していくことを初挑させるととも

に，郊外を規定してきた時空間の分節イヒが融解する動きを惹起させ，大都市陸|や郊外を形づくっ

てきた近代の機制が大きく変貌しつつあることをみることがで・きるので・ある。
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第1章郊外の発展と成熟

，-， はじめに

1995年の国勢制査によると、わが国の人口 1億 2，500万人のうち半分弱にあたる 6.000万人強

が京浜・京阪神・名古屋の三大都市聞に住み.そのうちの 4.000万人強、全人口のが'l1/3が大都

市圏の郊外地域に居住する。戦後わが国において， 1950・60年代の地}jtJも大都市への大量の

人口移動は大都市圏の形成をもたらし.その後のドーナツ化現象は郊外をして大都市閣の人口増

加を支えたらしめた。70年代の後半から大都市閣の人ロ場加は鋲緑化し、全図的な人口増加

平準化してきたが、この 30年を超える歴史は郊外に大量の人口の滞留金生み、郊外の生活史を

共有する人びとのライフスタイルを無視できない状況をつくり出してきた。

元来，郊外はきわめて唆昧な場所であった。ラテン語のf都市Jを意味する urbsに r準ずるJr下

位の」とし、う意味の前賞詞 subをつけた郊外 suburbsは r都市に準ずる」場所てeあっても活気と配

線さにあふれる都市ではなく，また索中!な自然と人心に満ちた農村(悶悶)でもない。そしてそこに

住む人は有閑1稽級でもなければ労働者階級でもない中盤階級であり，その社会は，地縁・血縁，

伝統と因習が濃厚に深う村務社会でもなければ，無機質な人間関係の中で孤独とi()ji外にさいなま

れる育11市社会でもない。こうした二分法的分類のまさに中間にあるのが郊外である。

しかし一方，郊外はフロンティアでもあった。産業化の進展にともなう線住の分間佐は，生産活iflIJに

特化する都市と消費活動に純化する郊外を空間l的に分間仕し，労働力再生産のための装鐙として

家!涯を位置づけた。そして，もっぱら生産活動;こ従事する「夫j，再生産活動をとり仕切り家事労働

に専念するf妻J，将来の労働力として必要な技能・知識会得るために学業に専念する「子どもJと

いったように，家族の役割分担を明瞭にし固定化した@新しく切り目防当れた新興の郊外は，こうした

生活機式を実践し，新たな社会を築きあげる笑験の場でもあったのである。

郊外の歩みはそのまま中間領域の拡大の歩みでもある。産業化は大都市の拡大をもたらし.周

辺の農村を郊外に繰り入れることで大都市閣に成長した。また，経済の発展lこともない大訟の中間

層を議出し，そうした住民がもたらす郊外の生活はもはや都市化し大衆化した社会の1克範的な生

活様式であるといっても過言ではなくなうたa 全国的に画一化・均一化した住宅地やロードサイドの

光長;は郊外の景観そのものなのである。

しかしながらその 方で，大量の人口集積をもつに至った郊外の消費市場や労働市場を背景と

して郊外は大きく変貌するとともに，大都市との相対的な関係も変質しつつあるロ大都市のさt.産活

動を支える付属装置として位置づけられてきた郊外は，都iTiでもなければ殿村でもない第 3の空

間として独自の道を歩みはじめているかのように思えるが，それがどのような方向に向かうのか定か

ではなし、。また，職住の分離や家庭内の役割分担のように産業化を推進してきた近代の規範が倍

らぎは巴め，それゆえ郊外の家族や生活を福すぶっている。まさしく近代産業化の産物が郊外であ

り郊外家族であるならば，産業化社会の限芥と新しい社会の兆しを郊外のなかに凡いだすことがで

きょう。しかしそのためには郊外の生活の現実を阿に見えるかたちて'示4きねばなるまい。

かつて都市稔，東京論が脚光を浴びたζとは記憶に新しいが都市の周辺部に視点を指えた郊

外論はなし、。本研究では，郊外に住む人びとの生活活動の実態を明らカ‘にすることを通して守それ

が今日の社会のなかでどのような特質を持っているのか，あるいは過大化した大都市圏の姿をどの
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ように変えていくニとになるのかについて論ムそして『時代の変革苅iを市Iに郊外の家族と社会はど

のようになってL、くのかという疑問に答える手がかり会得たいと考える

1-2.郊外の形成と変貌

郊外の歴史をふりカ‘えると.18 世紀のイギリスで，ロンドンの急成長にともない，それまで都心部

に暮らしていた新興プノレジョヲジーが，員一族のライフスタイFレ全まねて周辺農村部の静かfr:土地lこ

週末)]11'1:1:を建てたことに始まる九その背景には句当時彼らの中に芽lまえた「閉鎖的に家庭化され

た核家族」とbづ新しい家族関係の成立が績たわっており，この情緒的親密さで結ばれた家挟は，

都市の惑と快楽に反発する福音主義運動に守られ，育てられてし、く。そして家庭にこもる理忽的で

崇高な女性像を作り上げるとともに，この家族中心的他1値の世界を実現する『プノレジョワ ・ユートピ

アjへの願望がロンドン周辺に郊外住宅地を成立せしめていった。かくしてs 当初は「都市の外辺ii1i.

場末，スラム街，中心に住めぬ人種の吹きだまり」のように侮辱的に呼ばれていた郊外2)が，今日の

ような「文化的な居住専用地域」とし、う意味に絡上げされ，京11外生活は，都市生活の文化的・経済

的a益と村落生活の身体的・精神的健全さを結びつけるものとして筑紫されるようになった門そして.

「都市と段村は結絡しなければならない。この美しい結合から，新しい希望と新しい生活と新しし、文

明が生まれてくるであろうJというエベネザ、}・ハワードの回悶都市宣言J)につながってb、〈。

このように郊外の成立は，産業化にともなう新興プルジョワジーの勃興や核家族を中心とする近

代家族の成立とし、ったように，まさに近代の所産ともいえる。しかしながら，もっぱら富裕層に限られ

ていた反都市・郊外賛美の希求が中産階級にまでおしひろげられ，今日みられるような大衆化した

郊外社会が形成されるのはs 交通輸送手段の発達をともなった今世紀になってからであり，その範

製はアメリカ社会に求められる。

アメリカで郊外が成立するようになったのは 19 世紀の半ばであるが，その当時は職住分離の郊

外生活を支える公共交通手段は路面馬車に限られており，料金が高〈速度が遅いこともあって一

部の利用者にとどまっていた九その後 19世紀末に路而電車が笠場し，さらに 1920年代になって

自動車が普及するとf通勤」の概念が中産階級にも広まり.~議場と家庭が分間f!した新しいタイプの

者s市システムが浸透していった九しかし，独立住宅群からなる低密度居住空間としての郊外が本

格的に確立され.爆発的に成長していったのは第三次大戦後のことて'ある。

I Robcfl Fishman， 1987. BO[lrgeois Ucopias: tlte Rise atl(l Fall of Suburb此 日山cBooks: N.Y.(小池和子訳:rプ

ノレジョワ・ユ トピア~，勤草書房. 1990年)

Z 小池滋:Wもうひとつのイギリユ史ー里子と町の物語J.中公車r'Jl'.1991年

J Ebcn位 crHoward， 1902， Gardell C山 田 o[T()morrow~ f'abcr and Faber(長紫迎訳 : r明日の悶悶都市~. Hli品吐i

j恒会.1968年)

"Petcr O. Muller， 1981， COfll'emporary Suburb(lll America. En且lcwoodCliffs， NJ: Prentice-llall. 

sその時期，アメリカでは都市化と工業化が急速に進み，新しい移民が次々と流入してきた。その中で.1日いアメリ

カ人は古きよき時代の回閣が消滅しつつあるという危機感を抱くようになり，イギリ旦約な荘闘の邸宅や別荘のイメ

ージを引き継いで田舎に小さな土地をもち，そこに自分の家を持ちたいという願笠を強く意留置するようになったとい

う(大場正明fサパーピアの憂修一アメリカン・ファミリーの光と影1東京書籍.1993年)。主た，他民地時代の定

住地で育まれた「直接民主制による地方自治のための小娘傑・物質・貌密な地以集団』の段念が，スモールヂクン

願望として長きにわたって理忽主薬的な中産階級の価値観に恨づき，それがrl日きよき生活jへの郷愁と結びつい

て郊外コミュニティの形成につながっていったともいう(選智道雄・『孤立化する家族ーアメリカン・ファミリーの過去・

未来J，時事通信社.1998年)。
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第二次大戦後，アメリカでは家人の徒員やLl:'.産ブームによる住宅不足解消のために郊外の宅地

化が進められ曹連邦政府の絞俗的な住宅金融保liE政策もあって盆産建売住宅がま11外に数多く出

現した。また者fi市をとりまく高迷道路網の!箆備が進んて'都心の戦場との通勤が容易になり，さらに

は大量生産に支えられた住宅，自動車，家電製品などの術品が郊外の新しい生活のスタートを筏

易にした。かくして子持ちの若い中産階級を中心に目快適な生活環境を求めて filj¥市から住宅を郊

外に持ち出すJ6)動きが続出し，そして，郊外住宅地のライフスクイノレがアメリカンウェイ・オプ・ライ

フとして明憾なイメージを持って定着するようになった')。

耐久消費財に阻まれ，絵にJ郎 、たような中産階級核家践がおりなす郊外の社会は都市生活が

家族の社会的意義を減少させ，近隣を消失させ，社会的連帯のA盤が)II!li在することて・病理的なパ

ーソナリティを生みI:l:'，すというワースのアーパニズム論町が提出した社会解体のイメージにそぐわな

い。郊外の人々は隣人たちと社交的で友好的で協調性にあふれた親密な関係を活発に作り上げ的，

それは都市生活の中で失われたコミュニティの復活を紡緋させた3 しかし郊外のコミュニティは人

種 ・年齢・職業がきわめて肉質的で，むしろ同質性が強制されることにより排他主義がもたらされ，

問調性会強制することにより保守主義に転じ，結局， ~I'都市地域の特徴である地元主義に陥りカ

ねない危うさを苧んでいたtO)o

1960年代後半になると，大型のショッピングセンターやモーノレなどの商業施設の郊外化が進み，

郊外は住宅に続いて「音s心の商業ーを彩ってきた貿回品や映函館などの娯楽施設を自分たちの居

住地に引き寄せJ川てし、く。郊外の消貸主義的な生活の利便性は培大し，人口の郊外化がますま

す進展していった。そして，局地的なスケールでは同質性を保ちつつも，7タロなスケーノレでは階層

ごとに差異化 ・細分化された郊外の「モザイク文化j叫が形成されていった。しかしその一方，文化

的 ・社会的なマイノ1)ティにとって暮らしにくい郊外の社会潔境や郊外に閉じこめられた主婦や若者

の修積する不満が次第に注目され同，郊外の生活が必ずしもパラ色に包まれたものではないことが

勺 oelGarrcau， 1991， Edge City: Ufe on lhe New Fro川ier八nchorsooks， NY: D()ubleday 

?大場正明 ;Wサパーピアの憂修一アメリカン・ファミリーの光と影』東京書館， "1993年。なお大場はsそうしたイメ

ージの定者において，テレピという新しいメディアの登場を強調している。すなわち目テレビが娯楽の中心になったこ

とで人々は都会の楽しみを離れて郊外に出ることができ，またテレビのホームドラマや CMをiIDじて繰り返し伝えら

れる錦外の桜家践のライフユダイノレが新しい家族のイメージ像として定着していったとb、う.

8 Louis Wirth，1938， UrbanIsm as a way oflifc，A川 .J. Soc.， 44. (高橋勇悦訳「生活線式としてのアーバニズム1.

鈴木広編訳f都市化の社会学(閉補)t誠信 ;!H吾， 1978年P!r収}

'William ll. Why【e，1956， l'he Organizmion M削 Simon& SChUSlCr. (岡制度三・辻村明ほか訳。『総紘の中の

人間(上， 下)L東京自1)元新制 ，1959年)，ホワイトは大衆社会の「会社人間)organiz3tion manJの本拠地として

郊外の住宅地を取りとげ，結局のところ全体社会における組織的ヒエラルキーの一部位を占める同質的な人々が

集まった「地位社会Iであるがゆえに，コミュエティや家族の皮桐的な親密さが維持されることを指摘する.しかし一

皮めくると，地位に飢えた夫，孤独で退屈した妥，甘やかされた子供，微妙な違いをことさら強調する近隣がその

内笑であることを看取している。

tO Claudc S. Fischer， 1984， The Urban Experi四 ce，'211(/ edir;oll， S3n Oicgo: Harcoufl srace Jovanovich. (訟本康・

前回尚子訳，w都市的体験t未来社， 1996年}

11 Garreau， 1991，市rlli6) 

l2 Mullcr， 1981，前出 4)

凶 Fischor，1984，前出 10).彼は主婦の不満について， r ~j性は毎日家を隠れ，通常彼が後にしてきた勘所よりt>

面白い場所に出かけていき，そして紳かなくつろぎと達成のプライドを与えてくれる家と近隣社会に帰ってくる匂多く

の女性にとって家庭と近隣社会は，単調な家ll'の時間，外出しても退屈であること，そして他に代わるものがないこ

とを意味している。皮肉なことに，郊外でほとんと'の時間を過ごす主姉はそこにbっとも幸福を感じていないが，そこ

にもっとも幸縞を感じている夫はそこで過ごすことが最b少ないJと述べている.
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明カ‘されるようになった

また，郊外の発展とは袈IlII!こ大都市の都心部には空洞化がみられるようになり r大都市の危

機jとして認識されるようになった。「是正カ‘な郊外とl'しい中心計iJの対比lよ「郊外による中心市の搾

取」として郊外の存在そのものの意味を全体社会の機市1)の中でrJIい砿ナ動きにつながってb、くt
ol
)_

土地利用規制などによって制度化された排他主義は，低所得設と7イノ!Jティを衰退しつつある中

心市に閉じ込めるものであり，また郊外のスプロールは自然資源のf良資であるとされいわれるように

なったt5)0こうした大都市圏内の地域的不平等をめぐる議論は， 1980年代になってダウンタウンの

存在を働かすような郊外拠点{エッジ、ンティ)叫の存在が認識され，大都市圏の情i盆転換が意識さ

れるなかで，郊外化の進展が大都市の危機を招き，大都市閤自体の存立基盤をも危うくするといっ

た認識につながってU、く。

翻ってわが国における郊外化の歴史を短り返ると，その先制Eをつけた代表例は，阪急の創始者

小体一三による池悶室町住宅の開発(1910年)と，渋沢栄ーによって設立された回凶都市御

(1918年設立)による問調調布の開発(1923fp)にみることができる。鉄道という交通ネットワークを

軸に沿線開発を行う手法はその後の住宅開発のひとつのモデルとなるとともに，大正Wlに主主場した

ザラリーマン|階層に戦住分隊の生活櫛式と近代家伎の家族主義を浸透させ，中流のA?:設や文化

を興す契機となった11)。しかしこうした戦前の郊外開発は，し、みじくもハワードの国関者s市構想にな

ぞらえて田園都市側が設立されたように，イギリス流の郎関係外を日本に持ち込もうとしたものてーあ

り，またその居住者はもっぱら一部の特権的サラリー7ン層に限られ，社会的な広がりはなかった。

今日認められるような大衆社会としての郊外が成立したのは戦後のことである。

第二次大戦後，大都市における不燃化住宅の大量供給を目的lZ日本住宅公団が設立され

(1955年)，中産階級サラリーマンを対象とした住宅供給がはじめて公的機関の手で行われるよう

になった。同時に，住宅金融公庫の設立 (1950年)や各種住宅融資制度の拡充を図り，政府は積

俸的に持家政策を展開していくことになる。1950年ー代末には公庫住宅融資が 50万人を突破 r団

地族」も JOO万人に達したといわれている18)01960年代になると，公団主導の大規模ニュータウン

開発が五苦手される一方，民間のハウスメーカーやマン、ンョンも住宅市場に登場し，住宅ローンが消

費者金融のー積として定着していくようになる。かくして高度成長による都市への人 口流入と回見

世代の住宅取得が噌幅して 1972年に新規住宅着工戸数のピーク会迎え，その後 70年代後半に

住宅戸数が世帯総数を上回るようになると住宅政策も量から質へと転換していくことになる。

こうした戦後の住宅ブームは，その受け入れ先である郊外の爆発的成長をよび大請を化をもたらす

川吉原直樹 「サバーパニズムのアメ3カ的形態ーアメ日jJン・ドリームの社会s_f論 J{吉原i正樹編'l'f:r都市の巴.悠

一空間論の再編成l;:向けてl青木書賠.1993年)。資本と国家の連接・分業に注悶する新都市社会学では，こ

うした動きについて，第二次大戦後，生産設備の過剰に悩b資本が投資のはけ口として都市の問辺部lに新たな

需要を創出したものとして郊外を位蹴づける。すなわち，郊外化は膨大な高速道路網の建訟を必要とし，自動車
産業を刺激し，家庭を中心とする続争的で消費に術れた生活織式を促進した。国家は住宅産業や持家層に対す

る税制上の優遇械陸を含むさまざまな金融政策を通じて，郊外化を推進する鍵の役割をはたした。住宅の個人所

有は，資本主義制度を合法化し，政治的安定を維持するひとつの手段となったというのである。
15 Fischer. 1984，前出 10)

Hi Garreau， 1991.前出 6)

P 'f圭!A史 rr郊外』のポリティジ旦j(r東京ディズニーランドの神話学.!i.lf弓社， 1999年， 128.167).なお佳は，

近代家族の大量生産が小林一三のf臨時であり，そこには母性愛，家政愛をfI背く，正しく.美しくJしてしまうフィク
ション{宝尿欧劇団，阪急百貨j苫)が周到に用意されていたと述べる。

" 木i問義人 fi{産業の昭和社会史 5)住宅1日本経済新聞社， 1987年。
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とともに，新興郊外に対してさまぎまな意味づけがなされるようになるヲ当初 1960年代は，大都市

郊外の団地調査を手がかりに，高学医で意識が高い新住民がこれまでとは少し異なった地減生活

とそれにもとづく市民運動が展開ナる湯として論じられることが多かった戦後日本の近代化と民主

化が国民的課題とされていた当時にあっては，郊外での新生活はそのまま近代的て・民主的な都市

生活者すなわち市民の成立を意味すると理解されていたのである1910 J 970年代になり，高度成長ー

の果実が匁外住民の物質的登かさを充足するようになると，テレビ数送を通じて知ったアメリカン ・

ホームドラマの郊外中流生活のイメージそのままに，郊外家族は家旅主義消貸主義の理怨を14，:
現しようとしていく20)。そして 1980年代になり，ロードサイドビジネスが郊外の日常の風景となると，

大量生産された商品が自動車を媒介にして結びついた大量消貨の世界が郊外で実E見されるので

あるaiill外は住居や家族のみならずその消狩生活も均一化・薗一化されはじめ，まさにアメリ;iJIr.J 

風景が再現されていった叫。しかしその 方で.1970年代末から家庭内暴力や中高年線路が噌

加するようになり.家族の燐嬢が意識されるようになる22)0それはまさに郊外家族を包んでいたパラ

色の夢のロマンティシズムが紛れるにつれて，郊外中流家庭の抱える矛盾が噴出したものであり，

サラリーマンと専業主婦からなる家族を営み，女性を子育てや情緒的安定化などの労働再生産機

能を担わせる役割に固定しようとした近代の動織づけがもはや適用しなくなったことを暗示してい

る同

このように郊外は.19世紀以降の産業構造の変化や交通・技術の発展と軌をーにして成長して

きたsその意味では，郊外の形成はまさに近代の所産ともいえ，職住の分間E，生涯と消費の分隊に

よってもたらされた近代家族の形成やその消費主義的な生活様式の発迭と不可分の関係にある。

近代化にともない伝統社会が急速に崩駿してして戸惑いがアーパニズム論であり悶悶郊外への回

帰であるならばs 近代化がもたらした物質文明の豊かさを稲歌したのが戦後の郊外社会であり，そ

して都市の存在について考える問題情成は疎外論から消費社会論に転換し，郊外は中流の快適

さあるいは凡庸さを示す、ンョーウインドウとなったのである問。

わが国の場合，戦後の高度成長期に郊外社会が量的・質的に拡充され.1970年代以降，都市

でもなく農村でもない社会としてその特質を箆わにするようになったが，大1立生産・大量消費システ

ムを前提とした郊外の生活様式やそれにともなう郊外社会の変貌は.1950・60年代のアメリカ郊

外社会の軌跡を忠実に再現したかのようでもある。つまり1980年代にいたって成熟した郊外は，ア

メリカ的生活後式ひいては近代の資本主義的生活綴式をまさに体現した場であるといっても過言

ではないのである。しかし今日 1 その主役である中流君主抜の変質崩猿がみられるようになり，またそ

"鈴木広・「都市社会学の問題意識J(鈴木広危沢進編著『都市社会学~.アカデミア出版会. 1984年)。な

お，こうした論説の代表として，奥田道大:rコミュニティ形成の論理と住民;8:織J(磯村英ーほか『都市形成の論

理と住民~.京大出版会. 1971年)があげられる。

初三ftli展 rr家族と郊外」の社会学.11， PHI'研究所.1995年

幻小田光雄・r<郊外〉の誕生と死.!l.背弓社.1997年。また西村は，こうした郊外型消費活動が典1l'd的に現れ

た喝所として首都圏をとりまく国道 16号線沿線に注目し，そこに団沈世代のすラリー7ン-tlt怖が集住していること

とあわせて， 日本経済の標本空間であると述べている(西村克ー:Wルート 16 の法則 一21 佐紀の日本が読める~.
双誕社.1996年)。

"三浦.1995，前i士¥20)。宮台真司白「郊外化と近代の成熟J(Wまぼろしの郊外.!l.朝日新聞社.1997 ~~. 128. 
153) 

"内田隆三「都市の現住J(大深J耳幸編 『社会学のすすめJi.筑摩書房.1996年}。内田は r他人から快適で

あると恩われるような中流の快適性を生活の必潜として受け入れ，消持するような規律訓練の場所Jが郊外である
と述べる。
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の消貸主義的な生活スタイルが問いji[され，さらには高度成長期に郊外を切り開いた世代が高齢

化し郊外を故郷とする第二世代へのバトンタッチが進んでいるように，郊外社会は大き止ま転換の時

期を迎えている。

'-3大都市と郊外

大都市とその周辺地域は、日常生活における密伎な結合関係によって大都市閣として犯握され

る。しかし従来の都市地理学によると、都市圏l士都市の勢力関と同義であり、郊外は市街化のI誌先

端となる地域を意味していた。したがって都市翻研究は、都TIi(ヒとしづ要因のもとに大都市の周辺

がどのように変化してきたかとしづ実態を泡短し、大都市がその周辺地域を組織化していく過程を

解明するものであった。すなわち、都市化を都市景観の鉱大ととらえ、大都市とその周辺の複合的

変化を大都市の観点からとらえたものであり、郊外はあたかも大都市の付属物のように位陸づけら

れてきたといってもよ~ ，2九

郊外の成長は、大都市と郊外を相対的な関係において抱懐する必要を生じた。都iTi閣の求心

的構造を暗黙の前提として都市闘の拡大現象を解明しようどナる立場から、大郎市と郊外の相互ー

関係の変化に注目して、新たな者'11市圏権迭を見いだそうとサる立場への転換である。このような認

識を背景にして 1970年代以降、大都市の組織カが相対的に低下するなかで、この大都市閣とい

う地成構造の変容が情摘されてきた明。また 1980年代になると，東京への機能のー侮集中が大き

な関心を呼び，そのなかで園内外を統括する都心業務地と圏域を統括する副都心や郊外拠点都

市の分化をもたらし，その結果，過大{とした大都市圏が日常生活レベルの圏域に分化しつつある

ことを指嫡する議論も登場し26)，あるいはそうした方向に大都市閣の再編を誘導しようkする動きも

みられた2九前者は主として郊外の成長から、後者は都心の過大化から大都市閣の情造変化を指

摘するものであるが、し、ずれにせよ郊外人 口の爆発的補加にともなう大都市閣の膨張が I 中心市

対郊外といった併造図式を再考する必要をもたらしてきたとし、ってもよい。

ところで，大都市圏の情造変化を考える際に.地域形成の主体をどのように捉えるかとUウ認識

上の見解が 2つある。一つは資本が自らの伽依増殖のために地域を再編するという経済空間の視

点であり，もう一つは住民の生活行動の積み重ねが地域の形成に大きく寄与ーするという生活空間

の視点である。上述したような大都市圏の変化は，前者によれば，激化する経済競争の中で資本

が中心市の都心空間を高次機能に純化させ，一方で労働力の再生産装笹として位置づけられて

きた郊外に補完的生iiff.機能を付与することにより，より広域の中で合理的・効率的な分業体情IJを築

'"この点に闘し、藤井(1983)による的を符士展望がある。泌井正「都市地理学におりる大都市問研究の再検

討J，京都大学文学部地理学教室・『空間・景観・イメージ.!I， J也人書房， 1983 ~ド， 37-56頁司

lS閉 口芳明・成閏孝三編『都市間多核化の展開J，東京大学出版会， 1986!拝。富IUo焼 (198$):rわが国大都

市闘の構造変容研究の現段階と諸問題J.人文地理，40-1，40-63.藤井正 (1990); r大都市閣におけるi也峻情

造研究の展望J，人文地理、 42-6、522・544，冨岡手口暁:W大都市閣の情造変容.!I，古今書院， 1995年.成田孝

三『転漁期の都市と都市圏II也人書房， 1995年。

!67クロス編集室編『いま揺れ動く、東京.!I， I'ARCO出版， 1986年。7Pロス編集室縞:Wf東京Jの侵略.1，

PARCO出版.1987年oTa_nabe， H.， 1988， Divided urhan cores of Tokyo from Ihe vicw.poinr of dai1y migration. 

東京大学教養学部人文科学科研究紀要、 88(人文I也J!RX)、49-70.

引首都改造計薗 (1985(Ji.)にみられる多核多閣情忽は、大都市の周辺地域に点在する業務主主都市を中心とした

圏域の述合体として大都市閣の袴縞を誘導しようとするものであり，それは第 4 次首都f樹盤僻 ~J. JjIij (1987年)にお
いて法定化された。
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いていこうとする動きのー療と解釈できる

それに対して後者の立場で見れば，住民が級住のみなら寸匁さまざ主な日常生活の質の向上をめ

ざす中で新たなチTンネノレやモードを獲得し，生活空間の不充足や不自然なヨ韓国It~解消しようとす

る動きであると捉えることができる。もちろん個々の生活行動I-t所与の構造の中で多くの制約を受

け.また逆に主体の意志決定や行ffiJJが所与ーの情迭を維持あるいは変容させていくものでもあるから，

両者の見解を背反するものして捉えるのではなく止場していくことが必婆になろうしかしながら今

日，資本の論理にみるような近代社会の分節化が限界に渡し.新たな思考の転換を求められてい

ると認識するならば，人々の生活行動を見据えることにより，行動閣の拡大や倒化.ネットワーク的

な社会関係の増加といった状況を型解し，個々の場所の意味と役割を再評価する必要性が培して

いるように恩われる。

本研究は，以上のような認識から，これまで都市圏研究で図 的 ・一面的にとらえられていた郊

外の生活について考えなおしてみようとするものであり，そしてそれが大都市閣の地域構造や郊外

の社会生活を理解する上で，どのような議論に結びついていくのか論じてみるものである。議論の

前提は、これまで郊外の生活を特徴づけているとされる都心通勤者の存犯を、郊外居住者全体か

らみれば少数派であり，相対化する必要があると考えたところにある23}!)それは，とりもなおさず大都

市のとt産汚動を支える人的資源とその再生産装置として規定されてきた郊外の論理を見直すこと

であり，さらには「生産」の視点ではなく「生活」の視点によって郊外やそれをとりまく大都市闘を見

つめ直すことである。しかるに本研究では，まず郊外に住む人々の生活行動を通して彼らが日々の

生活を行い，さらには次世代に引き高齢、でいくことになる郊外の生活空間1"1の実態を明らかにした

いと恩う。そして，そうした生活空間の現実がもたらす意味を，郊外の家銀や社会，あるいは大都市

箇としづ地理的環境のなかで問い，それらを規定してきた近代の意味づけを考え直すことができれ

ばと思う。

，. 1995年の国勢調査によると，東京圏の郊外に居住する就業者は 1，200芳人にのぼり，そのうち 25判，約 300

万人が中心市で就業している。しかしこのことは，約 1，200万人いる就業者のうち中心市に就業の必盤を持つ者

は300万人にすぎず、絞りの 900万人は郊外に就業の基盤を持っていることを意味するa つまり、就業者のうちの

3/4は、郊外に労働生活をも含めた生活の誕殺を持つ郊外生活者ーであり、さらに年少者や高齢者を含めると、郊

外の余人口 2，400万人のうちの 8-9曹rJ;'立、ほとんど:1耳目、中心市とは{可の出lわりを持つことなしに生活しているの

である。確かに郊外は都市圏において中心市と社会経済的に密接な関係を持つ地域としてー般に位世づけられ

るが、日常生活の上でこのような定義に当てはまる人は、実はきわめて少数派なのである。

19 r生活Jや「生活空間」という概念ははなはだやっかいて'ある。例えば物理的・容観的にJE掘可能な人々の日常

の活動だけでなく，電話やネγトを使ったサイパー空間を11fr縫とした活動や治名E的な社会関係，主観的な怠搬ま

で「生活jに含まれることもある。また，毎日のノレーティY的な活動から一生に幾度とないような活動まで，さらには自

宅の中の活動から国境を遜えた活動まで，額皮や範聞が異なる活動のIb.がりを一倍して「生活空間Jとして使われ

ることもあるeこのように暖昧に漠然と理解されているからこそ便利な言袋なのであるが，ここではそれについて厳密

な議論を行わない。とりあえずa 日常生活に関わる諸活動を念頭におき，空間的な移動をともなう活動を「生活(活

動)Jと称、L，その空間的な範囲を「生活空間Jと称することにするs それは毎日の規則的・反復的行動の積み遮ね

がj世桜における生活体系を形づくり，またそれに対応した峨能・施設の立地が地域の変化をもたらすと考えるから
である。
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第2章大都市圏への人口流入と郊外への住居移動

2-1.東京圏の人口移動

かつて日本の人口移動の主要な部分を占めていたのは非大都市圏から大都市閤への若年者

を中心とした流入であり，東京翻りを例にとると，最高主潮の 1960年代から 70年代初頭にかけて毎

年 70万人を趨える人口が流入し，多いときには 80万人を趨えることもあった(図表 2-1)。その多く

は大都市圏と非大都市圏の間にある格差を背景とし就業や就学の機会を求めて流入した移動

であるが，そのことは同時に，当初の目的を果たしあるいは現笑の厳しさを認殺した人々が少なから

ず出身地に再ひ・戻っていく 1Mきもともなっていた。 実際，東京商からは 1 970 年代以降，1ft年 50~

60万人が定常的に流出しているのである。このような人口の転出転入は明治以来，そこに地域格

差がある限り繰り返されてきたことであるが，とりわけ戦後の高度成長期は，1笠業構造の大きな転換

によって大都市の労働力需繋が燥発的に増加したことに加えて，戦後ベビーブーム世代の人口湖

加が重なり，まさに民侠大移illIJともよべる動きにつながっていった。

転入人口から転出入口を号|いた転入超過は大都市圏への人口の滞留を示し大都市圏の人

口増加につながっていく。 高度成長期に毎年 30~40 万人を数えた東京閣の転入超過数は累積

すると数百万の規模になり，またこうした転入者が若年層を中心としていたことから，その後世帯を

形成し人口の自然地加をもたらしていった。その結泉， 1955年に全国人口の 17%にあたる 1.540

万人を占めていた東京圏の人口は， 20年後の 1975年には全国の 24%にあたる 2.700万人，そ

して 1995年には お%にあたる 3.260万人を擁するに至っている。

かくして東京圏は，この 40年間に 1，700万人にも及ぶ人口を上国やし人口規模が Z倍以上にな

ったが，その多くを吸収したのは郊外の住宅地であった。東京圏を中心市(東京都区御)とそれ以

外の郊外地域に分けると， 1960年に東京圏の 46.5%を占めていた中心市の人 口はその後比率を

減少させ，さらには 1970年代以降，人 口の絶対数も減少させている(図表 2-2)0それに対して郊

外地域は， 1955年に 850万人であった人口が 95年には 2，460万人になり， 1，600万人もの人口

を噌加させた。東京閣の拡大は郊外の成長と同義であるといってもよいくらいである。高度成長にと

もなう大都市への人口 の大盆流入は郊外によって吸収され，年月を経ることによりそこに定者し.郊

外で、の生活を新しい都市的な生活保式として住民のなかに恨づかせていったのである。

1 本研究では，東京都，埼玉県，千葉県，神奈川県の南関東 1朝13県を「京語、困」と体すEまた，そのうち東京都

特別区昔日をI中心市J、それ以外を「郊外」と称L，都市閣を中心市と郊外の 2区分モデルで!If_える，このような殺

定は、地峻の設定が単純であり、あるいは恋定的であるという問題点がある。本来的lこは.機能の集{11危などを用

いて中心市を定越し，その上で中心市への通効率などを指標に笑質的な都市闘を設定する必要があるかもしれ

ない。また，中心市を都心・副都心・既成市街地必どに分け、郊外も内伺1・外苅i・郊外中心部市などに分11るのが
実態に促した分類といえよう。しかし、このように地械を締分寸ることは.事1m可能伝情報In:を微減させるといった統

許上の問題を生じるだけでなく、長期的にはそれぞれの地域が位大・変化するPめに.この変化自付も説明されな
ければならないとし、う問磁を伐すことになる。
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図表2-1東京圏の人口転出入の権移

総務庁統計}"，W住民法本台帳移動報告』より作成。
東京間は東京都，埼玉県，千策9九判3奈川県のl胡¥:1県をさす。
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図表2-2東京圏の人口の推移

国勢調査による。
東京聞は東京都.埼玉県，千灘保，仲宗川県のIr.匹3県をさすユ
中心、市は東京都区部をさし，珂i外はそ品以外の東京閣をさす。
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図表2-3東京圏の人口動態

総務庁統計局「住民法本台帳人口移動報告年報jにより作成

このように高度成長期における人口移動のひとつの帰結として郊外地域の発展をとらえるならば，

大都市圏に流入した若年層がどのような過程を経て郊外に定石し，そこでどのような生活を展開し

さらには次世代に何を佼していくのかを明らかにすることの意義は大きい。大盈の人口規模を持つ

郊外は，大都市の生産を支えるとともに郊外で旺盛な消費生活を展開することにより大都市閣の地

成構造を大きく変え，もはや中心市に依存するだけのベッドタウンて・はなくなっているョまた 21世紀

を迎える今日 ，かつて大都市闘に流入した第一 世代から，郊外で生まれ育ち，郊外を故郷とする

第二世代へとバトンタッチが進んでいるa図表 2-3は東京闘の転入超過数を社会地とし，東京幽

の人口増加からこの社会増の部分を差し引いた部分を自然増として、その推移を示したものである

が， 1970年代にこの自然増の部分がピークを迎えているsすなわち，高度成長期に流入した若年

層が世帯宇を形成し次世代を再生産したピークが 70年代の前半であり，そして今日，その次世代が

20歳代後半から 30歳代を迎えているのである。iifellliJの民であった第一iJt代が切りIlHv、た郊外が，

郊外に械づかざるを符ない第二世代によって今後どのように変貌していくのだろうか。少なくともそ

の人口規模が大きいだけに，今後の大都市圏さらには日本の姿を占ううえで重要な観点である。

ところで，如上の議論の出発点となるのは，大都市圏に流入した第一世代が郊外に定着する過

程を明らかにすることである。もちろんこのI定治Jという燦念には， ijiに居を構えるとb、うだけでなく。

そこでの社会生活や地域に対する意識・感情などさまざまな要素が含まれるが，少なくとも大都市

閣に流入した彼らがどのような住居遍歴を経て現在の居住地に到達していったのかをまず明らかに

する必要があるもそこでまず本章では，大都市閣に流入した地方出身者がどのような過程を経て郊

外に定着していったのかを明らかにする。
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2-2.住居経歴調査

人口移動の研究は，移住 (Migrali'ln)研究と住居移動 (RcsidentiaJMobiliりfRcJocation)研究

に大きく分けることができる叱前者の移住による移動は， total displacemenlともいわれるように，就

業・就学，結婦などのライフイベント;こ付随して発生し生活の全領域の変支を余偽なくされる移動

であり 3 就業や就学の般会を求めて国内外の長距般に及ぶ移動が行われる V そうした移動の原動

力は地域間の経済機差であり"7クロな集計データの分析から園内外の地域構造と結びつけてJ命

じられることが多い。それに対して後者の住居移動は， partial displaccmcn1といわれるように，生活

領成のなかでも主止して居住条件の改善をめざした移動であり，職業の内容や5VJ.f.Ji地などに制約

されながらも，基本的には居住の条件をその時期の家族の形態やニーズに合わせようとする住み

替え移動によるものである。都市内において，住居の形態や居住地の環境などに対する個人もしく

は世帯の選好が移動の原動力であり，ミクロな個人の移動データが分析の基礎になる。

大都市閣内の人口移動に関する初期の研究の多くは，例え!:f国勢調査や住民登録データをも

とに主として人口集団の移動流が分析の対象とされ，地主主を集計単位として発者地の地減特性と

流出入量との関係を抱擁することに主眼をおくものであった。こうした研究は，大都市閣の郊外化

の進展を明らかにしたり，移動闘を抽出することにより大都市圏の池成区分を行うことに脊与したも

のの，ほんらい居住に関する選択はライフスタイルやライアコースとし、った個人的な事情と色、援に関

連した問題であるにもカ‘かわらずs 個々の移動を発生させる諸条件や目的地の選択に関するプロ

セスについて論じられることはなかった。

1980年代以降になると，人口移動の分野ではこれまでの集計的データに法づく分析に加え，ア

ンケート調査などから得られた非集計的なデータによる研究が行われるようになった九これは人口

移動の空間構造のみならず，務百VJ者の属性による移動性向の差異や住居移動の意志決定過程

にも関心が向けられるようになったことを反映したものであり，そのため研究者が独自の問題関心に

1基づいてデータの収集を行う必要があったカ‘らである。これまでの人口移動研究が集計データに依

存した移動流の盆的J包爆に主眼をおくものであったのに対し，個4 の移動者に注目して移動の発

生メカニズムを解明しようとするこうした研究はs 同じく人口移動現象を扱ったものに他ならないもの

の，住居(居住地)移動の研究として対置されるようになってきた。

そうしたなか守家狭の発達にともなう住み稼え移動の分1Ji'は，家族のライフサイクノレ論と結びつい

て，都市内の人口移動をとらえるさまざまな研究分野に取り入れられている。例えば地理学では，

1. Gollcdgc， G.S. and Stimson， R.J.， 1987， Migralion in a schavioural ConlcxL Aflalytical st!havioural 

GeographYl Croom H巴1m，233-262. Hartshorn.. T.A.， 1992. lmcrurban migration ancl houschold chan且C

Interpreting the Cil)': afl UrI)(U! GCCJgraphy， 2mJ e.dn.， John Wilcy & Sons， 305・32].Walm剖cy，I)，J. and Lewis， 

G.J. • 1993， Housing and ntigralion. People and Envirofll1lenc: sI.!Jl(IviOltra[ Approach口 irlf!uman Gf.!ogrllphYI 

2nd edr.ι. Longman. 167・185.Knox， P" 1995， Rcsidcntial mobilily and ncighborhood changc. Urban Socia/ 

GeogrtJphy: 011 illtrodflctIOrl， 3rd edn.， LongmalJ， 283-31 1，. 

3例えば広島市左福岡市の中高府集合住宅居住者を対象としてアンケート澗査を行った由井(1987.1989)，千

集市への転入者に対しアンケート調査を行った山間 (1991).愛知県ー富市において電話帳から移動世併を抽出

してアンケート調査を行った谷 (1995)などの研究がある。由井議泡 (1987): r広島市における中高層集合住宅居

住者の住居移動L~地理学誇諭~. 60A. 775-794。由井持通(1989):r中高層集合住宅居住者の住居移動ー福

岡市での事例研究J.W人文地理~， 4ト2，101-121。山間治久(1992):r東京大都市園周辺地域におりる底l主治

移動の特性一千葉市を事例としてJ， W地理学評論~ ， 65A. 847-859，谷技二(1995):r愛知県ー富市における

都市内居住地移動J.r地理学評論l68ん 811-8120
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居住形態のニーヌに対応、したほ住地選択がさまざまな都市内の属性分化をもた与し.とりわけ大都

市圏の同心円構造の中で郊外の住宅出岐を形成していったと典型的1こ理解されている九 また都

市計画専:や悠築学の分野では，世帯主の年齢や世帯の収入によって入居する住居のタイプが異

なり。また転出する世帯のライフステージlこよって空家として供給される住宅ダイプもJもなることから，

住宅市場のメカニズム解明にライフサイクル論が取り入れられている幻さらに社会学の分野でも，さ

まざまな社会階層がどの上うな住み替え経歴1i:経てどのような形態の住宅に入居するかとb、うことを

探ることは， {'主み替えのメ方ニズムとその論理を知1るためにはもちろんであるが.地域社会の形成と

その構iきにアプローチするうえでも不可欠であると認殺されている九

この主うに近年の研究では，個人や世帯の住居の遍康を克明にトレースするミクロなアプローチ

が不可欠となっているが，住居の移動をミクロパースで抱縫できる既存データはきわめて希部であるa

例えば国勢調査や住民基本台帳人口移動税告では，転出 ・転入や前住地などの一般的な居住

地移動に関する情報を得ることができても，追跡データではないため倒人を特定してその住居移動

を連続的に捉えることはできない。最近では，厚生省人口問題研究所Jや国土庁により人口移動調

査が行われるようになってデータの蓄積が進みつつあるがη，これらの調査は結熔・就職品、ったラ

4 例えば渡辺 (1978<1， b) は，東京大都市閤の人口移動を，若年(l5~19 貴重)層の進学や就職による特別区部へ

の転入，青年 (20~29 歳)層の特別区部内部での移動，壮年 (30~40 議)厨による近郊地犠への転出に区分し，

就職，結婚，出産といったヲイフユテージの変化にともなう居住地の住み替え移動として説明を試みている。また島

近ではE 愛知県一宮市の移動世f告を分析した谷 (1995)によりJ 都市中心郎を発地とする迷心的な住居移動の典

型は，世帯主が 30歳代で子供をともないp 住宅事情を理由とした借家から戸tll持家への移動であることが切らか

にさ抗ている。渡辺良雄 (1978.):r最近の耳E京の膨張と都市問題への 1・2の視点J，r総合都市研究~，丸 49・ 75，

渡辺良雄 (1978b):r大都市居住と都市内部人口移動J.~総合都市研究~ ， 4 ， 11・35。谷 謙 二(1995) 前出 3)。

5 例えば鎌悶 (1983)は，建設省『住宅誇張実態調笈Jの特別集計をもとにJ[京大都市閣の地域間移動を性格主

の年齢を軸に分析し，区部の(作家系住宅から周辺地域で持家住宅への移動，および周辺地域での再持家化が

ヲイフステーヅの上昇とともに生じることを明らかにしている。また林ほか(1986)も同じ資料を用いて名古屋大都市

問内の住み替え行動を分析し，都心地岐では 25~34 歳層の転入と 3 0 ~44 殻痛の転出が，近郊地域では 30-

39 厳扇の転入が，郊外地域ではお~45 識層の転入が.rt王位することを示している。 さらに和泉 (1982) は，愛知県
藤田井市でのアンケート鯛査から市桜内での転居行動を分析し，世帯主が 35-44歳で長子が小中学校に通学

する骸家族ut裕が，子供の成長にともなって交通の利便性の高い自然現t境の良好な場所に，より広い戸也住宅

を新築・購入する動きに注目した.鎌回宣夫 (1983):r来京大郷市地峡の移転型の居住状況の変化Lr都市計

画論文集.1， 18，211-216，林良嗣・富岡安夫・桜木賞史 (1986)・「都市閣の世帯属性情成の空間的分布とその

変化の分折J，~都市計図論文集.1， 21 ， 259-264。和泉澗 (1982):r世耕主年附月'1にみた市域内伝居行動の分

析J，W都市計画給文集.1， 17， 145-150。

6 例えばnITmf(1 987) は，多摩市居住者へのアンケート誠査を通じて経歴や階層，家族形態を~Iこする社会集
聞によるライフステージの上昇にともなう住み待え移動の実般を報告しているeまた国民生活センター(1982句

1989)は，持家の取得過程について上級住宅地中級住宅地・スプロール住宅地の戸住居住者およひ・7 ンγョン

居住者に分けて調査を行ない，持家取得にいたる過程の社会階層性を強調している。首li!lf正樹 (1987):r住民の

地域移動と住みかえ一大都市昭流動層の形成と流動のメカニズムL小林i'fi.・寺内iiE9J-ffli野ilミ樹 ・応岡旋文編

著: ~都市化と居住環境の変容.1，早稲田大学出版部， 207-244， 国民生活セン空一編 ( 1 982) :f住宅と生活一大

都市の待望巨取得をめぐって.1，光生館。国民生活センター綴(1989):f都市生活と住宅取得ーその社会的展開と

帰結.1，第一法規出版。

7 厚生省人口問題研究所では，1976竿に大都市聞から非大都市閣への移動者の特性をIEI理するために，はじ

めて全国規伎の人口移動調査を実絡し(厚生省人口問題研究所:f地域人口移動に関する報告.1，1977年九つ

づいて 1986年に個人の移動歴や移動感由を詳仰にlE復するために， 2回めの全国訓査が策応され，た(同・『地

域人口の移動~と移動理由に関する人口学的調査.1 ， 1988年九そして 1991年からは，地j証人口移動の動向を

地域人口雄計の基縫データとして位陛づけるようになり(同:f第 3回人口移動調査.1，1993年)，以後継続して 5

年おきに全国焼艇の人口移動調査が実施されるニとになうたaなお，第 Z回人口移動調査をもとに分折を行なっ
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イフイベント時の居住地を尋ねる形式をとっているため，移動時期を正確に把控できない問題や，

それ以外の時期における移動の布告捉ができないといった問題があるまた，こうした資料上の制約

から独自の調査禁にもとづいてアンケート調査を~施した研究もみられるが5)。これらの多くは前住

地と現住地の Z地点FJJの断片的な移動を但鐙するものであり， -iiliの住居移動をim:絞的な35:ぶ

決定の過程としてとらえる視点、に欠ijている。また，当初の住居移動の研究は，続交のl時点でそれ

ぞれの年齢別人口集団に見られた移動の特徴を，時代性を吟味することなく全ての世代に政官Tし

てしまう合成コーホートによる分新が多かったのも事実である。個人や世帯が人生を通じて行う住居

移動の軌跡をトレースしてその 速の住居移動を個々のライフサイクルのなかに{立鐙づけ.さらに

はそれそ'れが生きてきた時代の背景を交えて理解するためには，同ーの側人や世併の住居移動

を経歴として記録した縦断的なデータが必3Zとなる。

こうして 1990年代以降になると，独自に収集した住居経歴データをもとにした研究"がみられる

ようになり，またライフサイクJレ概念を批判的lこ継承し，}J日齢によるライフサイクル効果だけでなく，時

代的背景としての時代効果やコーホート独自の経験としてのコーホート効果を}J日qましたライフコース

の欲念を取り入れた研究も行われるようになった1問。

しかし，こうした住居経歴データをもとにした研究も，調査上のjt1j約からその多くが特定の地主主を

対象とし，そこに居住する住民の住居絞歴デークに依存したものに限られる。そこで得られた住居

経援のデータは一連の住居移動の終点で捕捉されたいわば着地l以収的なデータであり，確かに

現在そこに住んでいる人の居住経歴を抱復することは可能である。しかし特定の郊外地減はその

開発時期や開発主体に強く規定されるため居住者の属性が偏ってしまし¥多織な住民集団の移

動を比較できないとしづ問題があるeすなわちライフコース板念に即していえば時代効果やコーホ

ート効栄を十分に研究に慮り込むことができず，したがって大都市圏内での住居移動の空間的特

徴を一般{じすることが縦しくなる.

そこで本研究では ， 長野県内の 12 の高校を 1966~68(昭和 41~43) 年 3 月に卒業した卒業

生に対してアンケート調査を実施し， 1，631人の住居経歴に関するデーグを収集したi11。その目的

士研究に何透lJ994)があるが，これらの人口移動データを活用した研究例は少ない。何過宏(J994):r移l肋聡

から見た日本の圏内人口移動.n，日本大学人口研究所研究報告シリ」ズ No.2.. 

一方，国土庁でも，人口の地方定着や定住意殺を探るために.J98J年に第1回「人口移動要因銅賞Jを実施し

{国土庁計画・調整局『わが国の人口移動の実態.n.1983 {f三).以後 1986.91 ~fと 5 年おきに継続して人口移
動要因調査が行われている(同『わが国の人口移動の実態J1995年)。
8 前出 3).6y<よど。

• )11口太郎 (1997):r郊外世惜の住居移動に関する分析 埼玉県)II .Il!市における事例J.~地狸学部論.n.70ん
108.118. 

10谷(1997)はライフコース慨念に基づき，愛知県高蔵寺=ュ一世?ンに居住する世怖の住居経艇について分析

し、また川口 (1997)は，崎玉県越谷市に居住する高齢者の住居経歴を出生時からトレースし，.Il!谷市への転入の

過程をライフコースに沿って明らかにしている.谷謙二(1997): r大都市閣郊外住民の居一住篠肢に測する分析

甫i蔵寺ニュータウン戸総住宅居住者の事例J，r地理学評論.n， 70/¥. 263.286.川口太郎(1997): r移動経歴から

みた郊外住民の多様性 崎玉県越谷市における高齢者を事例としてJ.r駿台史学l IOO.173-210.

" 1995年 11月，長野県内 12高校の同愈会名簿をもとに9 それらの高伎を卒業した男子生徒のうち長野県およ

び三大都市聞に居住する者を無作為に袖出し，調査察廊送によるアンケート調査を行った。約 6.000通の調査票

を発送し， J.631通(27.2%)が返送された。調査の詳細については，江崎ほか(1999).川口(宮000)を参照。江崎

雄治・荒井良総・川口太郎(1999):r人口選前現象の実態とその婆因 長野県出身男性を例にJ.r J也嬰学評

鵠.!I.72-10. 645・667噂川|ロ太郎(2000): r大都市聞における地方出身者の住居移動J.r明治大学人文科学研
究所紀要.n<印刷中)。
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は大都市圏内における住居移動の特徴を明らか1こすることにめるが，最大の特徴l立住居移動のt上!

発点で対象者を捕捉しs 住居経l廷に関する住居経歴の終点が悶定されていない，いわば発地分

欲的な住居経歴データにもとづいて分析を試みることにあるコそのl校長野県を事例とする地方出

身者を対象としたのは，冒頭て'述べたように地方出身者の流入が大都市閣とくに郊外地域の発達

t不可分に結びついていると惑解するからであり，さらには，高校を卒業して地元に後る者・大都市

八流出していった者.大学を卒業して地元に帰ってきた者・転職して地元に帰ってきた者，そして

大都市に住み着いた者など多様な対象を惣定でき，その中で大都市国後留者の(主1&移動を相対

化するニとができると考えるからであるa また. 1966~68 年の卒業生に注目したのは，ちょうどこの世

代が第 1 次ベビーブーム世代 (1947~49 年生まれ)に相当し，高度町立長期における大都市への

大量人口移動のー撲を担ったからでありF また.!見A(1995年)40歳代後半を迎え，地理的・社会

的移動もほぼ絡ち着いた頃と思われるからである日).

2-3結婚後の住居移動

アンケートで収集したサンプルは，高校卒業後の進路(就職・進学)および初職時と現在の居住

地(長野県内 ・県外)に注目して， 4つの移動パターンに分類できる。その第 Iは，高校卒業後ある

いは県内の大学等を卒業したのち県内に就職し.現在も県内に居住している者である。すなわち

職住に関しこれまで一度も県外に出たことがない人であり r県内定住者Jと称することにする。第2.

第 3のパターンは，高校卒業後いちど県外に他出してその後帰県し，以後県内にとどまるケースで

あり，そのうち県外の大学を卒業後就職に際して帰燥した者をf学卒Uターン者J.初戦をw<外で得

てその後帰県した者を「転職Uターン者」と称することにする。第 4は，高校卒業後.進学・就職で

県外に他i士sし，そのまま県外にとどまっているケースであり f県外残叡者」と称する。以上の分類に

したがうと，アンケートにより得られた 1 ，63 1 サンプノレは，県内定住者 (306 例 • l8.8%)，学卒Uター

ン者(443例，27.2%に転職Uターン者 (338例.20.7%) 県外残留者 (542例.33.2%)，および

いずれにも同定できなかった 2例に分類することができる。

そのうち「県外残留Jと同定されたサンプルは 542ある。そのなかでさらに，東京通勤闘を念頭に

おき，東京駅を中心におおむね 70km閣に居住するJt!t!Z昏世帯 468サンプルを「東京間在住者Jと

称することにする。一方 f学卒UターンJと「県内定住jをあわせた既熔世帯は 727伊jあるが，これ

らは結熔して以降，基本的には長!llJ県に定住しているので，これを「長野県在住者Jと称することに

する。木章では，まず，このように定義した東京圏在住者の住居移動について，長野県在住者と比

較対照しながら，その特徴を明らかにしていくことにする。

"なお，この調査のザンプリングが高校の間態会名簿I~依拠していることは前述のとおりである。 今日では高校へ
の進学率はほぼ 100%に遣しているが，当時，長野県男子の高校進学率は文部省『学校A本調査』によると 72帆

(1965年3月中学卒業生)であり，したがって高卒者を対象とするこのアンケートでは，同世代のがn富11が除外

れていることになる。また，アンケート回答者 1.631人のうち.大学・短大・専門学技などの上級学技iこ進学した者

は 1，288人でありg 進学率は 79%1こ逮するs同様に『学校基本調査」から長野県の 1968年3月高校卒業生の進

路をみると.~昭子卒業生の 63%が就職し。上級学校への進学を希望したものは 330/0にすぎない.したがってζの
アンケート調査の標本は，高校卒業生ということで当該年断喰1凶の 72怖が対象とされ，さらに全県では 33切にす

ぎない進学率がこの標本集団では 79%に透している. それゆえ，学!~という点でみれば長野県における当該年齢
集団の商学医局約 3剖を対象としていることに留意する必要がある。
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2-3-' 住居移動の回数

今日では東京建i在住者の 83%.長野県在住者の 95%が「持家Jに住んて'いる。しかし結婚した

時点では，東京閣在住者の 73%が借家住まいて・あったのに対し，長野県在住者の借家主ドIt37% 

で，貌の家への同居が 56切に透していた3 またI 長野県在住者は今日でも緩から継承した{主庖lこ

住む割合が 66%に逮ーしている。すなわち，東京悶在住F者の多くがこ人だuーの新居で文字通り新生

活のスタートを切り，自らの喜子を託したマイホームの取得に向けて住居の遍歴を始めたのに対l.長

野県在住者の住居遍涯には実家の存在や(貌との)同居がi登択肢のひとつとして常lこ念頭におか

れ，あるいはそれを前提にしなければならないような状況にあった。

こうした住居酒歴の遣いは結締後現症に至るまでの住居移動の図長女に反映されている、東京圏

在住者の{主居移動の回数は平均 1.68図.1 ~2 回の移動があわせて 62%を占めてU唱。 これに

対して長野県在住者の移動回数の平勾は 1.03回.O~ l 図の移動が 72%を占め，移動回数が 0，

すなわち結締以降そのまま住み続けている例が 47%に透している叫。大まかにいえば，長野県夜

住者の住居移動の回数は東京圏在住者に比べて i 回ほど少ないということになる。ちなみに東京

都江東区居住者を対象に行った調査吋では平均砂羽J回数が 1.11回，椅玉県川越市川では 1.52

回， ji奇玉県越谷市川では 1.49回であった。東京下町の江東区居住者は長野県在住者と同級に

平均移動回数が 1回強であり，一方，大都市岡郊外の住宅地である川是正市や越谷市の居住者は

1.5~ 1.6回程度で，長野県出身の東京圏在住者の移動回数とほぼ同じである。下町居住者と地

方圏居住者の移動回数がほぼ等しいのは，いずれも地元に般ざした定着庖が多く，そのため実家

の存在が住居移動の遍歴に大きく作用しているためであり，下町が「者11市村結Jと称される礎的の

一端を示してしも，そうした地元定着志向の強い地域に比べれば，流入層が多数を占める郊外住

宅地居住者の移動回数には明瞭な差があり，まさしく長野県からの流入居である東京圏在住者も

問機の特徴を示す。ただしかし，ここで強調しておきたいことは，地方図と大都市圏，長野県居住

者と東京臨居住者の住居移動回数に差があるとし、っても，それはせいぜい l回ほど後者の回数が

多いに過ぎないことである。地縁血縁に拘束されない大都市岡居住者は，より流動的で頻繁に移

動を繰り返しているというイメージがあるが，結婚後の住居移動に駁っていえば，そして平均値の議

論に限定すれば，現実にはそれほと‘遣いがないことを留意しておきたい。

住居移動の回数が多い多重移動者はほとんどが転勤lこともなう移動を行った世帯Fである。この

誠査では移動のJA由を直後質問していないため，勤務地の移動が明示dれていたり移動先で給

"国土庁が 1986年に実施した人口移動実態調査によると，全国の主主Eな都市圏に在住する 20-74歳の修動

経験者の平均移動回数は 3. 0 聞である {国土庁苦I-I面調猿局『我が困の人口 移動の7f態~， 1995 t向。この数字

は尚生時から制査l時までに転居した経験がある者の平均であり，問調査やその他の調査でも生涯移動車{転居に

じる移動を経験した者の割合)は 75%前後であるので， 移動回数 Oの割合が 25怖いるとして開計算すると，全人

口を対象とした平均移動回数は 2.2回程度になる。さらにこの数字は出生時からの移動回数であり，世耕J分断に

よりもっとも移動する可能性が甫1い結時にともなう移動が含まれているので，結路径の住居移動に限定寸れば，そ

の回数が長野県 1.03回，東京間 1.68図というのは，おおむね妥当な数字であると忠われる.

" 1995年1月，東京都江東区門前仲町周辺に居住する202i住都を対象に7f版。回答者{夫)の平均年齢は54.6

議。詳細は，文部省科学研究費補助金{一般研究 C)研究成果報告書(研究代表者)11口太郎); r活動空間と意

織空間からみた生活空間の分類体系化~， 1997年参照

1$ 1990年 10月および 92年 11月，埼玉県川辺市内 7地区に居住する 321世併を対象に実施2 回答者(夫)の

平均年齢は47.0歳.詳細は川口 (1997).前出 9)参照司

"1993年9月，埼玉県越谷市において60歳以上の高齢者を世妨主とする223世併を対象に実施，回答者{夫)

の平同年齢は 66.2続e詳細はμ|口(1997).前出 10)参!!<<・-
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与住宅{こ入居していることなどから捻測すると移動数が 4回以上の事例は東京臨往住者ーで-il

有;J長野県在住者で 45j~Jあるが，そのうち東京圏在住者の 34 例 (83%) ，長野県在住者の-i-i {9iJ 

(98%)が転まめによる移動をともなっているお滋谷市での調査川に主ると，住居移動の理由で最も多

いのは良好な居住条件を求めた移動てユあり， 74%の世帯がそうした理体1による移動を経験するが 9

3回以上の住居移動を行った世帯では，この居住条件の改蒋とならんで仕事関係の理由をあげる

ものが 75%に達しているs つまり，多くの場合結~It後の住居移動はせu 、ぜし、 1 ~2 回とし、ったところ

であるが，転勤を経験することによりその回数が治加していくのであるs

2-3-2家族段階と住居移動

住居の移動は転勤・転職，家族との同居 ・別居a 災害や立ち退きなどなどさまぎまな要凶によっ

てもたらされるが，そのうち都市内における世帯単位の住居移動は，とりわけ家侠段階{アァミリース

テージ)18)の発達に応じた家族の住宅ニーズとその応能力によって説明される。寸なわち，家族の

緋成員が阿倍加し成長するとともに，より広い住居や良好な子育て凝与主力、求められ，逆に家族が縮

小するようになると，生活の利便性や福祉環境が求められるようになる。同時に，年功序列の賃金

体系にあるわが国の労働環与をにおいては，年齢の上昇に応じて家賃負担能力や住宅ローンの負

担力が潟加し，逆に返済年i授の制約からローンを組む年防層もある程度決定されてくる。突然に

発生する外生的要因には側人主主が大きいものの，加齢や家族発ili'?にもとづいた内生的要閣であ

る家族段階は，多くの人k に共通する普通的な要因としてとりあげることができる。

ここでは結婚以降のステージを夫婦や子供の年齢をもとに 4段階に設定した(図表 2-4)。平供

の有無や成長は一般的な家政世帯にとって.日常生活あるいは将来的な生活設計を待感するう

えでかなり大きな位置を占めているからである。そこでまず， 第 l 子誕生前の新年 (20~ 30 歳代)

夫婦を「形成期」とし，以後末子の年齢に応じて分類を行い， 末子が 5歳以下の「拡大j羽J.>伝子

が義務教育年齢 (6~14 歳 ) にある「安定期 J ，末子が高校生 ( 1 5 歳 ) 以上の 「成熟期」に分けてい

った。紘一絡を経て新しい家族を築きあげていこうとする「形成期(夫の平均年齢'''30.6歳)J.子供

図表2-4ファミリーステージの定義

ステージ ステージの定義
夫の年前市

続四 平均年齢

形成期 夫婦のいずれもが39歳以下，子供なし n~39歳 30:6 
拡大期 末子5歳以下 24 ~47歳 33.2 

安定期
末子 6~ 14歳，子供がいない場合は夫

30~50歳 40.6 
婦のいずれかが40議代

成熟期 末子 15~23稼 ， 子供カ旬、ない場合はデ、 4 1 ~49歳
婦のいずれかが50歳代 45.6 

すべての住居移動の発生時点の旦テ」ジを夫婦や子供の年怖から同定し，それを集
計して各ユテージの平均年齢などを求めた.なお，結婚の平均年齢は28.2織である。

" JllI出 16)0

"欧米では， family life.cycle stageもしくは Iifc-cyclcSlagc of houscholdの用語が使われるζとが多いが，日本
語として使いづらいので家抜段階 [amilysrageと称することにする。その目的は家族の発遣を段陪分けすることで

あるが，たんに構成員の生物学的成長だけでなく，世櫛の収入の地)mや社会的地位の上昇などの概念も含意し
ている。
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図表2-5ファミリーステージ別の移動世帯率と移動数4構成

移動世幣 移動数
東京|盟在住者 長野県在住者 東京間fE住者 長野県在住者

移動 該当 移動 移動 絞当 移動
世帯数世術数世帯率 世帯E数世市教 I制作率

総数 468 727 773 100.0% 750 100.0% 
形成期 73 468 15.6% 56 727 7.7% 90 11.6% 72 9.6% 
鉱大JOI 309 468 66.0% 327 727 45.0% 485 62.7% 486 64.8% 
安定期 135 452 29.9% 129 698 18.5% 169 11.9% 172 22.9% 
成熟期 20 186 10.8% 11 293 3.8% 22 2.8% 13 l.7q号
不明 7 0.9% 7 0.9% 

(アンケート調査より集計)

が産まれて家族が増加し同時に育児に忙殺されるようになる「拡大期(1百J33.2歳)J，家族数の地

加が終わり子供の成長によって家主主として定常的な形態が確立する「安定期(同 40.6歳)].そし

て子脊てから解放されるとともに側々の家主主が自立し始める「成熟期(同 45.6歳)Jというようになる内

このようにして設定したステージごとに，その拶1I習に少なくとも 1回以上住居移動を行った1:¥):.，惜の

割合(移動世帯率)を求めると(図表 2-5)，東京圏在住者，長野県在住者ともに，30議代前半の

拡大期に移動世帯率がピークに達し，それぞれ 66%，45%の世帯が住居移動を経験している。ま

た，江東区や川越市，量産谷市での捌査事伊jでも，拡大潮に移動世帯率が最大となる傾向は共通

ずる。東京圏在住者と長野県ヂE住者を比較すると，長野県では1回も移動しない世帯が多いため

各ステージごとの移動性信率は少ない。しかし，住居移動の発生総数lこ対するステージごとの構成

比をみると，東京国，長野県ともに拡大織の発生率が 6割強に達し，次いで安定期に 2苦IJ強の移

動が発生する。住居移動を行わない世情があるためステージごとの移動性幣率は兵なるものの，実

際に発生した住居移動については，その時期はほとんど閉じなのであるe

1990年の国勢調査では 5年前の常住地を質問しており， 90年調査時点の常住地との相違から

5 &手間の移動率を計算することができる。それにより移動率を年齢別にみた場合，もっとも移動E容が

高いのは お~29 歳の 54.4%であり，ついで 30~34 歳の 46.8% ， 20~24 歳の 4 1. 0%と続く。 その

うち 20歳代前半の移動は都道府県間の長距隊移動に特徴があり，それに対して結婚後のl針作

移動に多くみられる市区町村問やfl;-区町村内の移動は 20歳代後半から 30歳代前半にかけてピ

ークをもっ。このことは 30歳代前半という拡大邦]に移動率がピータを持つことと符合しており，ちょう

ど子供が生まれ，幼稚悶児・小学生へと育ってb、くこのi時期に家族の鉱大・成長にともなう居住段

境へのニーズが発生し，住居移動の大きな誘因となっていることを十分袋づけるものである。

それでは，それぞれのステージごとの住居移動にはどのような特徴がみられるだろうか。その日Iiに

まず，全ての住居移動における住居形態の変化をみてみよう(図表 2-6)。東京凶在住者の総拶!f9J
I';l: 773例あるがJ そのうち給与住宅の住み替え(132例)がもっとも多く，ついて・賃貸住宅の住み幸子

え(97例)が続く。給与住宅や賃貸住宅の住み替えは長野県在住者にも多くみられ，長野県在住

者の総移動 750例に対し，給与住宅の住み替えは Jl2例，賃貸住宅の住み待えは 54例ある。給

与住宅や賃貸住宅の住み替え，それに給与住宅と賃貸住宅問の移動を含めたこれら他家間の移

"このアンケートで得られた全サンプノレについて，それぞれの住居移動が発生した附占の夫婦や子供の年齢から
λテージを同定L，夫の平均平品作を算出した。
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長野県在住者

図表2-6 住居形態の変化(総移動)

移動設がIO以下は省略してある。 01立住み容えを示す.

r]i)Jは，東京圏在住者て'総移動の 37%(287伊1)，長野県在住者で 30% (228例)を占めている。

こうした借家聞の移動に次いで多いのは，東京圏在住者では，賃貸住宅や給与住宅から集合

住宅や戸主主住宅などの持家を取得する移動であり，集合・戸建あわせた持家取得のための移動は

37% (282例)金占めている。それに対して長野県在住者は，借家から持家への移動は l7%(13l

{掛けしかなく，そのかわりに借家から実家に移って同居する移動がお%(212例)と卓越している。

東京圏在住者で借家から移動して親の家(実際は妥の実家)に同居する例は 26例しかないので，

長野県在住者の住居移動にとって実家の存在がきわめて大きいことが改めて示される。一方，集

合住宅や戸建住宅などの持家居住者あるいは実家での同居者が，さらに)JIJの持家を求めて移動

(持主主の二次取得)する事例は，東京圏在住者では 107例 (13.8%)あるものの，長野県在住者は

47例 (6.3%)しかない。東京簡在住者には，いったん持家を取得した後もさらによりよい住居合求

める移動がみられ，それは今後年齢を増すこ'とに増加する可能性があるのに対し，長野県在住者

は，持家となるのが実家であるがゆえに，その後の移動は停滞することになる，

結局，東京圏在住者の住居移動においては，給与住宅と賃貸住宅をあわせた借家間の移動

(37.1%)，借家から集合住宅と戸建住宅をあわせた持家への移動 (36.5%)が卓越し，それに持家

間の移動 (1].4%)を加えた 3種類の移動で全移動の 86%を占めている。このように借家附，借家

から持家，持家聞の移動が車越する綴子は川越市や越谷市での調資事例でも認められ，これら 3

磁の移動が全体に占める割合は， )11越市では 86%，越谷市では 79%を占めている。一方，長野

県在住者の住居移動は，借家間の移動 (30ι%)，借家から持家への移動 (17.5%)に加えて借家

から同居(28.3%に 同居から借家 (13.6%)というように同居を含む移動があるのが特徴であり，あわ

せて 42%の移動が同居を介する移動となっているa
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長野県在住者

形成期

安定期

成熟期
E 
。見 20% 40% 60% 80~ 10喝、

東京臨在住者

鉱大期

安定期

成熟期

。% 2明 40% 60% 80% 100% 

図表2-7 住居形態変化のステージ}lIJ機成

図借家・借家置借家→持家口持家→持家ロその他

それぞれのステージこ・とに住居形態の変化をみると(図表 2-7)，長野県在住者，東京閥復住者

ともに，借家聞の移動が形成期や拡大j割に相当する 20~30 歳代の若年世帯では 4 御!を占めて
いるが，その後その割合は減少していく。それに代わって東京閤て'は借家から持家への移動すな

わち持家の取得を目的とした移動が，長野県では借家から貌家への移動すなわち実家での同居

を目的とした移動が発生してし、くが，親の家もゆくゆくは相続して自己所有になるものとすればい

ずれlこしても持家取得のための移動とみなすことがで・きょう。さらに東京圏では，40歳代の安定期

や成熟期になると持家間の移動すなわち持家の二次取得がみられるようになる。結局，東京鴎で

はステージの変化にともなって借家から持家さらには持家の二次取得といった住居適l壁が典型とし

て認められ，持家の獲得をゴーノレに一歩ずつステップアップするI住宅双六Jlの般相をみることがで

きる。一方長野県では親の家にそのまま同居するか，もしくは給路当初は借家にいてもb、ずれは同

居するとし、ったi扇涯を典型とすることができ，実家の継承が住居遍歴のほとんどすべてであるといっ

たことが想起される。なお，こうした傾向のなかにあって持家(貌家)から借家への移動は逆の方向

性を示すものといえるが，東京圏在住者，長野県在住者ともにこのような;!I'移動のほとんどは転勤
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によるむのであり.その多くはもとに家にい寸'れ反っている。

2.3・3持家の取得

既婚世帯のうち実家の惚絞を含めて波長Eまでに持家を取得している世待は，東京関在住者で

3ヲ7世帯，長野県在住者で 696世帯あり，それぞれ取得率は 85%，96%である。結婚ーの時点で持

家(同居t3含む)に居住する世，貯は，東京圏在住者では 79世帯H持家世帯の 20%)，長野!f.J-T.E 
住者では 373世帯(同 54%)あるが(図表 2-8)，そのうち東京函の 19世#;:(24%)と長野県の 342

世帯 (92%)は観の家への同居である。したがって長野県在住者の場合， !見帰tlJ:併のうち 47%が

笑家に嫁を迎え，そこでその後の結婚生活を全うしていることになる。

結錯した後に持家を取得した段構は東京圏在住者では 318世帯めるが，そのうちの 66%，持家

1止，貯金体の 53%を占める 209I並骨子は拡大期に取得したものである一方長野県では結婚後の取

得世帯は 323世帯あるが，同僚に拡大WJの取得が多く，全体の 31%を占めるo長野県では結婦と

同時に持家を取得するケースが過半を占めているが T そうでなければ 30歳代前半の拡大期に持

家の取得がなされ.東京閣においても拡大期の取得が過半を占めてb喝 。先にいずれの地主主でも

拡大邦!の住居移動が最も活発であることを指摘したが，その多くが持家取得のための移動であるこ

とが判明する。拡大身lまでに持家を取得した位指の割合は東京圏で 68%，長野県では 74<}6に達

し，初取得の年齢は東京圏 33，6歳，長野県 31.7設であるが.結婚時の取得を除くとそれぞれ 34.3

歳，35.7歳となり，それほど変わらない。ちなみに住宅金融公I車融資利用者調査 (1985年度)によ

ると，融資利用者の平均年齢(全国)は，建売住宅購入融資利用者が 38.4歳，マンーンョン購入融

資利用者が 37.1歳である。 本調査では，東京圏在住の戸建住宅取得者の平均年齢が 34.7歳，

集合住宅取得者が 33.8歳であるが，公庫融資の場合，二次取得者も含ま土しているので若干年申告

が高くなることを考慮 すると，本研究で対象としているベビーブームIl!:代にとっては 30歳代半ばこ

ろに持家を取得するのが平均的な姿であったとし、うことになる。

図表2-8 持家・の取得

東J孔顕在住者 長野県在住者

持家取得世帯数 397 100.0% 696 100.0% 
結婚時に取得世帯 79 19.9% 373 53.6% 
結婚後L取得世帯 318 80.1% 323 46.4% 

形成JVJに取得 41 10.3% 2-2 3.2% 
拡大期に取得 209 52.6% 214 30.79も
安定期に取得 58 14.6% 81 11.6% 
成熟期に取得 6 1.5% 4 0.6% 
不明 4 1.0% z 0.3% 

持家取得の平均年齢 33.6議 31.7歳
同 (結妨11寺の取得を除く) 34.3歳 35.7議

取得後の移動世帯 110 27.7% 57 8.2% 
取得首iiの平均トリyプ数 1.43 1.01 
取得後の平均卜Mップ数 0.38 0.19 

持家の一次取得世帯 96 24.2% 6 0.9% 
二次取得の平均年齢 38.4綴 41.8歳

-貌の家への同居を含む
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持家の取得後にさらに住居移動を行った世帯?の害IJ合は，東京圏(E住者 28lX"長野県在住者ー

%と大きく低下するaまた.世帯?あたりの平均移動数も東京闘では取得前の1.43回から取得後!土

0.38回に，長野県では 1.01JoliJも 0.19固に大きく低下し，したがって持家の取得が住居移動の

大きな転換点になっていることが確認される。東京臨在住者の土品合T 持家取得後の移動1土持家間

の移動すなわち持家の二次取得が卓越し，取得後の全移動の 59%を占める。また， j守家取得世

帯の 22%にあたる 88世併が二次取得を行っており，二次取得の平淘年申告は 38.4歳である一

次取得の平均年申告が 33 . 6 歳であることから，持家を最初に取得して 4~5 年経過したのち新たな

持家への住み替えが発生することになる。一方長野県在住者は，親家から借家ーへ，借家から貌家

人の移動がほぼ同数あり，これは同一世械が転勤のため一時的に借家住まいをしたものであるが，

これ以外の移動はほとんどないとu、ってよい。したがって長野県では，実家への定者により住居移

動の遍歴は終わりを告げ，転勤などの強制的な移動を除いてはほとんど却jきがなくなる。

総じて.w-京圏在住者と長野県在住者では，長野県夜住者が比較的平くに持家を取得し.それ

から 2~3 年遅れて東京臨在住者の持家取得が始まるとu、うものの，両者とも 40 歳になるまでには

持家主容が 80%を超えるλ1<準に達する(図表 2-9) ロ この 2~3 年のタイムラグというのは，まさにその

問に東京圏在住者が住居移動を1回余計に行うことに他ならず，あるいはその税度の途いしかない

とL、うことである。そして持家を取得した後，長野県在住者はそれが実家でもあるとb、うこともありそ

のまま定法するのがほとんどであるのに対し，東京圏在住者のなかには，集合住宅の居住者を中

心に持家の二次取得に向けた移動がみられる点に違いが認められる。この前査のサンプル世代が

伴家の取得に向かう 30綴代前半の時期はちょうど 1980年代の前半に相当し， j出品10も安定してい

て比較的住宅の取得が容易であり，さらに二次取得を行う 80年代後半はバブノレにより住宅価絡

が高騰し，従前の住居を原資に買い後えが容易であった可能性はあるが，持家の獲得を目棋とし，

その実現によって住居遍歴が終わワを告げる線十日は，地域を越えて認めることができる，
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図表2-9持家の取得数(左軸〕と累積取得率(右軸)の推移
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2-4 東京圏における住居移動

2-4-' 居住地分布の変化

前章で定義した 468人の東京幽花住右について，結路E日iiの独身時代，給路直後の新妨l時

代，そして現在の居住地の分布を住居形態別に示したのが図表 2-10である。なお，ここで対象と

寸る東京圏在住者のなかには，独身時代あるいは新QIT!時代を必ずしも東京凶内で過ごしていない

場合もあるので，分布図に示されているサンプル数は給婿前が 335骨;l，給自w後が 376例であるa

tcお，東京圏在住者lこは親の家(実家)に同居するケースは少ないので，自己所有の持家と親の

家を区別せずlZ両者をあわせて持家lこ一指しである。

それぞれの分布図を比較すると，住居形態が借家中心から持家中心に変化するとともに，東京

都や神奈川県方面に集中していた居住地が郊外の全域に拡散し，とくに崎玉県から千栄県方面

の分布が顕治:に増加している級子が見てとれる。すなわち居住地の鉱i放・外縁化と1時計四り方向

への移動が示唆される。そこでこのことを定説的に示すため，各市区町村の役場所在地の座棋を

国土数値情報のデータから得て，都心(東京訳)とそれぞれの市区町村を結ぶ直線の距離(都心

距隊と称するにおよびその直線が磁北となす角度(方位角と称する)を求めた。

図表 2-10結婚前.結婚後.現在の住居の分布
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居住地の者11心距隣の4品目立を距向性帯別にみると(図表 2-11)，結婚HiH土 10km閣と 20km閣に集

中し， 1王ぽ東京都¥区部の範囲に相当寸る 20kUl圏内に住む割合が過半 (57%)を占めていたのが，

Pの後その比率が減少して次第に分布が外縁他してして儀子が読みとれる。ちなみに都心距離の

平均は側前の居住地が 20.4kDl，結婚後が 22.4km，そして現在が 26.6kmであるまた，現在

の住居について住居形態別に都心距離の距磁f特別総会成を示すと(図表 2-12)，20 km圏が分市の

中心となる賃貸住宅(平上旬 21.7km)および集合住宅 (22.2km)ι 40 km闘を中心iこ分布寸る戸建

住宅 (30.4km)の聞には大きな差が認められるe集合持家住宅すなわち分議7ンションの路高官俗構

成IJ:賃貸住宅のそれときわめて似ており，また，賃貸住宅や集合住宅の分布lよ給路前や結崎直

後の居住地の分;{Iiとそれ程変わっていない。したがって，ここで対象とする世併の多くが 80年代

後半の地価高騰矧の針!Hこ持家を取符していたことを考舷ナる必要があるが，大都市閣における住

宅地の外縁化は主として戸建住宅の郊外立地によってもたらされたとL、えよう。

図表2-11 居住地の距離帯頻度分布

40" 
図結婚前 回結婚後ロ現在

30首

20首

10% 

。，‘
10岡市圏 20km圏 30km盤 40km圏印刷圏印刷圏 70km圏

図表2-12現在の住居の形態別距離帯頻度分布

40" 

国賃貸 回集合ロ戸建
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0% 灘」占鴎[]← -=-..
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図表2-13居住地の角度帯
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一方，居住地の方位角からその角度帯構成をみると(図表 2-13)，結熔断lや結締直後には尚南

西方向すなわち東海道線方面と西方向すなわち中央線方留に突出していたのが，現在ではその

比率を減少させ，崎玉県や千葉県方面にも分布するようになっている。その意味では分布図の比

較から見てとったような時計四りの移動を裏づけるものである。しかしながら，総じて関越道から東海

道にかけて東京臨の商よりに居住地が集中する傾向は依然として強く，これは彼らの出身地である

長野県との位置関係が影響していることを示唆する。後述するように，転勤なとJ外生的要因による

住居移動を除くと，その移動範i濁は存外に狭いものである。そうすると長い年月の問に住居移動を

重ねていったとしても，最初に定若した場所からそれ程遠くない場所lこ最終的に務ち若くことになり，

大都市圏内のどこに最初]の拠点を構えたかということが重要になってくるといえないだろうか。

2-4-2住居移動の空間的特徴

468人の東京圏在住者が，結婚後に行った住居移動の総数は 773例ある。このうち，移動の起

終点の場所や住居形態に関する情報が不明の移動 (43伊1))，および東京圏外を発着地のL、ずれ

かとする移動 (210例)を除くと 520伊lになる。ここではa 東京脳内で完結する上記 520例 (342Ilt 

帯)の住居移動を分析の対象とし，その空間的特徴を明らかlこしてし、く。なお，この 520の移動の

内訳をみると，借家間の移動が 25%(東京圏在住者の総移動では 37%に借家から持家への移

動が 52%(1司 40%)，持家間の移動が 20%(同 14%)というように，持家を起終点とする移動の術

成比がi向くなる。これは，東京〔閣外との流出入を除外したため，賃貸住宅や給与住宅などの借家

を経由することの多い転勤移動が省かれるためである。しかしながら，先にその重要性を街摘した

持家取得にまつわる移動についてはほとんど数の変化はなく，したがって分析上の問題点はないと

思われる。

住居移動の長さ 2地点問の住居移動の起点、と終点を絡んだ直線の長さを移illJJiie隊と

斡することにする。移動距離の綴度分布をみると(図表 2-14)，移動総数の 28%が移動iie隊 0，す

なわち自市区町村内の移動で占められている'0)。以下では自市区町村内および移動距隊 5klD以

加このことに関しては，被浜市や川崎市，千議市など政令指定者fs市で区単位の発着データが得られなかった前

査上の問題も寄与している可能性がある。これら 3市の自市内移動をあわせると 51あり 自前区町村内の移動総

数 147の35%を占める.もしこの全部が市内他区への移動として杷慰されていれば自市区町村内の移動数は
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図表2-14 住居移動の移動距離の鎖度分布(左軸)
と累積頻度(右軸)
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下の移動をf近隣移動jと称することにするが，その数は 182，移動総数の35%を占めているaまた，

10 km以下の移動で 49%，20km以下の移動で 69%，30 km以内の移動で 81%を占め，すべての

移動の平均距隊は 16.0km (自市区町村内移動を除くと 22.3km)，中央値は 10.8ktnである都心

から 40km， 50 kmとしづ広がりを持つ大都市鴎の大きさに比べると，1回 l回の住居移動の長さは

思いのほか短い。

平政J移動距出世を住居形態見uにみると(図表 2-15)，給与伎宅を発着地に含む移動の平均距隊

1-;1: 20 kmを超え，賃貸住宅や戸主主・集合住宅全発えまとする移動距離の平均が 15km前後，総移動

の平均が 16凶であるのに比べて有意に大きい。まに東京圏内において 50km以上の住居移動

を行った事例は 22世帯 29例あるが，そのうち 8世帯 13例は明らかに転勤にともなう移動てeある。

給与住宅を含む移動の多くが転勤による移動であることはいうまでもなく，その居住地の選択は本

人や家族の自発的な意志とは別に外生的に生じる場合がほとんどである。したがってその住居移

動に空間的な規則性を見いだそうとするのは困難である。520例の住居移動のうち，給与住宅を発

地または務地とする移動は 170例 (32.7%)あり，その社会的意味は少なからぬものがあるが，その

取扱はその他の移動と異なることを考慮する必要がある。

図表2-15 住居形態の変化別移動数(左繍)平陶移動距離(右欄)

前¥後 l i控 』ヨ. 干守管 戸僅 首主台 総計

給与

賃貸

戸建 44 15.lkm 

集合 73 14.5km 

総計 16.0km 

96となり，その移動総数に占める'剖合は 18帖に低下する。しかしそうだとしても， 依然として自市区町村内の移動

はI量鏡値を示し，近隣への移動が卓怨することには変わりがない.
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図表2ー16着地別にみた発地の方位角

住居移動の方位 今日のように過大化した都市闘では，都市圏内を相互に結ぶ交通路

の重要性が増し，とりわけ都心と郊外を結ぶ放射状の交通路による影響は大きい。したがって，住

居移動のみならず日常の行動も含めて p 放射状の交通路に沿ったセクター状の行動図が顕著に

みられることが一般に指摘されている。そこでこのことを篠認するため，郊外を策責II(千業県および

茨城県南部)，南郊(神奈川県)，西郊(東京都市郡部)，北郊(崎玉県)の 4つに分け，その 4つ

の地区を着地とする住居移動の発地が都心からみてどのような方角にあるのかを示した(図表 2-

[6)。北郊を着地とする移劾の発地は北北西の方面に集中し，関係に西郊は商，南郊は南南凶，

E拒郊は東南東と北北西というように，それぞれ関越道，中央道，東海道，湾岸道，常費雪道などに沿

ったセクター状の移動l麹が鮮明に浮かび上がる。

これをもう少し一般化するため，移動の発地の方位角(昔I1心とそれぞれの地点を結んだ直線が{倍率

北となす角度)と着地の方位角の差を「偏{奇fllJと称することにする(図表 2・17)。かりに都心と発地

N 
/ 

都心

図表会17住居移動の空間指標

一〉ーご一一一一一一一三 二二三
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図表2-18住居移動偏{奇角の頻度分布
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の延長線上に沼地があるとすればその偏街角は oになるから，偏街角とは都心と発地を結ぶ直線

に対して着地の方角がどの程度ずれているかを示したものて'あり，発地に対して着地が時計四りの

位置にあれば 0~ 1 80 grの値をとり，反時計四りの位置にあれば O~- l80 i支の値をとるものとする。

そしてもし，この偏侍角が一定の範囲内に収束しているとすれば，セクター状の砂切IJ1習の存在が健

認されることになる。図表 2-18は偏侍角の頻度分布を示したものであるが，日度付近にきわめて集

中している。520の総移動に対し土 15度以内の偏イ奇角を持つ移動は 287あり.55%を占める。す

なわち住居移動の半数以上は都心を中心として 30度の1協を持つ扇形の範囲内に収まっており 7

セクター状の移動閤，さらにいえば沿線別の移動図が存在しているといってもよいくらいである。以

Fではこの土15度以内の偏街角を持つ移動を「セクター移動Jと称するよ二とにする。

住居移動の方向 大都市閣の拡大にともなって住宅地は外縁化していく。先述したように

持家の取得が住居遍歴のひとつのゴールであるとするならば，通常，住宅とくに戸建住宅のl説得は

郊外に行くほど容易であるから，外向きの開催心移動が卓越するはずである。そこでこのことを確認す

るために，都心と移動の起点を結んだ直線に対して移動の起終点を結んだ直線がなす角度を「方

向角」と称し(図表 2-17参照).方向角の大きさによって砂野Jの向きを示すことにする。方向角は発

地に対して器地が時計四りの位置にあれば O~ 1 80 度のイ直をとり ， 反時計四りの位置にあれば O~

-180度の値をとるものとするが，方向角の絶対値が小さければ隣心方向の移動を，絶対値が大き

ければ求心方向の移動を示すことになるe

図表 2-19は方向角の頻度分布を示したものである。なお，自市区l町村内の移動を含む 5km以

下の移動は先に近隣移動と定義したが，こうした近距再生の移動に方向性を見いだしても意味はな

いので除いてある。方向角の頻度分布は日度を中心とする者s心に対して外向きの移動lこ卓越する

ことはなく，むしろ方向角 180lJrを中心とするような都心方向に向かう移動のほうが多くみられる。

移動の方向が都心と起点を結ぶ直線上に収束することは，先に指摘したセクター砂却Jの卓越を裏

づけるものであるが，しかしその方向は必ずしも離心方向に偏っているわけではないのである。モニ

で.(吏宜的ではあるが，近隣移iltJJを除く住居移動のうち，方向角の絶対値が 60度以下の移動を

I目E心移動Jと称することにする。また，方向角の絶対値が 150-180度の移動をとりあえず都心方

一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一1
」圃薗薗量薗晶・~
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図表会19住居移動の方向角の頻度分布

{近隣移動を除く)

向に向かう移動とするが，そのなかには都心を通り越して反対側のセクターに移動することもあるの

で，都心から移動の起点までの距離よりも移動距雛のほうが 5km以上長いのものをf綴断移動1.

それ以外を「求心移動」と称することにする。5kmの余裕を持たせたのは，都心から 5km閣の範聞

に相当する都心 8区を一体としてみなしたためである。

以上のように分類していくと， 520の総移動のうち，近隣移動が 35%(182 例)，自世心移動が 20%

( 105例)，求心移動が 11%(55例)，横断移動が 11%(57例)，その他が 23%という鱗成になっ

た。多縫な方向への移動が存在し，外向きの移動のみが卓越するといった単純な情造ではないよ

うである。しかしながらそうすると，大都市閣における居住泊の外縁化をうまく説明することができな

い。そこで住居移動を住居形態の変化によって分類し，これまで述べてきたような移動の空間的類

型lこもとづいて，それぞれの特徴を詳しく検討することにする。

2-4-3住居形態変化からみた移動の特徴

図表 2-20は，住居形態の変化によって分類したそれぞれの住居移動について，その移動の空

間的諸特性会まとめたものである。ここに示した 6つの移動類型は，先にJ旨摘したように厨住地の

選択に際して外生的な要因が含まれることの多い給与住宅を発活地に含む移動と，十分なサンプ

ノレ数を確保できない(とu、うことはあまり 般的でない)移動を除いたものてエある。

まず.近隣移動に注目すると，全移動に占める近隣移動の苦1J合は 35%であるのに対し，賃貸か

らから戸建 (45.7%に 集合から戸建 (43.6%)，戸主主から戸辿 (5l.7%)といった戸建住宅をJar..地と

する移動で近隣移動の比率が高いことが自につく。このことは移動距隙の中央値に反映されており，

全移動の中央値が 10.8kmであるのに対して，賃貸から戸建への移[VJは 6.0klll，集合から戸感へ

の移動は 6.5km，戸建問の移動は 4.5kmになっている。すなわち，戸建住宅とし、うのは，j;主主苦から

の取得であっても持家からの買い換えであっても，比較的従前の居住地に近い範囲で探mされ，

そして選択されている可能性が高いのである21】。

"ちなみに戸建住宅の取得にあたって20km以上移動した例は37伊IJ(戸建住宅奇荘地とする 162例のうち 23崎j

あるが，そのうち 17例を占める 20km官の移動といえば，例えば，北IKから我孫チmへ，絞橋区から川亀E市や日



図表2-20 住居形態変化別の移動特性

総移動 賃貸→賃貸 賃貸一、:lI!合 集合 ・集合

合計 520 100.0% 63 lOO.O怖 79100.0% 30 100.0喝

近隣移動リ 182 35.0略 25 39.7% 26 32.9略 8 2o.7% 

セクター移動" 286 55.0事 41 65.1% 44 55.7鴨 17 56.7% 

~1f1心移動" l05 20.2% 18 28.6% 20 25.3% 自 26.7%

求心移動叫 55 10.6% 6 9.5% 10 12.7唖 3 10.0喝

f長官f移動叫 57 11.0% 6 9.5% 7 8.9% 4 13.3% 

その他の移動 121 23.3% 8 12.7% 16 20.3% 7 23.3喝

20km趨移動 162 31.2% 13 20.6% 19 24.1% 12 40.0% 

平均移動距隙 16.0km 11.9km 13.4km 16.3km 

移動距離中央値 10.8km 9.0km 12.lkm 13.61叩
l)r近憐静動Jとは，自市区町村内および移動距離5km以内の移動をさす.
2)[セクター移動jとは，偏fi"r角の絶対値が15度以下回移動をさす.
3)r離心移動Jとは。方向角田絶対値が60度以下の移動をさす.

賃貸-F~

94 100.0% 

4.1 45.7% 

62 66.0% 

19 20.2% 

5 5.3% 

7 7.4% 

20 21.3腎

25 26 . 6~も

l1.lkm 

6.0km 
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集合一・戸建 戸建→戸也

39 100.0% 29 100.0略

l7 43.6% 15 51.7% 

25 64.1% 20 69.0句

5 12.8% 3 10.3Qも

2 5..1% 6 20.7% 

:1 5.1% 3 10.3崎

13 33.3% '2 6.9略

7 17.9% 5 172% 

15.2k町 11. 7km 

6.5km 4.5km 

4)梓動向が150-....210度の都心方向h の移動のうち.移動陸艇が琵i色白都心随員住よりも5km以上長い移動を『構断移動J，それ以外を
『求心静動Iとする。

このように戸建住宅への移動はきわめて近隣に集中している。持家の二次取得の場合は比較的

年齢層が高くなるので，それまでに築いてきた地域での社会関係をそのまま維持しようとすると必然

的に近隣への移動が選択されることは十分考えられる。それに対して賃貸住宅から移る持家の一

次取得の場合でも近隣が選択されているということは意外でもある。しかしながら，戸建住宅の悩絡

は高にまた終の後家となる可能性が高いとすれば，その選択にあたり情報誌や広告，不動産業者

の推奨だけで即決することは少なく，何回も足を運び物件を十分に吟l床するのが通例である。だと

すればーそれまでにすでに馴染みがあり，よく知っている地域のなカ‘で選択が行われるのはそれなり

に合理的な判断であると解釈することができるだろう。

一方，同じ持家の取得であっても，集合住宅への移動は比較的長い移動を行うことになる。近隣

移動の比率は戸建住宅への移動が40%を超えていたのに対して.賃貸から集合への移動は 33%，

集合間lの移動は 27%である。また移動:re陶Eの中央値は賃士苦からの移動が 12.1km.災合からの移

動は 13.6kmであり，戸建住宅への移動が 5km強て・あったのに対して 2倍以上の差がある。さらに

近隣移動の比率とならんでセクター移動の割合も戸建住宅への移動と比べて大きく低下するeした

がって集合住宅への移動は，近隣を鐘えl 沿線を超えs 地域にしばられることなく自由に選択され

る傾向が戸建住宅に比べて強いといえよう。

一般に集合住宅l立規絡化されていることが多く，その広さや間取り，あるいは施工主や販売主を

みればだいたいの想像はっしまた7ン、ンョンや団地はそのなカ sで小平衡を構成するため近隣の

居住深境を必ずしも重視する必要がなく，とりわけ持家の一次取得として集合住宅を選択する若

年世幣にとって，そこに住み続けようとするよりも二次取得に向けた仮の住まいであるとし、う意識が

強く働くから 2 近隣の居住環境よりも立地条件にこだわることが多いだろう。したがってその選択が

標準化された情報に基づいたとしてもそれほと。失敗せず， 二次情報でも多くの情報を得ることがで

野市へ. 文京区から東村山市へ， 品川区から償浜市へ，世間谷区から町間 rli~といった移動であり，このm皮の
移動WE践でも戸建住宅の取得を目的とする場合は長距離移動の部数に含ま九るのであるaなお!この 37例のう

ち斐の実家への同居を目的』ごする移動が7例含まれている点は注目される.
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きる"それゆえ，広告や情報誌に掲載されている広範凶の物件のなかから.自らの希望に合致する

物件を自由に選択しているのではないだろうか。

以上のような戸建住宅を着地とする移動， ili合住宅を居地とする移動に対して賃貸住宅問の住

居移動は.移動距縦に関してこの両者の中間1の特徴をもっ，ただしかし，同世心手多重hの割合が集合

住宅を着地とする移動と同程度に高く，したがって近隣移動もしくは求心移動が卓越する戸述内=

宅への移動と比べると，どちらかとb、えば集合住宅への移動と類似している。先に住居形態iJlJの居

住地分布を比較したとき，賃貸住宅と集合住宅の分布が似ていることを指摘したが，このことを考え

あわせると.集合住宅への移動と賃貸住宅への移動は得られた数字以上に似ているのかもしれな

い。もしそうだとすれば，集合住宅と賃袋住宅の住居選択にあたってその探索行動に大きなiさいは

なく，両者の違いは家賃を払うかそれと同程度のローンを負担するかの認識のi盆いlこ過ぎないのか

もしれない。

ところで，先に東京顕在住者の居住地を結熔前と結婚後そして現在で比べたとき，その分布が

郊外に拡散 ・外縁化し，また時計図りの移動がみられること，とりわけ戸建住宅の分布にその傾向

が顕著なことを指摘した。このことは戸建住宅の取得にあたって大きくジャンプするような移動がみら

れることを予想させるが，住居移動の分析の結采，戸建住宅への移動はきわめて近隣を志向して

いるのみならず，集合住宅や賃貸住宅を含めた住居移動全体も長距同盟の移動は少ないことが判

明し，上記の仮説は棄却せ苫るを得ない。それではどのように考えればよいのだろうか。

まず第 1に考えられるのは移動累積説ともいうべきもので， 1国lの住居移動が 5klU程度の近距

隊であったとしても，住居移動の回数を重ねることによって少しずつ移動し距離を累積していけば，

ある程度の距離になるというものである。ちなみに，賃貸住宅の都心距般の平均は 20km，戸建住

宅の平均は 26kmであるからt 戸悠住宅への移動距離が 5klU前後であったとしても，計算上は十

分成り立つのである。しかしながら，これはあくまで平均値のうえの計算であり，また移動を累積する

といっても結婚後の住居移動の回数はせいぜい 1 ~2 固といったところであるから，都心から 30 km 

圏， 40km随に分布する戸建住宅への移動をうまく説明できない。

そこで第 2の説として考えられるのは初期条件設ともいうべきもので，住居移動に|探して従前の

居住地からそれほど隣れず.しかし現実には郊外に戸建住宅の多くが分布していることを考えあわ

せると，彼らが最初に住み着いた場所が郊外であり，そしてそのままその周辺で定着していったとす

るとうまく説明される。東京圏在住者の居住地の分布が相対的に西方向に偏っていることは指摘し

たが，このことは就業機会の分布や長野県への近様性などの玉虫凶により彼らがもともと東京圏の西

寄りに多く転入したとすればうまく説明でき，初期条件説を支持するものであろう。また図表2-21はs

郊外への転入に関し，それが大都市臨の中心市からの転入であるか，それとも大都市圏外からの

転入て'あるかを分けて示したものである。高度成長jPJの後半に東京圏への流入人口が4短大化した

時期においても中心市からの分散人口に対して大都市圏外から郊外への直後転入人口は間程度

あり，1970年代後半以降になると郊外への直後転入者の方が中心市からの分散人 口を凌駕して

いる。郊外は大都市圏中心市の受け皿であっただ付でなく，大都市圏に流入する人口の目的地で

もあったのて・ある。一般に非大都市圏から大都市圏への転入者はまず中心市に流入し，そしてそ

の後郊外に分散していくものと考えられてきたが，それは一部の真実ではあっても，必ずしもすべて

を説明しているものではないのである。
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図表2-21 東京極郊外への人口転入の推移

(総務庁統計局「住民法木台帳人口移動報告年報Jによる}

凶中心市より 口圏外より

2-5.小指

本主主では，地方出身の大都市圏居住者の住居移動について，長野県出身の-*京劇在住t!t般

に事例をとり，その特徴を明らかにしてきた。1960年代の高度成長期に大訟の流入をみた地方閣

からの転入者がその後大都市圏内に滞留し，その動向が郊外の拡大による大都市圏の成長と軌

をーにしていると考えるからであり，そしてそのためにはまず，彼らがどのようにして大都市闘に流入

し，郊外に移動していったのかを移動経歴にもとづいたデータによって詳らかにする必要があった

からである。

その結果として得られた結論は，彼らの住居移動は思いのほか単純であり，控えめであり，同時

に地域を超えて5交定的であるというものである。大都市閣の流入者は，地縁や血縁といった旧弊に

縛られることなく自らの意志と経済力で新しい居住地を自由に選ひ・とっていったというイメージに傾

きがちであるが，現実にはそれほど劇的な住居遍歴を見いだせるものではない。もちろん個々の事

例のなかには園内外各地への移動を繰り返したり，思いもかけないような住居移動を強いられるケ

ースもあるだろうし，また住宅の確保のためにたいへんな苦労を余儀なくされたケースもあるであろう。

また長野県と東京圏を比較すると住宅の広さや住居資の負担に大きな差があることも事実である担}。

しかしながら，平均的な姿をとおしてみた場合，こうした困難を乗り越えてめざすのは持家を取得す

るとし、う図様であり，また地減という場に縛られた住居の選択である。

長野県在住者と東京圏在住者の住居経歴を比較した場合，持家の取得をめさ.すという行動線

式に大きな違いはなく，いずれの地域て'もライフサイクノレの上では 30歳代前半の鉱大期において

"長野県在住者の住居は 100ni以上がほとんどで平均面積は 180nlであるのに対し，東京圏在住者の住居は

60~ 140 nlがほとんどを占め平均面積は 99nlである。また，住居貨が収入に占める割合b 県内居住者は「なしl

が最も多く 1WIJ以下とあわせて 78%を占めるのに対L，県外居住者の場合は 1'jIj1! 43%， 2訓 35%であり，住居
費の負担が大きく遣う。
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それが実現されているD そして持家の取得後は移動のそピィリティが短端に低下し結局伴家の取

得が地域への定者の第一歩となることが示される東京圏在住者と長野県在住者の違いはその持

家が媛得的であるか生得的であるかということであり，それは東京圏在住者の持家の取得年齢が

長野県に比べて 3年ほどi竪れ， I訂正 l回余分に住居移動を行つことに相当ナる内米京閣の数十万

の紐帯が毎年号|つ越しを行うことになればその影響は少なくないし，またひとりの人生のなかで 3年

という期間を決して短いとはいえないだろうが，彼我の住宅事情や実家という選択肢の有無を考え

ると，むしろこの程度の差としてしか反映されないことの方が注目されるσ結路1去の住居移動に取っ

ていえば，そして平均値の議論に限定すれば，現実には長野県居住者と東京隠居住者にそれほ

ど違いがみられないとここでは判断したい。

東京圏在住者の住居移動の空間的特徴1;J:，L回 I図の移動距離は短にその方向性はランダム

であるものの沿線に沿ったセクタ一位を強く持つことである。すなわち，従来から住み慣れよく先日っ

ている近隣において次の住居が選択されているともいえ，住居移動の砂動聞は思いのほか狭い地

域に限られている。このことは住居の傑祭空間が日常の行動空間と不可分に結びついていることを

示唆するものであり，そして日単位・i閥単位といった時間スケールの目指行動と住居移動という数

年単位あるいは生波単位の行動の空間が決して不連続なものではないことを示す証左ともなるだ

ろう。ちなみに後の章で述べるように生活活動研究の成果によると，日常・的な生活汚ll!!Jの行動閣は

自宅を中心として 1km およひ・ 5~ lO kmの Zつの境界で区切られる 3つの圏域に分類されるが，そ

の第 Z帯に住居移動の移動闘がほぼ相当する。いちばん内側の第 I帯は日常の買物なと'もっぱ

ら必需性の高い活動が行われる範成であり.第 2 ~I干は選択'rJ:の強い貿物や地域社会への参加，

余暇活動の充実などを保障する範峻，そして第 3帯は都心通勤者など一部の人を|除く多くの人に

とって非日常的な範域であるとそれぞれ特徴づけられるが，こうしてみると住居移動の移動閣が第

2帯に符合するというのは単なる偶然ではないように思われる@

住居移動に関する Brownand Moore (1970)のモデノレ")は，住居の移動会決断する第一段階と

新居を探索・選択する第二段階に分けた二段階意志決定モデルとしてよくま口られている。!止帯は

それぞれが姐く理想や期待・希望と現実の居住環境のずれを認識しそれがストレスとなって臨界点

に達すれば住居の住み替えを決断し，そして移動を決定すると住居を探索し希望に合致した新居

を選択するとし、うものである。このモデノレにしたがって本研究の結果をふり返れば，まず移動を決断

ナる第一段階に大きな影響を与えているのはライフサイクルにともなう住宅ニーズであるということに

なる。ここでいうライフサイクルは，力目前fiにともなう家族発達といった生物的条件のみにとどまらず，

年齢相応の居住スタイノレが求められるといった社会規範や年功性賃金の上昇にともなって住居資'

負担能力が増すといった経済的条件をも含意するものであるが，少なくとも居住居量境が大きく異な

る長野県と東京圏で居住経歴にそれほど大きな違いがみられないと判断されることは，世帯の客観

的条件によって住宅のニーズが決定されるとするライフサイクノレ説の有効性を支持するものである。

た，第二段階の住居の探察 ・選択過程については，住居砂iJi)Jの空間的範凶が特定の近隣に集

中していることから，その探然空間が日常の生活空間と不可分の関係にあることを示唆する。燦m
の労力と不機実性を小さくしようとすれば探索地域を限定するのはごく自然なことであるが，その探

索する場所の選択は日常の生活行動の積み重ねによる直後・間後f育報の蓄積に大きく依存して

いると考えられるのでなかなろうか偽

11 srown， L八 andMoorc，日G.，1970， Thc intra-urban migration proccss: a perspeclIve， Geogr.バlInlr.，52日， 1-

13. 
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第3章東京大都市圏の構造変化と郊外

大都市とその周辺地主主は、日常生活における衝後な結合関係によって大都市圏として犯擁され

るが、 1970年代以降、郊外の成長とともに大都市の組織力が相対的に低下する々かで、この大都

市閣としづ地域構造の変容が指摘されてきたa多くの議論の一致するところでは、大都市の影響力

低下にともなって大都市圏の求心的な榊造が崩抜し、多核的な構造に変容しつつある止する見解

が有力である。しかしながら、わが国におけるこれまてeの実証的研究の蓄積l立、脱求心構造を指摘

することができてもその後にどのような多核化像がイメージされているのかあまり鱒明でなく、行時造変

化の代名詞として多核化といった用誌が使われている印象すら見受けられる。

ところで、大都市の周辺地岐に対する影響力を論じる場合、経済の地域的循環に注目する7 タ

ロな観点と日常生活の行動閣に注目するミクロな観点がある。どちらかといえば前者は大都市の産

業が後背地を組織し樹養するといった生産を重視する立場とし、え、 一方後者は居住地を中心とし

た日常活動が大都市左どのような依存関係にあるのかといった生活を重視する立場といってもよい

だろう。昨今指摘されている大都市圏の地成構造変化とは、これまで大都市の人口や産業の受け

皿として大者1市によって一元的に組織されていた周辺地域が、その盆的・質的拡大にともなって新

たな機能分担関係の構築と周辺地域内部での再組織化をめざす動きであるととらえることができ

る。

こうした視点にたつとさ、周辺地域における日常生活のさまさ.まな局面のなかで地域間の結合関

係や依存関係を把握し、さらに個別の局面を全体として集約し評価する枠組みを提示することが

必要となろう。そこで本章では、まず、東京大都市圏の地域的な構造変化の動向を人口や履用の

変動にもとづいて検討し、そして、逃勤や貿物などの郊外住民の行動指標在'もとにその変化を解釈

し、東京大都市圏の現段階を位置づけてみたいと考える。

3-1.東京大都市圏の地織構造の変容

3・1-1太都市の発展段階

大都市の発展については、西欧の経験を類型化した、都市化 (urbanjzalion1、郊外イヒ

(suburballizalion)、逆都市化 (desurbanizationlの 3段階説がよく知られている九これは、都市闘

を中心市 (cenlralcore)と郊外 (suburbanringlの Z地域に区分して、それぞれの人口の動態をもと

に都市閣の盛衰を大局的に概説したものである。モデノレとしては非常に単純であるが、それ故に復

雑な都市の発展を実証的に分析可能としている商もあり、そのIIjJ約を十分考慮するならば、ひとつ

の分析の道具として有効に利用することができるa

都市化は、工業化の進展とともに都市へ産業が集中し、それにともなって服従の近接を基本とす

る人口が急速に噌加したものであるe都市中心部の高い人口増加率によって把握されるが、者jl市

、Klaasscn.L.H. and Paeljnck， JJLP.， 1979， The future of large LOwn. Enviroll.Plαnnバ，11，1095-1104

Vanhove. N. and KJaassen. L.H.. 1980. Regiolln.l Policy: A E:uropean Approach. $axon Housc， Farnborough， 

180-189 
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閣の外延的拡大は脆弱であるb 長主村から都市への集中的な人口移動を広義の都市化とナれi王、

人口や産業が都市の中心部に集中することから、集中的者I1市化とIf手ぶことができるコ

新li甘の中心部に産業や人口の集積がI住み、中心部の過密が顕著になると、人口や 部の産業

による都市周辺部への分散がはじまり、都市闘が形成きれるようになる。さらに中心市における過集

積の弊害が顕著になると、成長の中心は郊外に移動して、中心計{の下目安I的表i!きを生じるようになる

(十日:対的分散)。中心市の人口の絶対的減少をみることもあるが(絶対的分散)、郊外の人口増加

がそれを補っておごしいので、者I1市濁全体では人口の土器加が継続されるeこれを錦外化と呼び、さき

の集中的都市化に対して分散的都市化と対世することができる。

中心市だけでなく郊外でも人口が減少し、都市殴全体の人口減少が生じる段階を逆都市fとと呼

ぶ，中心市のみならず郊外の人口をも減少させるメカニズムについては必ずしも説得的ではないが、

形式的には人口の分散化傾向が都市閣の範凶を越えて非都市留にまで及んだものととらえること

もできる。Klaasscnによれば、分析の対象としたヨーロッパの 115都市鴎のうち、 1970年17)11寺点で

I1の都市闘が逆都市化の段階にあるというαまた Berryは、 1970年をmにアメリカ合衆国では非

都市圏の人口増加が都市圏の人口増加を上回るようになったことから、これまで長い間続いてきた

段村から都市内の 人 口移動(都市化)の反転を示すものであるとして、反都市化(counter-

urbanization)と呼んでいる九

以上の発展段階のうち、逆都市化や反都市化については具論もみられるがへとりあえず東京大

都市圏の人口の推移を概観してみることにしよう。なお、ここでは筒使のため東京都・崎玉県 ・千葉

県・神話玉川県の範囲を「東京大都市圏Jとし、それ金二分して東京都特別区部を「中心市J、それ以

外を「郊外jと称することにする。

東京大都市圏の総人口は、1920年の 768万人から一貫して泊加を続け、1995年には 3，238

万人に達した。そして全国の人 口に占める割合も、13.7% (1920年)から 25.9% (1995年)へと上

昇して、わが国の人口の 1/4を占めるに至っている。 これを中心市と郊外に分けてみてみると、1960

年頃までは人 口の総数で中心市と郊外はほぼ結抗していたが、 1960年以降中心市では人 口の停

滞もしくは減少がみられるようになり、郊外の人口糟加が圏域全体の人口上国IJDを支えるようになった

(図表 2-2参照)Q1995年の郊外の人口は約 2，461万人であり、閣域人口の約 3/4(75.5%)を郊

外が占めている。

1960年を構造変化のひとつの転機として捉える見方は、年平均人口上自加率の推移を示すこと

によってより鮮明となる(図表 3-1)。第二次世界大戦による一時的な混乱を除けば、1950年代ま

では中心市の人 口増加率が郊外の人 口増加率企上回り 、 1960 年をlj~に中心市と郊外の人口上位

}J日率が逆転するようになった。すなわち、中心市の膨張にともない郊外に人 口や履用が敵流し、郊

外が大都市圏の成長をもっぱら支える郊外化の段階を迎えるに至ったのである吋。

1 Bcrry，日 J.L.，1976~ The countcrurbanizalIon process: urban America since 1970. in Bcny，日 J.L.cd 

Urban山 山Qfland Cou!llerurbanizorion (U，片側 AffairsAIln!101 Reviews vο1.11)， Sage， Devcrly Hills， 17-30. B町 ry，

s.J.L. and Oillard， Q.， 1977， TIi出ChOllgillgShape of Mcuropolitan America: commuti"8 patter川町 urbanfir:ld.s， 

and decentralizacion process， 1960-70， Ballingcr， Cambridgc.: Mass， 1-19:.なお.森)11(1988)により反都市lヒに
関する詳締な議論が紹介されている。森)11 洋 (1988):r人口の逆転現象ないしは『反胡Irfi化現象』に関する研究

動向J.地理学評論、 61A(9)‘685-705，
3 例えば Halland Hoy(1980)は、 lω95苅0-7行5年の資料をもとに西ヨ一ロツパ l山5か国の酎都i市f凶樹について分析を行つ

た結呆、 scrryが合衆園で指摘したようせなE反郁市化現象lは立認認‘められれ，なかつTたこと結論している。Ha州1l，P.andH陥iay，D.， 

1刊98初0，Gr巾o削wも伊，吋 Cemres i川，川Ithe Eur叩o叩pe叩allUrb加Q1ISy.戸v阿stell川It，Hcincmann Educational 日ooks， London， 224 ・233 

d 一般には東京の郊外fヒの禦明期といえば、大正末から昭和初期にかけ、関東大鍵災(1923年)や郊外鉄道の
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図表3-1 東京圏の年平均人口培加率の後移

国勢翻3!Eによる。
JI!京臨は)ir京都，埼玉県，千集県神奈川県のI都3県をさす。
中心市は東京都区間iをさし，郊外はそれ以外の東京閣をさす.

一方 1970年代になると、中心市の人口上自!Jn率がマイナスに転じ、都市簡が相対的分散から絶

対的分散の状態を示すようになったB このまま中心市の人口減少が継続し、そのうえ郊外の人口地

加を上回るようになると逆都市化の段階ということになるが、東京閣の場合，中心市の人口減少を

補って郊外の人口地加が依然として続いているので，都市圏全体の絶対滅にはヨミっていない。東

京大都市閣の中心市は 1970年代以降人口の減少がみられるものの後述するように雇用の絶対

数は僧加を続け、空洞化するインナーシティといったイメージからはほど速い。活発な経済活動を

反映した服用の集中により住宅がオフィスに置き換わり、結果として人口が郊外に押し出されてい

ったものであり、人 口と庭用の空間分布が大きくずれる方向で問題はj謬着している。

3-1-2 郊外化

郊外の成長にともなって中心市の相対的地位が低下することは、いまや多くの大都市閣で一般

的に認められる。しかしながら、全体の集積盆からみれば中心市が閤威内で占める制合は圧倒的

に高く、個別郊外地区が中心市に対抗することを必ずしも意味しなし、。この点について MaSOlliは、

個々の狭い郊外地区が都市機能や人口の而で中心市とは比較にならなくても、総体としてみた郊

外が経済活動と人 口構成の簡で中心市と緩い合うまでに成長し、中心市にとってかわるだけの存

在となることの意義を強調している九すなわち、人口や援用の多くが郊外に発生し、総{埼玉としての

開通を契機として周辺農村の住宅地化が進行した時期をさすことが多い.その結呆、周辺郡部を取り込んで!大j

東京市が成立(1932年)したのであるが、この「大J東京市は現在の特別区部にほぼ相当するものであって、本隔

で定義する中心市にほかならない.したがって本稿でいう郊外化は、慣用的にmいられている意味とは異なること

に宿意されたい，

S Masoui， L.H唱 1973.Suburbia reconsidered: myth and countcnnyth. in Masolli， L.H. and lIadden. J.K. (cds.): 

Urbanizarion 0/ Subllrbs (Urban Affairs出 nuα1Reviewsν01.7). Sage， sever1y IUlls(田口芳明 f多核化へとむ

かう大阪都市問一人口 ・庭用分布をめぐる中心rnとその近郊地峻J， 田口芳明・成田#三編・『都市圏多骸lヒの
展開.t東京太学出版会.1986年。71貰)
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図表3-2東京国の従業者数の推移

事業所統計調査による。
東京聞は:4[京都， 崎玉県， 千葉県，神森川県の l省~13)県をさす園
中心市は東京都区部をさし.郊外はそれ以外の東京闘をさすi
なお， r農林水産業Jおよび「公務』従事者は除く。
また， 1951/51年については『民営・公営」事業所の従業者のみ算入。

-37-

郊外が中心市を凌鴛するようになることは、単に郊外が中心市との分業関係にたって都市機能の

特定部門を受け持つのではなく、それまで中心市が保持していた機能の相当量を郊外が受け持

つようになることを意味し、中心市と郊外の相互関係に変化をもたらしたと考えられるのてZある。

以上のような観点から、東京大都市圏の郊外が中心市と同等の集積盆を持つようになった時期

に注目して、雇用分布の変化についてみてみよう(図表 3・2)。

東京大都市圏では 1960年代以降、 一貫して郊外における従業者数の増加率が中心市のそれ

を上回っており、人口の郊外化とともに雇用の郊外化も進展してきたが、1980年代になって郊外に

おける従業者数が中心市の従業者数を上回るに至った。1995年の中心市は人 口が 798万人に

対し就業者数 (1996年)は 728万人であり、郊外は人口 2，461万人に対し従業者数が 951万人

であるから 、 人口比に対して中心市への雇用の集中は歴然であるが、 郊外では 1960~何 年の問

に、人口の増加率 (157%)を上回るベースで従業者数 (316%)が淀川1した。

これをn業別にみていくと(図表 3-3)、当該項目の国勢調査従業地目Ij集計は 1970年以前に遡

れないためにその傾向から判断するしかないが、生産運輸関係のブツレーカラー職務は、1960年代

にはすでに郊外の就業者数が中心市を上回っていたものとみられ，1970年代以降その差はさらに

拡大していしつづいて 1980年代になると、販売サービス関係の職種において郊外の就業者数が

中心市を上回るようになり、さらに事務・技術・管理関係のホワイトカラー職積も、1995年には中心

市の就業者数を郊外が上回るようになった。

これらの機業政j就業者数の推移は、それぞれの織筏が代表する機能の郊外への分!放を示唆す

る。つまり、過密化した中心市からまず製造業が郊外に移転することにより郊外ではプノレ-jJラー

職種の地加をみたoつぎに郊外の人口増加にともなう需要の噌加は個人消費関連の業種の郊外

における新規立地をもたらし、販売サービス職議の増加をもたらした@そしてさらには郊外における

機能の増加が中心市による一元的な管理を闘維にするため、ホワイトカラー職有iに代表されるよう

な業務機能の気外への分散が進行する、という図式を描くことができる。



40000lJ0 

35000lJ0 

3000000 

2500000 

2000000 

1500000 

1000000 

500000 

。

生産・逐硲関係職業

販売・サービス関係職業

事務・技術・管理関係聡業

図中心市圏郊外

図表3-3東京圏における従業地による職業別就業者数の推移

国勢調査t従ー業地による人口)による。
なお r司E務・技術・管理関係職業JI立，専門的・段術的職業従事者，管理的職
業従事者およひtlI>務従事者の合計 r販売・サーピλ関係職業jは，販売従事
者サーピ2織業従事者および保安サーピλ従事者の合計， r生産・運輸関係職
業」は，技能工・生産工程従事者，単純労働者，探鉱.t;E石従事者および運輸・
通信従事者の合計である。
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これを先!こ述べた人口の動向と合わせて解釈すると、 1960年代の郊外{ヒの初期Ij、過3必!ヒした

中心市の人口や産業の受け肌として、中心市居住者や製道業などの郊外移転がみられたが、

1970年代になると、郊外において発生する需要を慌たすために機能が新規に立地して、郊外の自

立的な成長がみられるようになったといってもよいだろっ。

3・1-3_多核化

郊外化は、人口や原周のi菌加:量が者Ii市留の中心市より郊外において著しいことから抱慶される

が、その過程には人口や産業が中心市から郊外に分散する段階と、人口や産業が郊外の自立的

成長により新規に増加する段階がある。ここではとりあえず、前者を郊外化初期、後者を郊外化後

期と呼んでおこう。

郊外化初期の発端は、中心市の人口や産業がその周辺に流出することに始まる。ホワイトカラー

の滑大や所得水準の上昇は新中間層とよばれる階層を生み出し、それが郊外鉄道の発達や自家

用車の普及により、快適な居住空間を求めて郊外に転出していった。また、中心市への企業や雇

用の集中が地価の高勝や交通混雑などを招き、工場などの生産施設や流通施設の郊外への移

転をもたらした。すなわちこれらの郊外分散は、中心市の居住環境や生産環虎の怒化により、人口

や産業がそれに代わる環境を求めて郊外に転出していったものであり、主として中心市の圧力が郊

外の成長を促したとし、つでもよいだろう。

このために郊外化初期の段階では、製造業や流通業、および最苓品小売業などの個人消費関

連サービス業は者f¥市圏内に拡散するものの、ビジネス機能や事業所関-iiliサービス、専門的小売・

サービス業など、混用や消費をひきつける機能は中心市に残存する。したがって、中心市のもつ吸

引力は損なわれないため、都市圏は求心的精進が維持されると考えられる。

一方、郊外化後期は、郊外の人口が地加することにより、郊外が自 立的な成長を始めることによ

って始まる。人口湖加にともなう消費需要の発生は、日常生活関連の産業を中心に郊外への新規

立地をもたらし、さらに高次の小売業や公的・私的サーピス業など、それまで中心市を特徴づけて

きた機能の郊外進出も顕著にみられるぶうになる。そして都市圏の広主主化と郊外における集積の地

加は、しだいに圏域全体を中心都市において一元的に管轄することを困難にして、地域的に統指

する機能が郊外に立地するようになる。すなわち、郊外化後期におりる機能の分散は、郊外に地

威的な需皇制2成立し、機能の成立闘を満たすようになることが基本的な前徒となり、爆発的な人口

増加がそれを可能にしていったのである。

この結果、都市機能の多くの部門にわたって都市圏内の各地域で中心市への依存が弱まり、求

心的な構造の弱体化と、問域内各地域聞の復雑な相互迷関が発逮するようになる。このことは、あ

る一面では中心市の衰退に他ならないが、他方、郊外の諸地域が中心市への依存を弱めることに

よって、自 立化していくことと理解することもできる。したがって、郊外化初期を狭義の郊外化とする

ならば、郊外化後期は、中心市の地位低下がみられる反面郊外が自立化し、都市闘が求心的機

iきから多核的構造に移行する過程として、多桜化と位置づけることができる。

3-1-4 中心市の勢力圏

1960年代以降の郊外化は郊外地主主に大量の人口の集積を生みsそして郊外が自立的に成長

することにより中心市の影響力の低下をもたらしたと考えられるが，その影響力がどのように変化し

てきたかをみてみよう。そこで、国勢調査にもとづく従業地別就業者数(通勤)、 貨物動向調査にも

とづく高級衣料品の実物先(貨物)、 パーソントリップ言語査にもとづく業務目的トリップ(業務)、 NTT
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東京23区への指向率 仙台市への指向率
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図表3-4 指標別中心市指向率(1985年)

のトラヒックデータにもとづく通話数(電話)の 4つの指標について、大都市闘を構成する各市区町

村ごとに中心市への指向率を求め旬、符られた中心市への街向率を目的関数、者1¥心からの距隣を

説明変数にして指数関数にあてはめてみた。

図表 3-4は 4つの指標ごとの中心市指向率を東京大都市圏と宮減県(中心市は仙古市)で比

較したものである。指数関数の距隊抵抗パラメータは質物・通勤・業務 ・電話の順に小さくなり、 11Il

線の傾きが緩やかになる。買物の移動がいちばん狭い範囲で行われ、 ji[;に電話がもっとも広域の

交流を行っていることを示している。東京大都市圏と宮以県を比較すると、買物・業務・電話の 3指

標について得られたItll線の差は小さいのに対し、通勤は水平方向に大きく平行移動した形となっ

ている。すなわち東京大都市圏では中心市への通勤闘がきわめて広範囲に及んでいる。

ここで買物指標として取りあげた高級衣料品の貿物はそもそも月単位もしくは年単位の活動であ

り、活動の発生頻度が低いということはそれだけ活動に関する裁民性が高いとし、える。それに対し

て日々の通勤はノレーチン化された活動であり、その裁量性はきわめて限定される。この意味では貨

物園が通勤圏よりも広域になることの方が自然であり、東京大都市閣の中心市通勤閣の広がりょう

はきわめて特徴的て'ある。

図表 3-5は東京大都市圏の通勤と買物について、中心市J旨向率の変化を示したものである。時

代の経過とともに通勤は外側に後移し貨物は内担，IJに推移しており、通勤閣の鉱大と貨物図の縮小

をみることができる。郊外における商業の発達により中心市貨物闘の広がりが一定の範囲に収束す

るようになったのに対して、通翌日J闘だけは平均的な行動圏の水準から大きく遊離し、日常的な生活

閣の広がりとの|閣のギャップが拡大しているといえよう。

6 いずれの指標についても当該地区の母数に対して中心市への流出数の比率を『指向千~ Jとするが、サンプリング
調査である買物動向調査では市町村によって傑本数に相当のばらつきがあるので.母平勾の推定を行って危険

率 10%としたときの雄定区間の下限艇を指向ffiとした.なお単位地区は通勤と貿物が市区町村、業務がd、分頬

ゾーン、電話がメグkージエリア(単位料金地区)であるが、東京都では貨物動向調査の額が~施されていないた
め、買物に闘しては東京都のデークが除外されてL唱。
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東京23区への通勤指向率 東京23区への買物指向率
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図表3-5 中心市指向率の推移(東京太都市圏)

3-2郊外居住者の活動空間

我々の日常生活は就業・購買 ・余暇などのさまぎ末な活動によって支えられており、それぞれの

活動から派生する空間行動の軌跡を地図上に投影したものを活動空間と称することにするロそして

倒々の活動空間を総合したものとして生汚空間を位世づけることにする。活動空間の中でも通勤

や買物といった反復的・習慣性の強い活動は、生活さE間を形づくるうえで大きな影響を持っている。

次君主で述べる崎玉県川越市で行った制査によると、休日の活動のうち 50%強は「貨物・飲食」を目

的とする外出によって占められており、一方平日には「仕事Jと「貿物 ・飲食Jを目的とする外出がそ

れぞれ 30%以上を占めている。調査対象者のうちでこれら二大目的による外出を行った人の割合

すなわち行為者率は休日は約 70%、平日 は約 90%に達し、「仕事j百 貨物・飲食Jの二つが日常

生活の行動闘を大きく規定していることがうかがえる。そこで本官官では、郊外地域における就業空

間と買物空間の変化を概観することにより、大都市閣の情造変化が住民の活動空間にどのように

反映されているのかみることにする。

3-2・1 郊外の就業空間

図表 3-6は東京大都市閣の郊外地域に住む就業者の従業地先を示したものである.中心市で

の就業者比率は 1955年から 65年にかけて傍泊し、このl時期に郊外が中心市のベッドタクンとして

の性格を急速に帯びるようになった様子を如実に示している。 1970年以降の動向をみると、自宅

就業者の割合の低下を県内他市区町村て'の就業者の悶))[1によって補っているようすが読みとれる。

自宅と自宅外をあわせた自市区町村の割合が減っていることは、自宅就業者の減少に主因がある

とはいえ、それまで地元で完結することが多かった通勤移動が郊外地域の中に拡散するようになっ

てきたものといえる。

一方t曽I液率をみると、 1975年までは中心市や県内!也市区町村の上旬加率が高いが、1975-85

年の lO年間は中心市の増加率が落ち込むかわりlこ(自宅外の)自市区町村内の上回加率がjfllび、

県内他市区町村の増加率も高水準を保っている九すなわち 1970年代の前半まで就業者のt菌加
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図表3-6 東京大都市閣の郊外に常住する15歳以上就業者の従業地先(単位万人)

常住就業者数
自市区町村内

県内他市区町rf 中心m
自宅 自宅外

1955年 356.8 100% 36.~ J(l.2% 

1965年 578.9 100% 111.9 19.3% 

従 1970年 737.7 100% 195.5 26.5% 233.7 31.7% 137.9 18.7% 156.5 21.2% 

3佐 1975年 825.9 100% 174.6 21.1% 253.9 30.7% 180..1 21.8% 197.0 23.9% 

者 1980年 920.6 100% 170.4 18.5% 283.0 30.7% 220.2 23.9% 2l9.3 23.8% 

数 1985fp 1036.6 100% 148.5 14.3% 337.) 32.5% 268.0 25.9% 2~9.0 2~.O% 

1990-1'手 1187.4 100% 151.3 12.7% 366.6 30.9% 324.1 27.3% 30 1.~ 25.4% 

1995'1' 1271.6 100% 127.2 10.0% 404.9 31.8% 364.5 28.7% 312.0 24.5% 

1970~75年 11.9% 8.7% 30.8% 25.9% 

地 1975 ~80年 11.5% 11.5% 22.0% 11.3% 
力日 1980~85年 12.6% 19.2% 21.7% 13.6% 

率 1985~90年 14.5% 8.7% 20.9% 21.2% 
1990-95年 7.1% 10.5% 12.5% 3.4% 

『国鈴調査j(総務庁統計局)による。

に大きく若干与していた中心前通勤者にかわって、地元やその周辺での就業者の増加が自にっし

その後 1980年代後半になると再び中心市就業者の治加率が高くなるが、 90年代になると大きく

落ち込んでおり，これはパプノレ期の一時的な現象であったと解される。したがって 1980年代後半

のバブル期を除き，地元就業者の増加が一貫して認められるが，ここでは 1975-85年の 10年間

における「地元回帰」の現象に注目し、崎玉県川越市を事例にとってより詳細に検討することにす

る。

1990年の国勢調査によると、 )11越市に常住する就業者約 15.3万人のうち約半数の 7.6万人は

市内を従業地としており、県内他市町村が 3.7万人 (24%)、中心市(東京都区吉川従業者が 3.6

万人 (23%)といった構成になっている。前出の図表 3-6と比較して、郊外地J成のひとつの典型で

あるといってもよいだろう。就業者数の従業地別増加工寄与率をみると(図表 3，7)、1970-75年にカ‘

けては中心市就業者の寄与 E容が最も大きかったのに対して、以後県内 1也市町村 ( 1975~80 年) 、

市内 (1980-85年)と最大の寄与率を示す従業地は変化する。

以上のことは 1960年代から 70年代始めにかけての人口急上旬均lに大量に転入した就業者の多

くが中心市通勤者であるのに対して、 1970年代後半以降は市内及び周辺市町村といった地元閥

図表3-7 }II経市における15鏡以上就業者の従業地別増加寄与率

1965 1970 1975 1980 1985 1990 

62，044 83，407 98，585 113，576 131，874 152，727 

21，363 15，178 14，991 18，298 20，853 

43.3% 29.5% 33.5% 47.2% 35.2% 

26.1% 24.7% 40.7% 32.5% 30.8% 

28.4% 42.1% 20.9% 17.4% 30.2% 

『国勢調査JI(総務rl'統計局)による.
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図表3-8 川越市における15歳以上就業者の職業別増加寄与率

1965 1975 1985 

常住就業者数 I 49，359 90，370 125，9-17 

増加数 41，Oll 35，577 

同 |事務・技術・管J1ll 29.0% 18.8% 
7J 生産・運輸 29.1% 17.4% 

山 |販売・サービス I 17.5% 1-1.2% 

判事務技術管理 叩 お

生産運輸 | 17% 162% 
阪ヲ売宮 .~ザj 一ピス 7斗% 7.0% 

『国勢調査』μ(総務庁統計局}に上る弘0 なお， 1.時休戸空襲従事者を除く。

辺での就業者の地加が蒋しく、これは先に指摘した「地元回帰Jの全体傾向に符合する司このよヨな

郊外における就業人口の上国加を郊外の雇用核の形成ととらえることによって、大都市閣の構造が

巾心市へのー俺集中から多核的な構造へと変化しつつあることのひとつの証左とする見方がある

が、ここに示したような通勤流動パターンの変化はこのような解釈を裏づけるものといえるのであるう

均、

図表 3-8 は就業者の男女別機業別噌加寄与率を示したものである。 これによると 1965~75 年

(UIHn 40年代)にかけて寄与率が大きいのは男性のホワイトjJラーおよびプノレー力ラー職業従事

者である。このことは昭和 40年代の就業者の噌加が中心市通勤者を主とするホワイトカラーj習の

郊外転入と製造業の郊外分散にともなうプノレーカラ一層の増加であったことを示唆するaところが

j 975~85 年(昭和 50 年代)になると最も寄与率が大きいのはk性のホヲイトカラー臓業従事者で

あり、また女性のブルーカラー職業従事者の脊与率も前の 10年間の 1.7%から 16%へと喜正しい伸

びをみせている。昭和 40年代には就業者の増加に対して 24%の寄与率しかなかった女性が、昭

和 50年代になると 49%の幸子与率を占めるようになったのであるaこのような女性の労働市婦への

参入が先に述べた従業地先の変化すなわち就業空間の併迭の変化にも大きな影響を与えている

ことが想起される。

そこで男女別年齢別の従業地権成をみたものが図表 3-9 である。 これによると お~54 裁の壮年

男子の従業地先の37%前後が県外であり、このほとんどが中心市を従業地としていると考えられる。

また若年女子もこれと同じような構成を示すのに対し、いわゆる主婦層の就業においては市内をは

じめとした近隣での従業がほとんどを占める。男性でも高齢になると主婦と問後に近隣での従業が

増加しており、労働市場のなかで比較的強い立場にある壮年男子や若年女子には市外や都心で

の就業の可能性が確保されているのに対して、 主婦や高齢者といった弱者の就業の場は近隣に

限られているといった構造が読みとれる。近年厚みを増しつつある主婦や高齢者の労働人口の動

向が就業空間の変化に大きく関わっていることは明らかといえよう。

ちなみに男子壮年層の従業地構成の推移をみると、市外もしくは他県への通勤率は 1970年が

56%、80年が 60%(うち他県 35%)、85年が 61%(うち他県 34%)であり、全体の変動に比べれ

ばそれほど大きな変化はみられない。したがってこれまでみてきたような通勤続1fVJノ宅ターンの変化は、

郊外への本絡的な機能分散によって就業の場としての郊外が確立されつつあるというよりも、むし

ろ労働力人口椛成の変化に起因する部分が大きいものといえよう。
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3-2・2.郊外の買物空間
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つぎに質物にともなう活動空間の変化についてみてみよう。ところで一般に小売業は、日常性の

高い商品を供給する最苦手品小売業と選択性の高い商品を供給するJ'i回品小売業に分類されるが、

前者の貨物行動l立中fl{吏性を重視した比較的小さな行動闘のなかに収まるのに対し、後者の供給

は特定の(高次の)商業集積地に限られるから、その興物流動は都市聞をまたがる!1iIJきとなる。した

がってここでは都市開の相互関係をみる指標として貿回品の貨物行動に注目することにする。

まず、矯玉・千業・神奈川の各県で実胞している消費者購買行動調査から、高級衣料品のyt物

先の変化をみてみよう(図表 3-10)。いずれの燥においても 1960年代後半から 80年代後半にか

けての 20年間に中心市への流出率の低下が著しく、神奈川県や千葉県では 10数%あった流出

率が SO;()以下に、埼玉県では 30%近くあった流出率が 10%程度にまで低下した。神奈川県や千

葉県より崎玉県の流出率が高いのは、機浜市や千葉市といった拠点都市が崎玉県には存在しな

いためと推測されるが、郊外における中心市への買物流出率の低下を一般的な傾向として認める

ことができる。i盈動の中心市流出が 25%前後を維持しているのに対し、劇的な変化が生じたという

ことができょう。

それではこうした貨物行動の中心市流出の減少がと'のような行動によって代経されたのか、 I有玉
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図表3-10 高級衣料品の買物先(単位万世帯}

仲宗川県 1) I 千来県引 | 続玉県別

1968年 1978年 1987年11968年 1978年 1988年1 1968年 1977年 1986年

世帯数 147.7 224.3 281.81 82.9 141.2 179.71 97.3 157.8 202.8 

1 20.5 21.8 12.21 15.1 7.6 5.21 28.J 29.9 21.9 
中.c.市続出 I13~~o/: 9~~~ 4~;~1 1 8~ ;;' 5 . ~ ~ 2拘 I29~;~~ 18拘 10蹄

1)神奈川県商工指導所『消費性向調至E;!.tJ(1969年九仲宗JII県商工指導センヂー『消費購貿行動調査報

告書j(1979.1988年)による。

2)千難県商工労働部『千猿県商閣訓査報告書!(19ω‘1979. 1 9894o)による。

3)椅玉県商工部『崎玉県広域消費動向調是正報告苫J]1969!匹、 1977半、 1987年によるー

4 ) 各市 l豆町村~IJの集計をもとに母平均を縫定し、危険準 10怖での推定区間の下限値を各市町村の指向卒と

して求めた。それに1965'75'85年の世帯数(国勢制査)を乗じて流出l止術数を求め、それを合計して各県

月IJの流出数を求めたe 表中の年号は調査実施年を示す。

5)調査品目に「高級衣料品jがない場合には、 [紳士服jと「婦人・子供服」の加m平均で11:倖したa

県広域消費動向調査のなかから高級衣料品(紳士服)の貨物先に注目し、 J977年と 例 年の 2時

点の変化を概観してみよう。図表 3・11は 10%以上の指向率をもっ流動を対象に同年度の指向率

の室長の検定を行ない、10%の危険率で有意な変化が認められたものだけを示したものである。これ

によれば、中心市に隣接した泉南部において中心市指向率の低下と地元指向率の上昇がおしな

ペて見受けられるものの、大宮市や)11越市といった県南部の伝統的な商業中心 市への指向率は

仔しろ低下していることが指摘できる。つまり、中心市指向率の低下が大富市や)11越市とし、った既

存の匁外中心都市への指向率のヒ界で代替されるのではなく、地元への指向率の上昇によって

吸収されていると解釈されるのである。

"1 :d 
'・ ー、ー

G ZO'-:何

一
沼元Itilei1l> G =1:r.o &n円柄2 尽富山 包帯許可重町-;; ./'" ~ 惚

婚 ~少

図表 3-11 紳士服の買物先の変化(1977-86年)

(fj脅玉県広戚消費動向調査報告書」より若者作成)

_y .;!:タ
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ニうした県南部における地元回帰の現象i士、ヵ、って中心市lこ多くを依存していた郊外地域が中

心市の影響力減少によって郊外核を中心とした圏峻に分割されるとし、ったシナリオを怨起させるも

のではt~<、むしろそれぞれの都市が地元での充足率会高めることに上って~!l(自の自立化の動きを

みせつつあることを示唆する，中心市 郊外核ー郊外といった階層的な術造が新たに確立される

こと、すなわち郊外該の形成による「核化j の邸Jきというよりも、むしろ匁外のなかで個々の都市が~rt(

自の圏域を健保していくような「鉱散化jの動きが顕著であるとし、えよう。

ところで、こうした質物行動の鉱散化の動きをとやのような背景で理解ナればよいだろうか。 ~~回品

の質物行動が限られた処点に集中するのは、そもそもサービスを供給する廠設の数が限定されるう

えに、立地上比較優位な地点が限られればそこにこれらの施設が集積するためと理解することがで

きる。ところがこの二つの前提が崩れたとき、すなわち販売イノベ}シヨンにともない供給施設の立

地に変化を生じたとき、あるいは立地優位を保証してきた交通体系に変化を生じたとき、買物行動

の流動パターンに大きな変化を予想することは困難ではない。つまり大型11古や量販府の進出とモ

ータリゼーションの普及によってこうした買物行動の変化がもたらされたと考えられるのである。

府玉県大型商l高名簿(1986年)に記載されている大型庖舗のうち、取級品目が「総合Jもしくは

「衣料品Jである!苫舗で脂綿面積が 3，000nr以上のj苫舗は全部で 112ある(図表 3・12)。このうち

1975年までに立地した大型肢は全部て， 55を数えるがほぼ全県的1こ分布しており、そのほとんど

(48 J苫)は最寄り駅から 5日()m以内にある「商業地型」の庖純であった。つまりこれらのJ苫舗は既存

の中心商J苫街あるいは駅前に立地して、中心商業地の体系を維持・強化する方向に作用してきた

J
 -。.

'
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在地:n型" 1剖~)主型 :日外型!

L可舗而h'i 1 Jim'以上 』叫i)!J !万m・nt 忠必

19，5'['王でに!日P815引 士19 I こ139' I11 161 

197丹 -~5;ド ;:IUjlgC5ï) .，9) .け81 .'91 .1111 

図表 3-12埼玉県における太型庖 "の分布(1985年)

u埼玉県大型商底名簿jより若者ー作成aデータは 1985年 4月 1日現在)

1)1&級品目がr総合Jもしくは「衣料」を含む大型商l占に限定しているa

2)級官千駅から5∞m以内を『商業地型1，それ以外を「郊外型Jとして若者が認定した。
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のである。しかしながら 1976年以降に立絶した 57底のうち 47I苫までは県南部に即応したもので

あり、これが県南諸都市における地元信向率の上昇に貢献したとし、ってもよい。また既存の中心商

庖街や駅前以外に立地する「郊外製j凸、うべき応舗の比率は 亘書11を越えており (30唐人こうした

大型応の新たな立地展開が買物行動パターンを拡散化させる一l&1となったといえよう。

一方、日常生汚における自家用車の利用も当然のこととなり、崎玉県川越市で調査した事例で

は翻斎世帯(204世帯)のうちの 86%が自家用車を所有し、 811iil日の外出行動 (1，693トリyプ)の

うち 45%、月眼目の外出行動 (1592トリップ)のうち 30%が白家用車による外出であったョ二のよう

な自家用車利用の普及は、それまで鉄道やパスの結節点として{果たれてきた既存中心地の優位

性を減少させ、逆に交通混雑や駐車場の不足などの不利益が少ない郊外の幹線道路沿し、を新た

な立地点に選択し、ロードサイド型I吉富市の業生をみたのであったaこうした交通手段の変化が新た

な販売形態の登場をもたらし、またその逆に新たな販売形態の展開が交通手段の変化を促してい

くように、両者の関係は相互作用的である。しかし、少なくともこうした自由度の商い応舗の立地

移動形態の出現が、既存の商業中心地に顧客を引き付ける吸引力よりも遠心力の方を強〈作用さ

せることにより、買物行動の拡散{じをもたらしたとし、うことはできるだろう。

3.3.小+舌

郊外では家庭の主婦層をはじめとして地元就業者の期加が顕著になり3 確かに就業空間として

の郊外の発展を認めることができる。しかしながらそれは，都心や副都心に匹敵するような機能をも

っ新たな雇用の核が郊外に形成され，それが独自の圏域を主張するようになったものとはいいきれ

ない。むしろ壮年男性層を主体とする中心市就業者と主婦をはじめとするその他の属性によって就

業空間に軍献がみられるようになり，資本の基幹労働力は中心市に通い，補助的労働力は地元で

!動くといヨ区分が明瞭になったと解すべきであろう。それは，一方では，資本の再編{とともなう都市

労働力市場の変容とパック・オフィス的な業務の郊外分散の結果でもあるが，他方，3市外転入|止41:

の主婦が子育て}拐を終えて労働市場に参入する!lliJき，すなわち専業主婦として役割を固定されて

いた生活者が生謀者としての役割を干帯びるようになった結果でもあると解される。

一方，郊外の買物空間に関しては，中心市指向率の低下と地元指向率の上昇が指摘されるが，

この中で郊外の既存商業中心地への集中は必ずしもみられず，結果として特定の核が強力な吸

引力をもつような術造はみられない.つまり買物空間]としては郊外の中で完結するような絶域に収

束しつつあるものの，その中で買物行語~J の官官!TÚJパヲ -;..-1立砂'1 1lî.iな指向性をもたず，拡散化の!llíJき

がみられる。こうした変化に大きな影響を与えたものとして，自家用車利用の普及ならびにそれに対

応した施設の立地があげられ，これらによって自由度の高い行動が可能になったことが大きい。

ところで，大都市圏の多核的な地域構造をイメージする際に、二つの考え方がある九そのひとつ

は「集中的多主主化Jと称されるもので，大都市の都心や副都心に対抗し得るような機能を持つ核都

市が周辺地域に形成され、それぞれの自立した核都市会中心とした圏域に大都市闘が分割され

ていくとする見解である。今日北米にみられる suburbandownlowJ1や edgecilyと呼ばれる郊外

緩の形成はこうした大都市圏の再編を確認するものであり、またわが国の首都改造計画や第 4次

首都圏整備計画にみられる多核多隠榊怨も、大都市の周辺地域に点在する業務核都市を中心と

した閤域の連合体として大都市閣の再編を誘導しようとするものである。また，都心や副都心に匹

?藤井正(1990):r大都市閣における地域併進研究の辰吉~ )， r人文地理J.42.6， 522.544. 
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敵しないまでも.大都市圏における階層システムに準拠して。上位の中心地を繍完するf補完的多

主主化]81もこうした考え方の範日書に含まれるg

らうひとつの見解は、分散的な多数の核とその錯綜する勢力簡の集合として、周辺地域が全体と

して自立化傾向を示すというものであり、「分散的多主主化jと称される。大都市の犠ii起を代谷あるい

は繍完するような特定の安11外拠点を後として自立化するのではなく，むしろ自宅を中心とする身近

な生活圏のなかにさまざまに異なった機能が分散し，人々はそれぞれの生活圏をネットワーク的に

結びつけることにより，総体的に自立した生活を展開することができるとするものであるoこのことは

機能の核化(集積化)ではなく拡散化ととらえるものであり，京市外化が4苦しく進展したのち，郊外の

内的充実により成熟化してし、く過程を反映したものとしてとらえることができる。

本軍の分析で得られた結呆は，商業機能については郊外分散が広く認められ，それはI鉱散

{ヒJを支持するものである。一方，雇用の分散は認められるが，それは必ずしも中心市の原苅を特

徴づけてきた機能が郊外に分散しa 特定の核に集積するようになったものとはいえない。むしろ補

助的な機能が広く郊外に紘激し，それに対応した労働力が参入したことによって服用の変動が生

じたものと解釈される。この点については機能や雇用の郊外への分散あるいは集積化についてさら

なる質的検討が必要であり勾，とりわけ経済若者i克が激変し臼木の資本主義が大きな転換期をむかえ

た1990年代の動向を吟味する必要があるが，ここではとりあえず 1980年代までの動向をふまえて.

東京大都市闘が「分散的多核化」の方向に向かっているとする見解にしたがっておくことにする。そ

して，その結来として郊外の居住地を中心とする生活空間の充足が中心市と郊外の相互関係の変

容を示唆するのであるが，次章以下で郊外の生活空間の構造を明らかにするなかでこのことにつ

いて論じていくことにする。

8石川雄一 (1996)・f京阪仲大都市胞における多筏{との動向と郊外伎の特性].W地理学評論j，69A-6， 387-
4140 

'富凹も商業傾能の鉱散lヒを認める一方，雇用の分散についてはさらなる検討が必要であるとして判断を留保し

ている.冨田和焼『大都市磁の構造的変容1古今喜段。 1995年.
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第4章郊外住民の外出活動と生活空間

従来の都市研究では，機能の立地や筋設の配置，あるいはそれらに対するアクセス条件などへ

の関心はつねづね表明されてきたが，そこに居住ナる人々の日常生活の実態については，さほど

言及されてこなかった。また，集計的な統計をもとにして康用やサーピy、の供給が論じられることは

あっても，都市に暮らす人々の日常生活全体を，人々をとりまく社会的物理的環境と!溜速させて統

一的に考察する視点は弱かった。

たしかに図書争制査や購賀行動に関するデータは，通勤や買物といった我われの日常生活活iJiJJ

のいくつかの断商に関し， 一定の精度で安定した情報を提供してくれる。そして，それらの分析を

通じて交通や絡設配分の問題について示唆を与えてくれる。しかしながら，長距隊通勤が我われ

の日常生活に与える影響とか，家庭の主将1が仕事を持つ際の日常生活の調整などといったことを

知るには限界がある。つまり，個々の活動が我われの生活のなかでどのように林造化し相互.に影響

を与えているのかについて，分百↑I化された活動をみている限り，その理解は一市的なものにならざ

るを得ーないのである。

ヌド章は，こうした問題意識にもとづいて実施された生活活動制査の分析をもとに，都市住民の日

常の生活活動の基本的な特性を把怪し，その空間的な広がりすなわち生活空間の成り立ちを明ら

かにしていく。そして，そうした生汚空間の基本構造をふまえて，職伎の分離や男女の役割分担と

いう郊外を特徴つけてきた機構が，今日通勤の遠距際化や女性の社会進出のなかで大きな問題

を抱えているζと会論じようとするものである。

4-1 生活活動調査

我われの日常生活はさまぎまな活動によって成り立っているが，これらの活動は， 1日が 24時間

であるとし、うl時間的制約と交通や施設の分布などの都市構造による空間的制約に規定され，配

分されている。このような配分綴式を活動パターンと称すれば，活動パターンのうち時間配分に注

目したものを生活時間研究，空間選択に注目したものを空間行動研究，移動に注目したもの金交

通行動研究として対応づけることができ，それぞれに研究の蓄積がみられる九しかし従来の研究

の多くは，特定の活動とそれにともなう移動のみが断片的に取り上げられることが多く，また.B#Foii 

次元を無視することはなくても意識的に排除することによって，空間的な分析を優先する傾向があ

ったことは否定てFきない。そこで，時間次元と空間次元を明示的に結びつり，生活問活動を包指的

に把握する調査研究が必要となる。

現在，わが国で一般的に入手できる生活活動についての調査データには，総務庁による『社会

生活基本誠査~， NHK の『生活時間調査~，それに各地の炎過言\-i函担当機関が笑絡する『パーソ
ントリップ調査』がある。そのうち『社会生活~本潟査』や『生活時間調査』は全閣を対象とした大規

模な抽出調査であり，その精度や信頼性は高いものの骨基本的には生活時Illlの調査であって活動

3こうした研究の包活的な展望に関しては， )11口仲谷 (1991)を参照されたい.川口太郎・仲谷法夫 (1991)r郷

市における生活行動研究の視点J，W人文地理A.43， 348-367。



調査地域

調査対象日

有効回答

図表4-1 生活活動調査の線要

下諏il}J調査

長野県下諏訪問T
1988年10月16・17日

58世耕

(夫妻各58人)

日進言調査

愛知県日進町

1990年7月1・2日

187世帯

(夫姿各187人)

川島産調査

埼玉県川越市

1990年10月28-29日

20+世帯

(夫199人，主izO+人)

川占基調査には佳子世待が 51!tl百含まれているので，その分だけ安の回答者数が少ない，
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場所に関する情報は得られないコ 方，11'パーソントリップ調査』は各地の都市闘を範凶とし，住民

の 1 日の移動の記録念集計したもので，活動の時間的・空間的情報が同時に記録されているとい

う点で平1))有価値は高い。しかしながら，移動に関するデータは詳しく調べられているものの，外出先

での活動の内容は大まかに推定するしかないαしたがって，これらの既存データでは利用の可能性

に限界があり，本研究では生活活動に関するi時空間の情報を一元的に犯挺できるデータを，長野

県下諏訪町，愛知県日進国T(現日進市)，埼玉県川越市において収集した')(図表 4-1)。

今日，わが国の人口のなかば近くは三大都市閣の 50km圏内に居住し，そしてその大半は中心

市をとりまく郊外地域に居住している。すなわち，都市化の進展したわが国では，都市的な生活綴

式が住民の生活f音節Jを規定しているといってもよく，その典型を大都市留の郊外地域に求めること

ができる。そこで，東京の郊外に位置する川越市と名古屋の郊外に位置する日進lI1Tを初査地滅に

選ぴ，さらに，これらの郊外都市と比較する意味で，地方都市である下諏訪町を選定したのであ

る。

下諏訪町，日進IJlT， )11越市で実施した調査は，1，、ずれも特定の日曜日から月曜日にかけての 2

日間 48時間の問に，モニターが実際に行った活動の調査て・ある。すなわち，各世帯の夫と衰のそ

れぞれに対し.当該 2 日間に行ったすべての活動を 15分刻みに区切ったスケジュール表に記入

してもらい，さらに外出した際には，利用交通手段や所要時!日j，移動先の場所や名称，用件などを

併記してもらった@調査票の形式は活動日誌 (aclivil)'diary)と呼ばれ，生活l時間前査とパーソント

リップ調査の誠査;!?~合成したようなものである。

調査世幣は基本的には勤労者世干告を対象とし，その選定にあたっては，住居の地理的分布の

ほか，世帯のファミリーステージと妾の就業状態lこ注目し町それぞれの世帯属性が-Aの古1)合を

占めるように配慮された。 したがってこの調査は勤労者世帯を中心にモニターをj採集し，世帯属性

をある程度コントローノレしてモニターを選定したものであり.必ずしも地域の母集団を忠実に反映し

たデータではないことに留意する必要がある。

4-2 外出活動の基本特性と生活空間の重層機造

l-iAの調査は荒井良縁{東京大学人間iJ*排平(名古屋大学)，仲谷徳夫(金沢大学)の各氏と共同で実施さ

九た，なお，制査の概要については，荒井ほか(1996)第 3章を参叩.されたい。荒井良雄・岡本耕平仲谷常夫

川口太郎・『朝日市のさ;gfl円と時間i生活活動の時間地理学~，古今~院， 1996 年。
'ファミリーλテージについては夫婦の年齢および子供の有無，.*:子の年齢に注目して， A-Fの6つのλテー

ジを設定した(図表 4-15参照).また，Offiの就業形態については，庭用形態に関係なく調査梨に記入された l週

間当たりの就業時間を参考にして f専業主婦Jfパートタイム就業Jfフルクイム就業1に区分した。なお，詳細につ
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生活活勤務査は，自宅の内外を悶わず全ての活動を調査の対象止するものであるが.ここでは，

そのうち自宅外で実行された活動を「外出活動Jと称し，その特徴を慨観する。外出活動を分析の

対象とするのは，本研究の基本的な問題意:設が人々の生活活動を空間的な文脈のなかでとらえる

ことにあり，その分析に資するデータとして，自宅外の活動に注目するのである，

回収された活動記録のうち，記述の精度が著しく低いもの，あるいは単身赴任や出張・旅行・入

院などの理由により調査対象日に自宅に滞在していなかうたものは『欠綴データJとして除外された

また，外出がその日のうちに完結しない不完全サイクノレや特定の地域のみで観察され普通性を持

たない活動"は分析の対象から除外したが，こうした不完全サイクルや特別活動による外出を除くと

外出記録が失われてしまうものも「不完全データJとして除外された。その結呆， 3地域あわせて夫と

妻の 2日間延べ 1，786人分の回収デー夕方、ら 1，701人分の有効回答を得た

得られたデータは，それぞれ調査を実績した時期も違えば地域的な条{牛も大きく異なる。しかし

ながら，外出活動の基本特性をみると，こつした時間的・空間的条件の遠いによる差異はさほどなく，

むしろ夫婦問や曜日による外出活動の差異が大きい九つまり，今回の調査で対象としたような勤

労者の世帯では，たとえ時期や地域は異なっても基本的な生活活動のパターンは類似しており，

ある程度地域差を捨象した議論が可能であると思われる。そこで本草ではまず，3地域あわせたデ

ータに基づいて，外出活動を分析する際の操作的指標の提示とそれによって得られる 般的特性

について概観し，そのあとで，地域による条件の差の影響を大きく受けている側面について検討す

ることにする。

4・2-1 外出活動の基本特性

外出サイクル 交通行動研究では，活動が行われる地点をストップといい，ストップか

らストップへの移動をトリップ，自宅を起終点とする一連のトリップの連鎖をサイクノレとし、うが，この別

法に準拠してここでは，自宅を出発してから帰宅するまでの一連のトリップを「外出サイタノレjと称し，

その基本的な特性を概観する(図表 4・2)。

外出サイクノレ数は 1日あたりの外出回数に相当するが， 1回が 53.0%，2回が 26.2%，3回が

1l.2%であり，3回以下の外出が 90.4%に達する。つまり，多くの人々にとって外出活動は限られた

行為であり，あえて自宅から外に出ょうとする意図には，積極的なあるいは必然的な意味が込めら

れていると理解できる。l 日あたりの外出サイクノレ数の平均(平均サイクノレ数)をみると，休刊には夫

の 1.66に対し妻は1.75と夫婦の差がそれほどみられないが， 平日には妻の平均サイクノレ数は 2.08

と頗繁になるのに対し夫は 1.14と少なくなり，その差が拡大する。後述するように休日には夫と妥の

活動内容の差も少なくなるが，平日 は夫は仕事，萎は家事といった役制分担が顕著であり，その違

いが自宅をベースとする外出の回数であるサイクノレ数に反映されている。

いては荒井ほか(1996)前出 2)参照。

‘下探訪では当日 ，県知事選挙の投票が実施された。また町内にf晶泉が湧出する当地では，内湯がありながらも

共阿混泉浴場を利用することが往々にしてみられる。こうした活動は他の地峡ではみられない活動であり，特別活

動として別分類した。

s荒井(1992)は.川起と下部訪の比較において生活活動の基本構造にはそれほど違いがなb、ことをi珂らかにし

ている也これは，この調査が平均約な勤労者を対象に行われたものでありs今円のように都市的な生活椋式が最透

し生活水準が均一化した状況のなかでは.勤労者の生活ー活動にさほど大きなl也壊的な遺いはないということである.

しかしながらa 自営業や自由来を営む世帯など生業の庁長惣が異なる場合や，時代や社会経済水取の l~なる状況

において差異がないということを保在するものではないa荒井良雄 (J992lf都市における生活活動空間の必本憎

迭とその問題点J.f信州大学経液学論集J，29，27-67。
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図表4-2 外出サイクルの基本特性

休日 平日
合計

夫 妻 夫 主Z
有効回答者 409 100.0'ゐ .138 100.0% 410 100.0'" 4~4 100.0% 1701 100.0切ら。 20 4.9拓 21 4.8略 4 1.0% 14 3.2% 59 3.5.1. 

JクJ 2 3 i 

193 47.2% 185 42.2% 353 86.1弘 170 38.3% 901 53.0% 
125 30.6% 146 33.3% .15 11.0% 129 2.9.1% -145 26.2% 
52 12.7% 64 14.6% 7 1.7弘 67 15.1!品 190 11.2% 

ノ数レ マ， 16 3.9弘 16 3.7'¥¥ 1 0.2% 42 9.5% 75 ~1. 4~も

5 3 0.7% 4 0.9也 。0.0% 1:3 2.9% 20 1.29ら
6以上 。0.0% 2 0.5% 。0.0% 9 2.0% 11 0.39も

総サイクル数 678 100.0% 768 100.0% 468 100.0也 922 100.0% 2自36 100.0% 
平均サイクル数 1.66 1.75 1.14 2.08 1.67 

仕事 58 8.6略 38 4.9% 388 82.9% 257 27.9首 741 26.1% 
民物サービス 223 32.9略 352 45.8% 16 3.4% 199 21.6弘 790 27.9抽
外食 37 5.5也 38 4.9略 4 0.9% 16 1. 79も 95 3.3弘

イク レジャー 139 20.5% 55 7.2% 23 4.9% 17 5.1% 264 9.3% 
ノレ 送迎 u 3.5弛 47 6.1句i 5 1.1% 188 20.1 ・比 26.1 9.39‘ 回

社会交際 67 9.9唱 79 LO.3% 5 1.1帖 28 3.0弛 179 6.3% 的
個人交際 47 6.9略 67 8.7% 4 0.9% 56 6.1弛 114 6.1% 
その他 83 12.2略 92 12.0% 23 4.9¥1¥ 131 14.2¥1¥ 329 11.6弘

徒歩 134 19.8弛 183 23.8也 31 6.6% 287 31.1¥1¥ 635 22.1% 
移 自転I巨バイク 59 8.7¥1¥ 116 15.1% 21 4.5¥1¥ 187 20.3% 383 13.5帖
動

自家用車 4.11 65.0% 428 55.7略 241 51.5略 353 38.3% 1463 51.6抽手
段 パス 3 0.4% 9 J.2弛 4 0.9% 22 2.4'也 38 j .3'，品

電車 41 6.0% 32 4.2也 171 36.5¥1¥ 73 7.9覧 317 1l.2% 

t少とり 249 36.7% 266 34.6也 433 92.5也 535 58.0% 1483 52.390 

同 夫婦 178 26.3略 176 22.9恒 13 2.8見 61 6.6% 428 15.1 % 

n 家族 126 18.6唱 125 l6.3弘 6 1.3% Jl 1.2% 268 9.4叫
者 子供 ;;8 8.6% 133 17.3% 6 1.3% 225 24.4% 422 14.9% 

その他 67 9.9鴨 68 8.9司 10 2.1也 90 9.8% 235 8.3% 

外出目的 自宅から活動地点(ストップ)までの直線距離にそこでの滞在時間を釆

じた「時間キロJが最大となるストップを「主ストYプJと称する九全てのストップにおける活動は[仕

事Jr買物サービスJf外 食JfレジーγーJr送迎Jr社会交際Jr個人交際Jfその他Jの 8つの内容に分

類されているが71 • 主ストップにおける活動内容をサイクノレの外出目的とする@

6 これは，ストップが複数にわたるサイクル(多目的トリ';/7・}において，その外出の主たる目的を便宜的に設定する

必要があるからである。 zトップでの滞在時間やストジプまでの使館の大小で主目的を判定しないのは.散歩やドラ

イブ，送迎なと'ストyプでの活動自体よりもそこに至るまでの道程の方に;Ii!':詫が認められる活動を考慮するためであ

る。ちなみに自宅方、ら 100km朱備のλトップ (4.442ストップ)についてみると.平均距離 5.76(様漉偏差 9.30)knl. 

平均滞在時間 134.7(同 199.4)分であり， I時間と距磁の績で示さ礼る主ストップの認定は.尖i擦には1帯夜時間に

依存することが多い。

Y 回答者はストップでの活動内容について自由な書式で記載するよう指示されており，それを回収後に分鼠・コー

ド化した。それそ'れの活動の小分績は以下の通りである{カシコ内I;j:細分額).(I)仕事(11It事.12出張)。②貨

物サービス(21貨物.2:!サービス， 23銀行郵便局， 24その他)，@外食 (31食事.32喫ぷ・飲食)。⑥レジャー
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図表4-3 外出サイクルの平均外出距離(km)

平均標準偏差

全体 6.72 l:lA2 

仕事 12.41 15.51 

買物サービス 3.29 4.96 

サイク
外食 5.78 8.84 

レジャー 11.19 20.l3 
Jレ 送迎 2.26 2.88 
自
的 社会交際 3.39 7.10 

個人交際 8.4l I，I.H 

その他 3.3:1 17.53 

徒歩 0.50 0.37 
移 自転車ノ〈イク l.30 1.23 
動

自家用車 6.81 10.56 手
段 パス 4.31 1.97 

電車 25.61 2.1.97 

サイクルの目的知l構成をみると，買物サービス (27.9%)と仕事 (26.1%)が二大外出目的であり，

休日には買物サービスが，平日には仕事がもっとも多い外出目的となっている。これを夫婦別にみ

ると，休臼は夫・妾ともに買物サービスの外出サイクルが最も多く(夫 32.9%，套 45.8%)，それ以

外では夫のレジャー (20.5%)が若干めだつものの，夫婦の問に外出目的の違いはあまりみられな

い。それに対して平日は，夫が仕事(82.9%)に突出する一方，委の外出はf士事 (27.9%)と買物サ

ービス (2l.6%)，送迎 (20.4%)の割合が高い。平日の妥の外出サイクル数は夫の約 1.8倍あるが，

この差はこうした雑多な内容をもっ平日の外出活動によってもたらされている。

ところで，外出サイクルのなかで自宅からもっとも遠い地点(ストップ)までの距離を外出距隣と称

し，平均外出距離を目的別にみると，仕事 (12.4km)やレジャー (11.2km)，個人交際 (8.4km)の平

均外出距隊が全体の平均 (6.7km)を超える(図表 4-3)。仕事の平均外出距離が大きいのは，とり

わけ大都市圏の郊外地域で長距離通勤がめだっためであり，同僚に夫が休日にゴルフに出かけ

た事例が多いレジャーも，ゴノレフ場までの距離が速いことが影響しているo また，個人交際について

は.その内容は実家・親族や友人 ・知人とのつきあいでありいずれも対象となる相手が広範に分

布していることが影響している。一方，送迎 (2.3km)や実物サーヒス (3.3km)。社会交際 (3.4k"， )， 

その他(3.3km)などは平均外出距離が短く。自宅の周辺での活動が主体となっている。もちろんこ

うした外出距隊は，それぞれの活動の目的地の分布に強く規定されるため地域差が存在し，それ

については後でさらに検討を加えるが，少なくとも，外出活動の目的に応じた活動圏がいくつかの

距離帯ごとに設定されることを想起させる。

移動手段と同行者 外出サイクノレの一連のトリップ移動手段のうち， f屯再[JfノくスJ

f自家用車Jf自転車バイクJf徒歩」の順にランデづけ，もっともランヲが高いものを外出サイクノレの移

(41 I肱歩・.iIl:び， 42行楽， 43スポ-:/， 44イベント， 45観戦鑑賞， 461亜味・けb、こごと.47勝負ごと， 49その他人

⑤送迎。⑥社会交際(61干供関連， 62 J也岐社会関連，631瞳易関連， 64冠締葬祭I:1か).⑦個人交際(71築家

製族，72知人・友人)。⑤その他(81家庭雑事， 82職場開通!の教育・研修， 83宗教行事， 84医療.85子供の世

話， 86地域社会関連行事 89その他)。
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図表4-4 外出サイクルの移動手段と同行者

徒歩・自転車パイク 自家用車 バニλ・電車 合計
合計 1018 100.0% 1463 100.0% 355 100.11% 2836 100.0% 
ひとり 629 61.8% 569 38.9% 285 80.3% 1483 52.3% 
夫婦 82 8.1% 324 22.1% 22 6.2% -¥28 15.1% 
家族 34 3.3% 230 15.770 4 1.1% 268 9.4% 
子供 182 17.9% 227 15.5% 13 3.7% 422 14.9句
その他 91 8.9% 113 7.7% 31 8.7% 235 8.3% 

i!i)J手段と称する。3地域をあわせた全体の椛成をみると，全サイクルの過半 (51.6%)を自家用車が

占めている。それぞれの移動手段による平均外出距自ftからは，徒歩 (0.5km)や自転車・パイク(1.3

km)が比絞的近隣の移動を，自家用車 (6.8km)やパス(4.3km)が中腹自ftの移動を，そして電車

(26.6 km)が遠距出産の移動を分担していることがわかる。ただし自家用車による平均外出距離の変

動係数はほかの移動手段と比べて際だって大きく，近距離から遠距隣までさまざまな佼われ方がさ

れている。つまり，自家用車はきわめてフレキ、ンピィロティの高い交通手段であるということができ，そ

の反商，自家用車と移動距離が競合するパスの利用率はきわめて低し、旬。

つぎに，外出サイクルの同行者についてみる。ここでの同行者とは主活動を行ったときの同行者

をδし，家主長内の誌と同行したかを基準に分類している。全体の 52%にあたる活動はひとりで行わ

れているが，休日と平日では際だった差がみられる。すなわち，休日にはひとりの外出とならんで夫

婦や家族を同行する外出がめだっのに対し，平日は夫の場合はひとりの外出が，姿の場合はひと

りもしくは子供との外出が多くなる。これは，休日と平日の活動内容の泣いを考えれば明らかである

が，このことを祝点を変えてみれば，家族単位の活動が主体となる休日と個人単位の活動が主体と

なる平日では，その外出活動の特性が大きく異なることを示している。

移動手段別の同行者をみると(図表 4-4)，徒歩・自転車バイク，パス・電車はひとりの杏1)合が高<.

それに対して自家用車は夫婦や家主主なr復数の人間が外出する際に利用する場合が多い。つま

り，自家用車は“みんなてる行動するYきの乗物であるといえ，休日の外出活動には欠かせない交

通手段となっている。従来の都市計画では，家庭用の自家用車に対して比較的否定的な態度をと

ることが多かったように思われるが，通勤手段としての利用はともかく，休日の活動の保障とb、う意

味では，自家用車の利用を積纏的に評仰せざるを得ない状況が出現している。

4-2-2生活空間の重層構造

活動をどこで行っているかということは，活動を行う主体の意志とは別iこ，活動を実行するための

施設の分布やそこまでの交通条件などに大きく左右されており，したがって地域性に大きく依存ナ

る。そこで，前項では地域差を捨象して外出活動の特徴を概観したが，ここでは空間的な観点を交

えて検討することにする。

外出距離の地峻別・夫妻別・曜 日見1)平均(図表 4-5)について，平均値の差の検定を行ない 1%

危険率で有意な差が認められるのは.J也域援が平日の夫fこ(下諏訪 3.9km/日進 12.5km/)II越

21.9 km).曜日差が川越の夫に(休 日 7.2km/平日 21.9km).夫婦差が日進の平日(夫 12.5km 

自このはか，パスから電車に采り縦いだ場合，主移動手段の定義からパλの利用が計上されないといった練作上
の要悶もあるa



-5S 

図表4-5 外出サイクルの平均外出~é売を (km)

休日 平日

夫 安 夫 妻

下 サイクル数 87 96 73 122 
言匝 平均 4.70 3.90 3.90 1.82 
訪 標準偏差 10.13 9.60 5.05 3.48 

サイクル数 293 299 190 388 
日 平均 8.39 5.27 12.49 3.40 進

標準偏差 21.12 8.34 18.63 4.47 

サイクル数 298 373 205 412 
)11 

平均 7.18 4.00 21.90 4.65 越
標準偏差 12.31 8.60 17.60 12.04 

/妻 3.4km)と川越の平日(夫 21.9km/妻 4.7km}である。すなわち，休日には地峡間・夫妻間で

外出距離にはあまり大きな差がなく，平日の妻や下無訪の夫の外出距離も休日とそれほど違いが

ない。それに対して，日進や)11越といった大都市圏の郊外住宅地の平日の夫の外出距離のみが

突出しており，それは結局，仕事による外出が大きな偏向要因となっているものと考えられる。

そこで，全ての外出サイタノレから仕事目的の外出サイクルを除いて外出距離の累積額度分布を

求め， f旨数曲線 Y=l-a'e.λp(bX)にあてはめた')(図表 4-6}。その際，距離が小在い阪にひとつず

つデータを加えていき，曲線への適合度が極大になった地点まて'を第一の回帰曲線とし，さらに阪

にこの操作を繰り返してしだと， 1.0 km， 6.0 kmの 2lf-を境界とする 3つの!肋績に分割された。すな

わち，外出距隊の頗度からs 仕事を除く日常的な外出行部j圏は，自宅から 1km以下の[1頚， 1 klll 

超 6km以下の日圏， 6km越のm函に区分されることになる9

100% 

80% 

60弘

40% 

20% 

0百

9 荒井 (1992)，前出 5)参照

。 10 20 

自宅からの距離(回)

30 

図表4-6外出距総(仕事を除<lの累積頻度分布
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図表 4-7は，仕事を含めたすべての外出活動の距離圏別権成を，上述の区分にしたがって示し

たものである。日進と)11越における夫の平日の外出活動を除いて，多くの活動は l圏と H薗をあわ

せた 6km以下の圏域で行われている。すなわち，我われの日常生活の外出活動は I閣と日闘が

その主な舞台であり，日進や川越などの郊外地域における平日の夫の活動閤，つまり通勤闘がい

かに日常生活聞から'lfE縦したものであるかということが明らかである。

外出サイクルの活動圏と移動手段との関係をみると(図表 4-8)，1 1塑の外出は，いずれの地域

でも徒;)Ji;が過半を占める。しかしながら，下諏訪や日;進では自家用車の利用も 1/3近くを占めてお

り，←方，川1a立では自家用車のかわりに自転車・バイクの利用が卓越する。日圏の外出は， It、ずれ

の地犠でも自家用車が最有力な交通手段であるが，川越では 11塑と同様に自転車・バイクの利用

もみられる。田園の外出は，下探訪のように公共交通の利便性が十分に際保されていない地方閣

ではもっぱら自家用車に依存することになるが，日進や山l践のような大都市閣の郊外では自家j智

恵ど電車が使用される。

結局， 11羽は徒歩か自家用車の二者択一，日圏は自家用車.凹閣は自家用車か電車の二者

択ーというのが基本的な構造といえ，ごく身近な飽殴と広域の移動を除いて自家用車が外出活動

の主たる手段となっている。そのなかで川越では，11頚・日 圏の移動に自家用車にかわる交通手段

として自転車・バイクが積極的に利用されていることが注目される，ちなみにそニタ一位指の自家用

車の保有台数は.川越が平均 1，04台であるのに対し，下諏訪と日進では I台らしくは 2台が中目半

ばし，それぞれ平均1.48台， 1.50台である。首都圏とそれ以外の地峻の道路事情や駐車場の状

況が保有台数の差をもたらしたものとむわれる，
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図表4-8 外出サイクルの距離帯別交通手段の情成

4-2・3 日常生活圏と地域構造

多くの人々 にとって日常の生活活動は居住地を中心とした限られた範聞のなかで行われており，

ひとり者11心に通う通勤者のみが突出し'IfE縦した生活空間のなかに日常生活を委ねている。すなわ

ち，我われの日常生活の外出活動は l閣と 日圏がその主な舞台であり， 1闘と 日圏をあわせた純

域を日;常生活圏と体することができよう，1閣は主として基本的な生活ーのニーズを充足させるため

の生活圏であり，日常の貿物やコミュニティのつきあいなど，短い時間枠のなかでいって'も思い立っ

たときに実行可能な活動，すなわち時間配置のうえでは裁量性のある活動の行動函である。したが

ってこうした観点から交通手段も徒歩や自転車・パイタといった身近な交通手段が用いられ，かなり

限定された空間的範域におさまっている。

一方，n圏は日常的な余暇活動や選択性の強い買物などを行なう絶域が相当する大さーっ1"'1'な

スケジュールの調整ができれば数時間単位の時間枠のなかで実行可能な活動の行!Ii}J闘であり， f 
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lま自家用車の利用医lこ相当する。 これに対して回閣は，鉄道の利用を前提!こしたような行動闘で

あり.一部の都心通勤者を除いてほとんどの人にとっては非日常的な空間である 1 明瞭な目的志

議(企図性)を必要とするほぽ i日がカ‘りの行動闘であり.そのためには綿密なス7ジューfレの誠整

を必婆とする。

以上のように 3つの閤械に生活閣をわけたとき， r圏から日箇，m圏になるにしたがってその鼠

域で活動するために必要とされる時間枠は大きくなり，したがって発生比率は小さくなる、つまり，多

くの人身にとって I閣と E圏が日常の生活空間であり.町国は非日常的な圏域に陶当するといえ

る@

ここで 11頚と E閣からなる日?吉生活閣と皿幽からなる非日常的生活幽を比べたとき，前者ーはもっ

ぱら徒歩や自転車・バイク，自家用車といった私的交通手段で移動が行われているのに対し，後

者の移動は鉄道など公的交通手段lこ依存する割合が高くなるa公的交通にあうでは.路線が固

定されていることから移動は一定の方向性を持ち，その利用にあたっては決めら礼た場所・時間;こ

出向かなければならないというように一定の企図性を必要とナる。これに対して私的交通は，利用

に際しての裁量;性・融通性に富み，移動の自由度が緩めて高いことが特徴である。そのうち l箇の

広がりは移動手段の制約により物理的な限界が明肢にあるから，自由度の爵iい活動はもっぱら日

閣で活性されることになる。自家用車の普及が日圏の範岐を拡大させるとともに，従来交通(公的

交通)を背景;にして導かれた結節約な地域体系に対して拡散化の動きをもたらし，郊外地主主の発

達をもたらしたといえる。

そもそも日閣は，数時間単位の裁量により笑行可能となる汚弱jの行動図であり，家事や育児によ

る時間制約の厳しい家庭の主婦や退勤後の勤労者に対して，社会 ・地j或への参加や余暇の充実

を保際とするl燃に大きな可能性を提供する。したがって，日圏においてどれだけの利便性と多様性

が篠保されているかが，地域において問われる課題であると面、ってもよU、。住宅地域の「生活の質」

は決して住宅の広さや自然環境の鐙かさだ付で保障されるものではなく，適当な生活さE問の広がり

のなかにさまざまな活動を幅広く展開できる選択肢の豊かさが.本当の「生活の質Jを意味すると忠

われる。

4-3失の通勤と臼常生活

外出活動には休日と平日で大きな途いがあるョ休日の外出は実物サーピスや余暇的な活動を

主体として，その特徴は夫婦や家族との同行にあり，家庭内の結びつきを確認するといった窓味あ

いが5昔、い 10)。それに対して平日の外出は個人単位の活動が主体となり，夫は仕事:を中心とした勤

務先での生活が 1 日の大部分を占め，自宅を中心とした斐の生活とはまったく ~IJの 1 日を送って

おり，夫と妻の活動空間は著しく呉なっている。そこで木節と払~ittiて'1立，夫と姿の平日の活動につ

いて詳細に分析することにより.平日の日-，r;生活活動の一端を明らかにしてみたし、。その際，前節

の分析は集計量を中心とした概観を示すものであったが，ここでは，それぞれの活動のつながりや

連続に注目して分併することを意図する。

平日の夫の外出活動は単純である。例えば川越を例にとってみると，1日の外出回数を示すサ

イクル数 iが 88.3%，1回のサイクルあたりのストップ数 lが 70.7%.そしてサイクル目的の 81.5%

"荒井良雄・)11ロ太郎 (1992) 休日の外出活動に対する家践のライブスチーヅの影縛J.r日本都市計副学会

学術研究論文:!IU.27. l57-162，.J:.たIJ.;Rtでも買物活動キ例にこのことを詳しく論Lている。
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が仕事である。つまりaその外出活動は仕事によって特徴づけられており町自宅と勤務先を往復す

るだけのサイクルが大半を占めているしかしながら，日進や)11越と下策訪の夫の外出特性を比較

すると，下諏E方では 1日あたりの平均サイクノレ数が1.43と日進(1.11)や川主主(1.09)よりも大きく， 1 

サイクノレあた切の平均ストップ教は小さU、(下諏訪1.16，日巡[1.43， 111 ~虫1.43) 。 そして仕事以外の

目的による外出も日進や川越よりも多くなっている b すなわち.大都市閣の郊外である日進や川越

と地方都市である下諏訪では，男女の羨や曜日の差に比べてその蓬は小さいといえども，平日 の

夫の外出活動にも遠いが見受けられ，それは地域に上る活動事情のi主いによってもたらされている

と考えられる。

4-3-1 夫の通動

モニター1ft椛の夫の通勤先の分布をみると11)，下誠訪のi通勤先は下諏訪町と隣接寸る岡谷・諏

訪問市をあわせた諏訪湖周辺地区で 87%に逮し，比般的近隣地峡がそのほとんとーを占めるεそれ

に対して日進や川越では.地元周辺とならんで名古屋や来京の都心iillWl者が多く，日進では名

古屋市が 64%，ハ|経では東京特別区部が 54%に達している。こうした通勤先の違いは通勤時間

に反映され，平均通勤時間は下線形Jの17.6分lこ対して R進は44.2分，川|越は 65.1分と長くなる。

とりわけ川越では通勤時間 11時間以上が 51%と過半を占め，長時間通勤者の多さが自をヲ|く。

ここで通勤先を市区町村の所在地をもとに，おおむね l()krn図， 20 km ~盟 .20 km趨閣の 3つの距

隊帯に分類すると(図表 4-9).下諏訪ではほとんど(87%)が 10klll閣に収まり，日進:では 10kw閣

と20km留をあわせた 20km圏内が 96%に達するが， )I/J韮では過半 (58%)が 20km趨闘に含まれ

るe つまり， 下諏訪，日 進，川越の順に地元での就業害IH舎が減少し.逆に長距離通勤が上菌加する。

図表4-9 夫の通勤距離帯と交通手段

IOkrn圏 20km随 20k"，超薗 合計

合計 48 100.0% 7 100.0% 55 
下 87.3% 12.7% 100.0% 
誠 徒歩・自転車バイク 11 22.9% 11 
訪 自家用車 33 68.8% 6 85.7% 39 

パス・電車 4 8.3% 1 14.3% 5 

合計 84 100.0% 88 100.0% 7 100.0% 179 
46.9% 49.2% 3.9% 100.0% 日

徒歩・自転車バイク I 1.2% 進
自家用車 73 86.9% 43 48.9% 4 57.1% 120 
パス・電車 10 11.9% 45 51.1% 3 42.9% 58 

合計 48 100.0% 32 100.0% 109 100.0% 189 
25.4% 16.9% 57.7% 100.0% )11 

徒渉・自転車ノ《イタ 6 12.5% 6 越
自家用車 34 70.8% 15 46.9% 自 7.3% 57 
パス・電車 自 16.7% 17 53.1% 101 92..7% 126 

1I調査震のフェース部分の就業状況に閲する質問項目について，来記入や無職I 自営，入院中単身赴任中な

どを除いた通勤者を集計の対象とした。分析対象となったそニグ一政は下型軽訪 55，日進 179.川辺 189である。
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i量動先と交通手段の関係についてみると，10 knl~富での透勤手段はほとんどが自家用露であるのに

対して，20 km 圏では自家用玄とパス ・ 電車が締半~iし， 20 km超閣になると圧倒的にパス・電車が

利用される，つまり，それぞれの交通手段lこ応じたE臣殿併の闘簡が存在し，それにはあま型地域差

がないとb、うことができる【近距灘の通勤には自家用車が使われ，長距隊通勤は電車を利用すると

いうことであり，近距離通勤者が多い下諏訪て仰は総体ーとして自家用車の利用が多く lさ距離通勤

者が多い川主主では電車などの公共交通撒関への依存が高いということで・ある。

4-3-2平日の夫の日常生活

ここでは月曜日のデータから，その担実際に勤務をした記録がある夫を対象とし.勤務の前後の

活動をみることにより，平日の夫の日常生活に仕事が与 える影響を検討する。ただい夜勤や出張

などで勤務による外出がその日のうちに完結しない不完全サイクルや自営業者の記録は分析の対

象から除き，勤務中の一時的な外出(昼食，貨物 j通院など)は無視した。その結果，下諏訪 48，

日進 166，川越 169の合計 383人の活動データが分併の対象となるeなお，ここでは勤務に係わ

る滞複を「勤務ストップJ，勤務ストップを含む外出を「勤務サイヲノレ」と称し.その前後での滞在や外

出を「前(後)ストップJ，r前(後)サイクルJと称することにする。

平日の夫の外出は外出回数 1図の勤務のための外出(勤務サイクJレ)だけを行ヨケースがほとん

どであり，出勤前に行われる外出(前ザイタ/レ)の行為者率は 2.9%，帰宅後に再び外出するサイク

Jレ(後サイクル)の行為者率は 8.4%にすぎなし、(図表 4-10)。前サイクノレは 12例あり，そのうち 8

例は早朝の散歩やジョギングて'ある。一方，後サイクノレは下諏訪での行為者率が 27.1%と高く，日

i隼(6.0%)や)11越 (5.3%)での行為者率と大きく異なる。比絞的通勤時間が短い下諏訪を除いて，

図表4-10 平日の夫の外出活動

下諏訪 悶進 川越 全体
行為者数 48 100.0% 166 100.0% 169 100.0% 383 100.0% 

外出回数 34 70.8% 153 92.2% 157 92，9% 344 89.8% 
z 12 25.0% 10 6.0% 11 6.5% 33 8.6% 

外
3 '予 4.2% 3 1.8% 0.6% 6 1.6% 出

総サイクル数 64 182 182 428 
イサ 前サイクノレ数 2 5 ~ 12 
ノクレ 行為者数 2 4.2% 4 2.4% 5 3.0% 11 2.9% 

後サイクル数 14 I1 8 33 
行為者数 13 27.1% 10 6.0% 9 5.3% 32 8.4% 

ストγプ数 43 89.6% 116 69.9% 119 70.4% 278 72.6% 
2 4 8.3% 32 19.3% 34 20.1% 70 18.3% 
3 1 2.1% 12 7.2% 15 8.9% 28 7.3% 

勤 4 。0.0% 5 3.0% l 0.6% 6 1.6% 務
5 。0.0% 1 日6% 。0.0% I 0.3% 

サイ 総ストyプ数 54 241 236 531 
タ iIIrストップ数 13 12. 25 Jレ

行為者数 。0.0% 12 7.2% 10 5.9% 22 5.7% 
後ストップ数 6 54 47 107 

行為者数 5 10.4% 38 22.9~も 41 24.3% 8~ 21.9% 
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帰宅後に再ひ'外出する余浴:土あ塗りみられない。後サイク Jレの 33伊l中 8例が敬広やジョギング t 品

illJが買物， 7例がスポ--;1や経号まなどのレジャーであるが，下無lnでは保育闘の総会や公民館の

運営委員会などへの出席もみられる。これらの集会1:):，日進や)11滋などであれば通効者の帰宅時

間を考えると平日に行うことは不可能であるが，下諏訪・でlよ平日の夜にこうした地減社会関連の催

しがもたれている。

つぎに，勤務サイクノレでのストyプ数をみると，ストγプ数 lの自宅と勤務先を往復するだHのヒaス

トン型サイクノレが下諏訪で 9割弱，日進と川|越で約 7制を占める。始業前にどこかに立ち寄るケー

スは少なく， 25例中 11例が妻や子供の送迎， 7例が車11食をとりに立ち寄ったものてユあるa一方，終

業後に帰宅途中で寄り道をするケースは，日進と川越では行為者皐がともに 20%を超え， 107 W<J 

ヰ152例は飲食， 22例は貿物， 11 fJiJがパチンコ・麻雀などのレジャーである.H車訪では帰宅後の

再外出が多いのに対して，日進や川越では帰宅途中の寄り道が多いのが対照的であり，とりわ付

)11越では 47例中 31例が飲食(飲酒)のための寄り道であったa

勤務サイクノレ・勤務ストップを関わず勤務の後に何らかの活動を行った行為者率は，下諏i!J5

37.5'*"日進 29.1%，川|泣 29.8%である。こうした比率には地域間でそれほど大きな違いはなく， 3

割前後の夫は勤務の後，何らかの活動を行っている。違いがあるのは，下探訪のよう4こいつたん帰

宅してから再び外出する後サイクノレによるか，日進や川越のように帰宅j企中に立ち寄る後ストップで

の活動が多し、かということである。

このような終業後の活動形態の違いは通勤閣の違いによって理解され.後サイクルの行為者主容

は ]0km圏通勤者が 14.5%であるのに対し， 20 km図・20km超閤通勤者はそれぞれ 4.3%，3.0%

であり.一方，後ストップでの行為者率は 10km圏通勤者の 14.5%に対し， 20km閤・20km越幽通

勤者はそれぞれ 26.1%，29.7%のように比率が逆転する。つまり，近隣通勤者はいちど帰宅してか

図表←11 夫の平均出勤時刻と帰宅時五11

人数
出勤 帰宅時刻
時刻 直帰 (人) 寄道 (人)

10krn園通勤者 421 7・49 19:04 381 21:50 4 下 20km園通勤者 61 7・23 19:59 51 23:05 謙
20km超国通勤者官B
合計 481 7:46 19:10 431 22:05 5 
10krn園通勤者 791 7:41 19・48 661 20:26 13 

日 20km閤通勤者 791 7:23 20:27 55 21:17 24 
進 20km超国通勤者 71 7:00 20・48 6 18:25 

合計 165 7・31 20:07 127 20:54 38 
10km閣通勤者 44 7:42 19:58 37 20・55 7 

)11 20kw園通勤者 301 7:24 20:20 251 19・53 5 
越 20km超園通知J者 941 6:58 20:19 651 22:28 29 

合計 168 7:14 20:13 127 21:53 41 
10km園通勤者 165 7:43 19:39 141 20・48 24 

全 20km閤通勤者 115 7:23 20:23 85 21・06 30 
体 20km超園通勤者」 JOl 6:58 20:22 711 22:20 30 

合計 381 7・25 20:01 297 21:28 84 
午前9時以降の出動と午後5時前の帰宅を除く
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ら再び外出する余絡があるのに対して，遠距縦通勤者は帰宅途上での活動にならざるを得ないと

いうことである"20 km幽・ 20km趨園通勤者品、うのは，おおむね口進や川越における名古屋市ーの

都心や東京都区昔日への通勤者であり，したがって都心通勤者ほど寄り道をする封、っても，上い。

出勤時間と帰宅時間の平均をみると，各地域の差よりも通勤闘のi主いによる差を顕著にみること

ができる(図表 4-11)。出勤時間は，多くの職場では始奨時間が回定されているので.それから逆

算して 10km圏 ~20 klll趨圏になるにつれて約 20分ずつ早くなり，10 km闘志勤者lこ比べて 20klU 

趨図通勤者は 40分ばかり早く，午前 7時には自宅金出なければならない。一方帰宅時間は，当

日の残業の有無などにより出勤時間ほど規則性はないものの，終業後まっすぐ帰宅した#'}合でも

F諏訪で午後 7時過ぎ，日進や川越では 8時を大きく回ってしまうことになる。CiJI7時{こ家を出て

夜 8時に帰ってくるような大都市留の都心通勤者にとって，自宅はまさに寝に帰るだりの場所であ

り，平日に充実した余暇生活を期待するのはほとんど不可能に近い。

4-3-3.長距離通勤問題

大都市圏の通勤者は他のさまざまな活動に比べて著しく長距縦の移動をiJ3iいられており，さまさ・

まな活動空間のなかで就業空間のみがひとつ突出してU唱。通勤時間の差はそのまま出勤時五11と

帰宅時刻の違いに結びついており，長時間の通勤がそのまま在宅時間を削る結果となっている。こ

ヨした長時間通勤にともなう実質的な労働時間の長期化は，体力の消絡や疲労の議繍，家族との

すれi主し、といった個人的な問題のほかに，地域社会におりる生活のあり方や社会関係に少なから

ぬ影響を及ぼしている。

それは第 1に，長距離通勤者にとって生活の場である地域社会との関係を維持しにくし、といっ

た間短がある。下諏訪の事例では勤務のあと一時帰宅し，その後なんらかの用事で再び外出した

者の割合は 27.1%に逮し，川越(5.3%)や日進 (6.0%)のような大都市閣の郊外に比べてきわめて

向い。下諏訪町のような地方都市では，日中は勤務に拘束される平日であっても終業後の夜の時

間を利用して活動することが可能であり，普段から自宅の近くの地域社会のなかで淡密な関係を

維持することが可能となっている。

それに対して大都市閣の郊外では，とりわけ長距離通勤者にとって平日の帰宅後に何らかの情

動を寸るのはほぼ不可能であり，夜の活動が十分にできないぶん休日に地域社会との接触を主Iiっ

ているとはいえ， そのつきあいは希薄なものになりがちである。さらにより興味深いのは，長距高話通

勤者が地域社会とのつきあいの代償として職場を通したつきあいを行つていることがうかがえる点で

ある。平日の帰宅途中に何らかの活動を行った者の制合は，下諏訪の 10.4%に対して日進が

22.9%， )11越が 24.3%であり，日進や)11越の都心通勤者では 30.4%， 30.9%であった。つまり者11心

通勤者の約 3i1irlは帰宅途中でどこかに"引っかかりぺその多くは会社の同僚と飲食をともにするも

のである。このことは平日の夫の活動が居住の場の近くよりも就業の場の近くで。家自主や地域社会

よりも会社社会のつきあいに重点がおかれていることを示唆している。

こうした原因は通勤時間の長さだけに帰殺されるものではなに職種や通勤交通手段あるいは地

峻性といった問題も考慮しなければならないだろう。しかし少なくとも都心通勤者の生活空間が居

住の場と就業の場に分裂し，そのなかで家族や地域社会との接触が希薄がちになることは否定で

きない。そしてこれは，単に家庭や地域において夫や父親の存在感を希薄にしているだけでなく.

長期的には定年退験者の日常生活の不安定さぞ疎外感を崎中高させるJJi!囚にもつながっているら

ではなかろうか。

次に第 2の問題点として，長距隊通勤が地域における性骨11や年併による役かl分拘を固定化す
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る}j向に働いている点を複摘しておきたい郊外に住んで都心の撚場に通うとすれば，綴 7時!こ

家を出て帰宅するのは夜の S時を過ぎてしまうしそうすると商業施設や託児施設の開設時間とミス

マッチを生じてしまい，家事や育児を円尚1::遂行するためには多大な努力といくぶんかの挙運が必

要となる。結果として家庭内の主たる働き手に余分な負錨をかけなし、ように家事;や育児が専業化し

て，家庭内の男女の役割分担を強く維持する方向にベクトノレが働いてしまうのである

例えば国勢調査のデータから，川越市における男女別年齢別の従業地先の構成をみると， 35~ 

5-1歳の壮年男子の従業地の 37%前後が県外であり，岡市の傾向からいってこのほ止んどは東京

都の特別区部を従業地としているまた若年女子もこれと同じような構成を示しているのに対し.い

わゆる主婦層の就業においては，市内をはじめとした近隣での就業がほとんどを占める。男性でも

高齢になると，主婦と同僚に近隣での就業が増加するQ 労働市場のなかで比絞的強い立場にある

壮年男子や若年女子には市外や者I1心での就業が確保されているのに対し，主婦や高紛者といっ

た弱者の就業の場は近隣に限られているとu、った構造が読みとれる。

必ずしも都心に通うことが自己実現の機会を広げるものてユはないとしても，少なくとb選択肢の問

題として，生活11寺問の配分や体力の問題などによる制約からこうした可能性を確保できないのは不

幸なことであるとb、ってもよい，都心に通うことは長距離通勤といった負担がある反面，壮年男子層

を中心としたごく限られた人々のみがa家族の協力のもとにはじめて実現できるといった側面もあるs

多綴な人々の社会参加を確保するうえで.現状の地域構造を背景とした長距離通勤には多くの問

題があるといってもよい。

4-4.妻の就業と日常生活

つぎに，家庭の主婦の平日の外出活動について検討してみよう。なお，ここでは妻を就業状態に

よって分類することにする，これは，家庭内の役割分担に関する現状の社会通念のもとでは，委が

仕事を持つことによるさまざまなしわ寄せは，ひとえに菱自身の裁量に任されるのが災状であり，経

済的な側商はともかく時間の制約の商からみると，姿が働きに出ているかどうかは家族の日常生活

に大きな影響を与えていると考えられるからである。

4-4-1嚢の就業と外出活動

ここでは月曜日に夫が勤務をした世帯(下諏訪i48，口 i並165，)il越 168)の委を分析の対象とし，

通常の勤務形態の如何にかかわらず，当日の勤務状況によって萎の就業形態を分類する。当 日

に勤務がなかった妻(下諏訪 24，日進 86，)11越 88)はがJ半数に達するが12).実際に勤務をした委

(下諏訪 24，日進 79，)11怨 80)については，その勤務時間によってさらに分額を行ない円勤務

時間が 5時間 30分未織を「短時間パートJ.8時間米織を「長時間パート1， 8時間以上をIフノレタ

イム J の 3 つに分類した(図表 4- 1 2) 。 典型的には， 短時間パートは 9:00~ 1 3:00 の約 4 時間]，長

時間パートは 9:00~ 1 6:00 の約 7 時間，フルタイムi立 8:30~ 1 7:30 の約 9 時間1 の拘束を受けるも

のとみなせる。パートとフルタイムの約 30分の始業時間のちがいや， 13:00，16:00"17・30といった

"新flil配達や家庭教師などの短時間のアルパイトは勤務とは認定しなかった.

¥]勤務途中の一時的花外出(一時帰宅も含む)は，これらのストYプを無視し通算して勤務時間に入れた。すなわ

ち，勤務先に出動L.，最終的に退社するまでを勤務時IflJe認定するのである3 保険外交や訪問販売の場合，帰宅

途中や帰宅後に営業することがあるが，それも鋭J務時聞には算入しなかった。
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図表4-12 棄の就業形態

下関訪 日進 川走車
平均 平均

始業時刻 終業時roJ
合計 48 100.0句 165 100.0% 168 100.0匂
勤務なし 24 50.0% 86 52.1% 88 52.4% 
勤務あり 24 79 80 

I上フ短長時時レタ間間イパノムミーートト 4 8.3% 24 14.5% 27 16.1% 9:05 13:18 
9 18.8% 23 13.9% 21 l2.5% 9:06 15:58 

II 22.9% 32 19A% 32 19.0% 8・25 17:38 
平均始業時刻については，始業時刻が11:00以降の勤務を除く

勤務時間が， 5時間30分未満を「短時間パート]， 8時間未臓を「長時間パート].8時間以上をフルクイ
ム」と-rる。

終業時刻の微妙なちがいは，後述するように大きな意味をもってくる。

先;こ示した夫の通勤続再起帯と同隊iζ，妻の通勤先をおおむね 10km図， 20km図， 20 km趨圏の

3帯に分類すると， 10 km~自の割合が下諏訪 10001<.， 臼進 71.8%，川|謹 76.7%ときわめて高く(夫

は順に 87.3%，46.9%，25.4%)，したがって平均通勤時間も下諏訪 10.3分，日進 28.4分， )11感

28.4分と短い(夫は順に 17.6分， 46.9分，65.1分)。下諏ilfjでは男女の差があまりみられないが，

R進や)11越では長距離・長時間通勤をする夫と近隣の職場に勤める衰の差がミ苦しい。なお，安の

iffi!WJ闘を短時間パート，長時間パート， フルタイムといった就業形態別にみてもそれほど大きな違

いはなく，夫に比べて通勤閣が狭い続四に限定されていることが大きな特徴となっている。

それでは，妥が仕事をすることは平日の活動にと'のような影響をもたらしているであろうか。平日

の妥の外出特性を比較すると，勤務のない妻は 1Sに平均 2.2回の外出をし，総外出時間の行

為者平均は 219分である。それに対し働く妻は，勤務時間が長くなるにつれて外出時間が長くなり

(短時間パート 396分，長時間jパート528分，プノレタイム 659分)，一方外出回数は減少する(順

に 2.3厨，1.9回， 1.4回)。外に仕事を持てば自宅外にいる時間が長くなり，したがって自宅をベ

ースとする外出回数が減少するのは当然のことである。しかし，勤務のある夫の外出回数が J.I回，

外出時間が 776分であることを考慮すると，働く妥は典盤的な専業主婦と夫の中間の外出特性を

備えており，自宅を中心とした家庭生活と職場を中心とした職業生活の聞で，厳しいスケジューノレ

の調整を迫られていることは惣像に難くない。

仕事を持つ姿が勤務の前後で何らかの活動を行った行為者率は， IIIiザイクノレ 17.5%，lIIiストッ

プ8.7%，後ストップ 43.7%，後サイクノレ 45.9%である。ちなみに夫のそれは，順に 2.9%，5.7%，

図表4-13 働く委の勤務前後のストップ内容

首11サイクル 酎Iストyプ 後見トップ後ザイクノレ 合計
民物サービス 6 4 65 35 110 
外食 5 3 8 
レジャー 10 11 
送迎 23 20 22 38 103 
社会交際 7 4 11 
個人交際 ，‘， ー コ [2 19 
その{也 両 14 17 
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21.9%，8.4%であるから，委は夫のように仕事に専念するだけでなく，さまざまな活動を掛け持ちし

て行わざるを得ない。前ストップや前サイクノレなど勤務の前に行われる活動のほとんどは送迎て'あり，

一方，後ストップや後サイクノレなど勤務の後に行われる活動は町送迎とならんで貨物サーヒ'スである

(図表 4-13)。つまり，妥は送迎とし、う活動にはさまれて勤務を行ない，さらに，勤務のあと買物を行

なうことを求められている。

買物サービス活動の行為者率を就業形態別にみると(図表 ι14)，勤務がない委の行為者率は

75，5%であり，パートタイム就業者でも 2/3以上の行為者率を維持しているのに対し，フノレタイム就

業者の行為者率は 36.(l'Yoと際だって低い。また，平均貨物時間も勤務なしの 63.5分に対し，短時

間パート 45.9分，長時間ノぞー卜35，9分，フノレタイム 26，0分というように短かくなる。つまり，仕事に

出かりることで時間的余裕がなくなるぷん，委にとって普通的な活動のひとつである買物活動もそ

の時間が削られ，あるいは断念することを余儀なくされている。仕事をするかしなし、かとu、うことは，

それぞれの家庭の事情があり，あるいは個人の価値観の問題であるが，少なくとも仕事をすることに

よって妾はいくつかの活動の遂行をあきらめたり，あるいは忙しい思いをしなくてはならないのが現

状である。

4-4-2 育児と蓑の就業

ファミリーステージ別に妻の就業形態の械成をみると(図表 4-15)，乳幼児を抱えるステージ B

(末子が O~2 歳)で催端に就業率が下がり，多少育児の手聞がかからなくなったλテージ C (末子
が 3~5 歳)になると短時間パー トが増え，さらにステージが 0 ・ E 以降になると長時間の勤務の就
業型が多くなっていく。すなわち，出産のため退職，育児への工草念，育児の合Il司の短時間就労，そ

してより長時間の就労へといったプロセスをみることができる。乳幼児がいるステーヅ B . Cの妥の

就業率が低いように，子供の世話(育児)は妻の日常生活にとって大きな制約になっている。ところ

で外出活動のうち子供の同行率が最も高い活動は送迎汚窃jであり，その2/3は子供のためになさ

れている。そこで，外出活動から萎の活動の桔IJ約を把復するために，安による送迎活動に注目する

ことにする。
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図表4-15妻の就業形態とファミリーステージ

フ7ミリーステージの定義
A 夫婦のいずれかが39歳以下で、同居する子供がいない世僻
B 同居する末子の年齢がO~2放である世帯
C 同居する末子の年齢が3議以上で小学校入学的ぜある世帯
D 小中学生の子供がいて、それより下の子供拍旬、なv、1位都

E高校生以上の同居する末鱈子がいて、それより Fの子供がいない世帯
F 夫婦のいすれもが40歳以上で、同居寸る子供がいない社格

勤務なし

短時間
パート

長時間
，cート

コル告イム
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送迎にはb、くつかのパターンがある(図表 4-16)。その第 1は，靭・タ(佼)，夫や子供を駅もしく

は勤務先や学校まで送る (迎えにいく)ための送迎である。日進や川滋ではこの極の送迎が餅の 6

~7 時台に集中して発生するが，電車を利用するニーズのない下諏訪ではこうした活動はみられな

い。第 2は，保育園や幼稚闘の通闘・退闘時間にあわせて子供を送迎するものであり，朝の 9f時

前後と午後の 2 a寺 ~4 U寺にかけてみられる送迎活動のふたつのピークはこうした送迎によるもので

ある。第 3は.子供の帰宅後に塾や病院.友人宅などに送り迎えをしたり ι 学童保育所に迎えにい

くもので，夕方の送迎を特徴づけている。市街地に住宅が密集する下諏訪ではあまりみられないが，

日進や)I[是正の郊外住宅地では自家用車で子供を送り迎えせ-;'5るを得ず，夕食の幣備などてる忙し

い妥の家事に拍車をかけている。露'14は，友人や親肢の送り迎えであり，日中の送迎に散見される

が，その数はあまり多くなし、。

こうした送迎活動のうち，姿の就業と密接に関わっているのは第 Zのタイプの送迎であり，その送

迎が必須であることと幼稚関や保育関の迎闘 ・i丑闘時間が厳密に決まっていることにより，姿にとっ

て厳しい制約となっている。 先述したように，短時間パートは 9~1 3 時，長時間パー トは 9~ 1 6 時
の就業時間を典型としているが，これは幼稚園や保育闘の見送りと迎えの時間がそれぞれ 9時と

14~16 時であることと符合しており，妻のパートタイム就労は子供の送迎の合同にできた時間枠に
あわせた就労形態であるとし、うことができるる

ところで，小学校入学以前Iの乳幼児を抱える委の就業状況を子供の就悶 ・未就闘により分類す

ると，未就園児を抱えて就業しているのは 42例中 1例しかなく，また就闘児を飽えてフノレタイム就

業についているのも 57例中 5例しかない。乳幼児を抱えながらフルタイム就業についているこれら

の 6例をみると(図表 4-17)，勤め先に共同保育室ーがある例や同居のほに面倒会みてもらっている

伊lを除くと夫と妻が分但して子供の送迎を担っており.家族の協力が不可欠であることがわかる。
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図表←16委の送迎活動(月曜日)

・ 子どもの保育園・幼稚閲への送迎

企 子どものその他の送迎(学校や塾，病院，駅，友人宅など)

O 夫の送迎

ロその他の進迎

図表4-17 乳幼児を抱えて妻がフルヲイム就業をしているケース

地峻 職業 子供の送迎
日進 病院事務職員 。歳児を勤め先の共同保育室に1貫ける

日i些 小学校教員 同居の母が6歳児(保育l額通園)のtJt話をする

日進 県職員 3歳・4歳の2児非保育問にIJiける
日進 栄養士 2歳児多築家に1.1¥け、執は夫が、夜は妥が送迎する
川滋 高校教員 2歳児を保育聞に!.i1け、朝は夫が、夜は妻が送迎する
川選 総務庁職員 l議児会保育協に蹟け(夫)、友人宅iこ引き取ってもらった後迎えにいく(実)
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既婚女牲にとっては.乳幼児が家J立内!こいることが社会進出にとって丈きな障害となっている

それはa子供の養育は家族の持基能のなかでも最も基本となるものであり，乳幼児を持つ母親l立後ら

とともに 1 日の大王子を過ごさねばならないとしづ制約を背負っているからであるしたがって既絡女

性の社会進出は，単に職場の確保や絡設へのアクセシピリティに還元できる問題ではなく幼児が

いることによる制約を殺が代替するのかあるいはどのように緩和するのかということを考えてし、かな

ければならない。

家庭内に祖父母などの近親者がいれば子供の世話を託すことが可能であり， 少なくともわが国の

農村ではこれまで一般的な光景であった。しかし昨今のように都市化が進んで絞家族が一般的に

なると，それぞれの家庭内で充足していた扶助機能は変質を求められるようになってきた。その際，

第 Iには育児機能を保育施設などの外部サービスに委託して句制約条件を和らげる方策が考えら

れ，第 2に，家庭内の役割分担を見直すことにより，母殺の負担を軽減する方策が考えられる。

第 iの方策については，保育施設を物的に充実させることがまず先決であろうが，しかしここでみ

てきたように，保育施設への送り迎えは主婦の就業の嘱を狭める制約となっており，単に縮設の配

置問題によって解決されるものではない。保育所の立地や運営を弥力的にして，織場のi1i<の保

育所を通勤者一に開放するとか，託児時間の延長あるいは柔軟な対応など， 運営方法を含めたソフ

ト宙での対応が不可欠である。一万，第 Zの方策として，家庭内の役割分担を比直して夫の育児

参加企求めることが期待されるが，夫の勤務が長時間労働・長時間通勤の現状ではなかなか実現

が難しい。これは単に怠識の問題であるとしづ以前に，そうした活動を保障するような仕組みを築い

ていく必要があり，根本的には夫の就業空間が日常生活空間から著しく草縦していることが問題で

あるとしても，とりあえず育児を理由とした勤務形態の神力化などを制度として笑現してb、〈必要が

あろう。

4-5小括

我われの生活活動の空間的領域はおおむね 3つの圏域からなっており，こうした構造は，大都

市圏であっても地方都市て'あっても一定の人口集績を持つ場所であるならば，それほど遠いはなさ

そうである。この 3つの圏域のどこをおもな活動の舞台としているかは，人それぞれ，あるいは地減

によって異なっているが，平均的にみれば，居住地のまわりのせいぜい 5-10krn の範凶が日持ーの

生活空間ということができる。

そうした際，大都市圏の郊外に住む都心通勤者のみが，日常の生活空間から.ifE離した就業空

間に「追い出され1， I 日の大半を過ごしている。たしかに職住の分間ftは資本主義の発iさとともに郡

市形成の原動力となってきたが，今日の過大化した都市閣は，家族や地域の生活の場から通勤者

である夫を疎外し，存在感を希薄にしているs一方，家庭の主婦は家事や育児lこ忙しい毎日を送

っているaこうした活動は時間の総量としてみればそれほと、多くはないとしても， u寺間配分を細切れ

にして活動の空間的展開を制約し，委をFl1t~'・ 生活空間のなかに「閉じこめJ ているs 自らの能力や
才能をどのようにして生方寸ーかは個人の裁量の問題であるとしても，限られた空間1のなかで選択肢

を満たささ.るを得ない現状はι やはり不幸なことである。

本章では，日常生活活動の情i室を明らカ→こすることを通じて守以上のような問題認識を確認して

きた。そしてそこで見てきたことは，郊外の生活空間が大きな矛盾を2#んだものであり，そこに住む

人#に大きな負担を強いている姿である。しかしながら，そうした不 自然な状態を克Jjflし，ここで指

摘した主うに 5-10凶の日骨;生活空間にl以飲してb、く動きを認めるならば.そfしを大都市圏の術
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造変化の原動力として考えることができないだろうかs次章では，その具体的な事例として郊外にお

ける商業の発展を買物行動の分析カも明らかにすることにする3
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第5章生活空間と商業活動

昨今の街業常勤の変化は著しく，新しい業悠の商業施設がつぎつぎに登場して多様な競争をく

りひろけ'ている。こうしたなかで消費者二はみずからのニーズにあわせて貨物先の応舗や場所，業態

を選択し，買物活動も多様化してきた。価格志向，品質志向，個性化志向，平IJ{更性志向，時間消

費芯向など消費者のニーズとITl'1まれるものは多綴であり，日寺と場合を使い分け貨物活動が選択さ

れているョ買物に関する各認の意識競査はこうした消費者の志向を裏づけるデータを提供し，価値

観を類型化するのに役だってきたφ しかしながら.現実の日常生活のなかで人々がどのような買物

活動をしているのかを調べ，人々の貿物情動がさまぎまな展開をする商業活動とどのように係わっ

ているのかを実証的なデータにもとづいて検3圧することは，データの収集に手間がかかることもあり

なかな浩司困難なことであった3

本章では，先に市l主主で分析した生活活動の記3暑から消費者のf!物活動を再現し，埼玉県川也

市における事例をもとにして.その特徴について分析を行九そして昨今の大都市交I1外における商

業活動の展開を，消費者の買物行動を通じて解釈しようと試みるものである。

従来の買物活動に関する誠査は，特定の商品の総入に代表される買物の類型企あらかじめ設

定して，その購入場所や底舗，買物のpft度などを調べるものが多く，それは日常生活のさまざまな

活動のなかから切り出され，断片化された質物活動を倣っているにほかならない。また，その主たる

関心は買物にともなう移動がどこからどこへ，どのくらいの頻度で発生するかとし、った点にあり，移動

現象としての貨物活動の側面が強制されていたといってもよい。それに対しここで意図するのは，貨

物活動そのものの特性の抱渥はもとより，日常生活における買物の配鐙や他者との関係に注目す

ることで生活活動としての貨物の全体像にせまろうとし，買物活動を位置づけていこうとするもので

ある。もちろんこうした調査は実際に行われた活動を対象とするものであるから，活動を行うにu、たっ

た行為者の意図や背後にある価値観といった領域の議論を行うことはできない。しかしながら，日

常の生活構造のなかにf!物活動を位置づけることにより，そうした活動を行う状況を類維することが

可能であると考える。

5-1 買物活動の基本精造

5-，-， 買物サイウル

買物活動を分析するにあたってまず，その分析単位に操作的定義を与え-:{;，。自宅を出発してか

ら帰宅するまでの一連のトリップをf-!tイタノレ」と称するが(第 4宰参照)，本fまではサイクノレのなかてe

質物サーヒス活動を行ったストップ(貿物ストyプ)を含むサイクノレをとくにf?i物サイクルJと称する九

1 調査ではストジプでの活動内容を自由な様式で記入してもらい，それを1~で 9 つの大分類 1 32の小分却に分け

たeその際，貨物サービス大分額は小売庖舗で商品締入を行う「貨物」の他に，理美容l誌やガソリンスタントヘレン

タルショγプ，-7 Yーニング庖などを利用する「サービス j，郵便局や金融機I~Jftどを利用寸一る銀行 ・郵便局 j1こ小
分額した。ここではこれら貿物，サービス，銀行・郵便局の各小分額をまとめたr貨物サーピスJ大分額を分析の対

象とするが，簡便のため一話してr貨物J1:祢することにする=また貨物サイずん身認定する際，滞伝時間1が5分

以内の買物スト、yフ1立考慮に入れていない。これは，例えば駅の充底での貿物の上部こ，サイデノレのなかで付限i的
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ところでサイクルのなかにはストップ数 lの自宅と目的地を往復するだけのサイクル(単ストップサイ

クJレ)のほかに，複数のストップをめぐりさまざまな活動を行うサイクル{多ストップサイクノレ}が含士れ

る。通常 ι 我われが外出する際には1可か目的(主目的)があり，その道程のなかで必要ならばつい

でに別の汚動(従目的)が行なわれる。単ストyプサイクノレてaあればその外出の目的は結果から一

義的に判断することができるが，多ストップサイクルではその外出の主たる目的を便宜的lこ設定す

る必要がある。そこでサイクルを待成するストップのうち，ストップでの滞在時間と自宅からの距磁の

積が最大となるストップでの活動をサイタノレの主目的.それ以外を従目的とし:)，貿物サイク中のうち，

買物サーヒ‘ス活動を主目的とするサイクルをr1次興物サイヲノレJ.それが従目的のものをr2渉;買

物サイクJレJと称する。

務玉県川|遊市における調査では，市内在住の 204位術 403人(夫 199人，安 204人)に対し，

日限日 ・月i隈日(以下休日・平日と柄、す)の 2 日間，夫と妻をあわせてのベ 780人分の外出活動

記録を収集し， 1，288のサイクルを得た。このうち買物サイクノレは 498(38.7%)あり，さらに貿物を主

自的とする 11X貨物サイクノレは 375(29.1%)で，全サイクノレのなかて'長大の活動問的となっているs

調査では夫と裳の双方の外出活動記録を得たが，夫と変がまったく閉じ行動をとった場合，世帯

単位でみるとサイクノレがニ霊に計上されることになる。そこで貨物サイクノレの実行者と主目的の活

動を行ったときの同行者の組合せから，夫婦がともに貿物に参加する場合とそれ以外を分実質して，

夫婦型， 夫?!~，妻型の 3 つの外出型を設定したJ)。夫型と妻型は夫や萎が単独または配偶者以外
と間行する外出型であるがs いずれも単独(失製 77.4%，姿型 77..l%)および子供(夫型 18.9%

委型 16.5%)との外出でほとんどを占める。一方，夫婦型は夫と姿が同行ずる外出型であり，夫婦

(55.8%)もしくは家族 (44.2%)との外出になる。このように外出型を考慮した結果，両日あわせて

427(夫裂 53，委型 297，夫婦製 77)の買物サイクルが得られ{図表 5-1)，以下の分析の対象にす

る。

買物を主目的とする 1次買物サイクノレをみると，斐型サイクノレは休日 (1lJ)・平日 (102)ともに安

定して発生するのに対し，夫却は休日 34に対し平日 5，夫婦型も休日 59に対し平日 3のように

休日と平日の差が大きい。つまり，夫型や夫婦裂の買物サイク/レは主として休日に発生し，その分

サイクル数
200 200 

150 150 

100 100 

50 50 

夫型 婁型 夫婦型 夫型 豪雪担 夫婦型

図表5-1 休日と平日の買物サイクル

に発生し，かっその場所で購入する蓋然性がない買物ストッ?を排除するためである.
2第 4章参照z

Jレ

Jレ

3調査対象世帯には母子家庭が 5世待含まれており，その場合はそもそも夫叫が参加する夫対型はありえないa

しかし世帯の外出という観点を考i書して，母子世俗であっても一家がそろゥて外出寸る場合は特別に夫婦製に分
額L乞
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だけ休日のサイウル数が平日に比べて多くなる。一方 Z次翼:初+イク山は，休日の土器一合は発生サ

イクルの 16.4%を占めるに過ぎないが，平日;こは 39.9%に逮ナるしたがって大主か;こいえば，休

日・平日ともに委裂の 1i*買物サイクノレが実物サイクルの基本をなし，これに休日 i主夫婦がともに

参加する夫婦製，平日は委がf也の活動のついでに行う委型の 2次買物サイクルが加わるといった

構造を示す紘一局，日常の質物活動の多くは妻にゆだねられており，これを妥がひとりで実行すろ

か炎をつきあわせるか，あるいはもっぱら買物を目当てに外出するか何か他の用事のついでに実

行するかの違いであるということになるsちなみに委の買物行為者E容は休日が 81.9%，平日が

71.6%であり，いずれの日をとっても最も行為者率が高い活動となっている

5-1-2買物サイクルの基本パヲーン

つぎにli*買物サイクルについて，その特徴を外出距離，外出時間，外出手段の観点から整理

し，類型化を試みる。

自宅から主たる貿物場所までの距縦(外出距隊)は距隣が増すにつれて発生鋲度が急務し(図

表 5-2)，外出Ii'e隣 1.5k回以下のサイクノレが 58.3%に-"1して， 5 km走塁の外出距隊をもっサイクノレは

7.3%に過ぎない九ちなみに平勾外出距隣は 2.3kmであり，多くの貨物の外出はきわめて身近な

範凶に収束している。自宅を出発してから帰ってくるまでの外出時間(移動時間を含む)は 60分を

越えるとその頻度が急落し，60分以内の外出時間が過半 (56.1%)をしめる。ちなみに平均外出時

間は 89.1分であるa外出時間とサイクノレのストップ数の関係をみると，外出時間 60分以内のサイク

ノレの平均ストップ放が 1.20，60分超 120分以内が 1.48であるのに対し， 120分を趨えるサイクル

の平均ストップ数は 2.59と大きく増加-j-る。また，ストップ数 lの買物サイクノレ(単ストップサイクノレ)

の制合は外出時間 60分以内のサイクノレが 83.0%，60分趨 120分以内では 62.5%であるのに対

し， 120 分超の貨物サイクルでは 23.0%にすぎないe こうしたことは ， ~物サイクルの多くは短H寺問

に自宅と庇舗を往復するだけの移動によって占められることを示している。
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図表5-2買物サイクルの外出ie雛(左)と外出時間(右)の頻度分布

'J次買物サイクルの外出距離の累積頗度分布に対し指数曲綿 Y;J・a'e，λp(b.，)をあてはめると， 1.5 kPl， 5.0 kmを
境界とオる 3つの曲線に分割される。これは，距離が小さい舷i・こひとつずつデ-11を加えて曲線への適合度が極

大となった地点までを第 1の回帰曲線とし，さらに順にこの凶作を繰り返すことに t"，て求めらi'lる。なお，第 4寧

では仕事をr~くすべての外出活動について同様の銚停を行ない， 1 km， 6 kmの2つのi宜界値を得ているが，質物
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図表5-3買物サイウルの外出手段

5km超

1. 5-5km 

1 5km以下

全体

0% 20% 40~ 60% 80% 100民

トリップの交通手段を「欽道JrパスJr自家用車Jr自転車・バイクJr徒歩」の順にランクづけ，サイ

クノレを構成する一連のトリップのなかで最もランクが高い交通手段をサイクノレの外出手段とする。1

次J:(物サイクノレにおいて最も利用率が高いのは自転車・バイク (40.1%)であり，以下，自家用車

(29.9%)，徒歩 (23.9%)，パス (3.2%に電車 (2.9%)と続く九外出距離ごとに主な外出手段をみ

ると，外出版縦 1.5km以下では徒歩 (4[.0%)と自転車・バイク (49.7%)がほとんどを占め，1.5 km越

5 km以下は自転車・バイク (32.4%)と自家用車 (56.5%)が， 5 km起は自家用車 (69.6%)と電車

(26.1%)が卓越する(図表 5-3)。ちなみに外出手段別の平均外出距縦は徒歩 0.5km，自転車・バ

イク 1.1km，自家用車 3.6km，バス 4.6km，電車 17.8kmである。日常的な質物では 5kmを超える

遠くまで出かりることは少ないから電車を使うことはあまりなく，また自家用車と利用距再躍が競合する

パスはその利便性の低さからあまり利用されない。結局，徒歩もしくは自転車 ・バイクを利用する貨

物と自家用車を利用する貿物の二者択ーの構造になっているといえよう。

以上をまとめると， 質物活動は徒歩，自伝耳Z・バイクもしくは自家用車を利用して自宅の近くで短

時間のうちに済ませるという行動儀式が大部分会占めていることになる。そこで二うした分額を総合

的にとらえるために，質物サイクルの「外出型Jr外出距離Jr外出時間Jr外出手段」の 4つの変数

をそれぞれ 3つずつのカテゴリーに分類し，数量化理論III額を用いて額型化を行った。各変数の

カテゴリーは「外出型jが夫型，委型，夫婦型 r外出距荷量Jが 1.5km以下，1.5 km超 5krn以下， 5

km超 r外出時間」が 60分以下， 60分趨 120分以下，120分趨 r外出手段Jが徒歩・自転車，

自家用車，パス・電車である。

計算の結果. 5高 Z 納までの累綴寄与率は 49.2%であり F 全体の約半分の l 次~~ 物サイクノレの

特徴をあらわしていることになる。得られた第 1紬と第 2申hに対する各カテゴリーの重み係数を XY

座標上に散布すると，3つのクラスターに明i僚に分けることができる(図表 5-4)告すなわち，① f妻

サイク，レのみに限定した身合とは若干能がJ'I，なっている司

S 崎玉県志木市において商底街の来術者lこ対L交通手段を聞いたところ，自転車・パイヂが使われる割合が46%

をしめていた。下策訪では 14%，日進では 7%にすぎず，逆に 1km以下の移動であっても自家用車の事1m挙がそ

れ，ぞれ 33帖， 31叫に達している.志木では}II越と同織に近距艇の移動に自転車がよく使bれており，東京の郊外

部市のある種の特徴といえよう。}II口太郎・恨本祭司 ・彼関野寛之 (199自l;[中心商業地における消費右の広舗

利用形態ーj脊玉県志木駅周辺の商業集積を例}己j，r駿台史学.1，105，73-96。
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図表5-4数量化理論E類による買物サイウルの類型化

製Jf 1.5 krn以下Jf 60分以下Jr徒歩・自転車J.②「夫婦型Jf夫裂Jf1.5krn超 5km以下Jr60分足

120分以下Jr自家用車J.③f5 km超Jr j20分趨jrパス・電車jの 3併である。

①の煩型は家庭の主婦が近隣のJ苫富市に短時間の貿物に出かける場合で，徒歩や自転車・バイ

クといった交通手段が使われる。それに対して②の類型は自家用車の利用に特徴があり，夫の貿

物や夫婦もしくは家狭そろっての買物にみられる。夫型や夫婦裂の外出型が休日にもっぱら発生

することから，この類型は休日の貿物を特徴づけているといってもよb、方③の類型はパスや電

車といった公共交通機関を利用してより遠方に長時間かけて出かけるものである。しかし I次貨物

サイクル全体にしめる割合は外出距離 5klll起が 7.3%，外出時間 120分超が 23.6%，外出手段

パスi電車が 6.1%であるように，その発生比率は小さい。したがって①の菱自一型は日(平円)単位の買

物活動，②は週(休日)単位の貨物活動，③はそれ以下の発生頻度の貨物活動であり，そうした発

生頒度に応じて外出の距隣や時間，交通手段が異なっているといえる(図表 5-5)。

外出型

外出距隣

外出時間

外出手段

図表5-5 買物サイクルの類型

月~年単位

5krn趨

120分組

パス・司tl1>:
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5-1-3 買物サイクルと生活時間

ところで図表 5-6は，休日の i次買物サイクルについて，自宅をtfj発してから帰宅するまでの外

出滞在時間の分布をサイづけレの外出時間の長さ}jljに示したものである。上述のJ)類型に対応する

60分以下の貿物サイクJレの外出時間には II時台， 14時台， 17時台と l日に 3回のピークがで

き，②に対応する 120分以下の貨物サイクルには午前と午後に 2阿のピークがs さらに③に対応ナ

る 120分超の異物サイクルの外出時間jには午後 3時頃を中心としたピークがひとつ認められる

すなわち，①，②，③と外出時間が長くなるにつれてその時間分布の周期も長くなり，②の外出は

ほぼ半日単位の，③の外出はほぼ 1日がかりの外出であるとし、うことになる。

こうした外出活動の時間枠はウインドウ針と呼ばれるが，①の室長型l主主としてその直後に控える昼

食や夕食の準備のための買物であるとJ考えられ，昼食や夕食を欠かすことはできなu、から家事の

合間の限られたウインドウのなかで手短かに貿物をすまさなくてはならず，したがって徒歩や自転車

などの身近な交通手段で近隣の活舗に出かけることになる。それに対して②の類製は，午前・午後

といった大まかなウインド、ウのなかで買物;こ出かければよし、ものの，せいぜい 2~3 時間の時間枠が

与えられているにすぎなし、。したがヮてそのなかで到達可能な行動閣にはおのずと限界があり，そ

の限界のなかて'有効に活動を行うために移動性に優れた自家用車が用いられる一方③のまi'll裂

は，ほぼ i日がかりの外出であるから空間選択の裁量性は商くなるものの，そこには日常生汚のな

かで義務的に発生するさまざまな活動や生活時間を共有する他者との問で綿密なスケジューノレの

調整が必要となり，その結果として発生頻度は限られてしまう。このように①，②，③の各類型の買

45 

40 

35 

サ 30

~ 25 
Jレ20
数

15 

10 

5 

0 

/ 120分断仰

60分肉サイヲJレ

衿/li--イクJレ

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

時刻

図表5-6休日の貨物サイクルの外出時間分布

‘クインドタ (window)とは時間地理学の用語であり、 l日の活動のなかで時間と場所が図定された出来事や活動

をマーカー(marker)としたとき、 2つのマーカーにはさまれた由自殺量時間!のことをし、う(荒井ほか， 1989，p.43). 

つまり時間ウインドウが大きいとし、うことはそのなかで選択できる活動の種類や活動地点の銀盤性が大きいというこ

とであり、逆にウインドウが小さいという二とはそのなかで実行可能な活動が限定されてしまうよとをものがたる.これを

活動の方からみれば、ある種の活動は小さなウインドクが存在すれは'実行可能であるのに対して、ある極の活動に

は大きな時間ウインドウが必要であるというように、活動の随却によって必主主なウインドウの大きさが段階的に設定で

きることになる。荒井良縫・川口太郎・岡本緋平・神谷法夫編訳 (1989):f生活の空間都市のl時間.1]，占「今l}:!1涜，
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物サイクルはその形態乙明'llf.tt差がみられるが，それはそれそ'i'Lの貨物サイクルの目的に応じたク

インドウが決まっており，それによって空間の選択も限定されてしまうとb、うた解釈がl1x.り立つ

5-2 実物活動の利用庖言語

5-2-1 庖舗の利用特性

滞在時間が 5分以上のすべての買物ストyプについてその利用庖舗を同定し， r百貨底Jr総合

スーパー(以下 GMS)J[スーパーJr量販底Jr一般街后Jrその他Iの 6つのl苫宮市類型に区分したη

(図表 5-7)02日間の合計でみるとスーパーの利用率 (34.3%)がもっとも高く，一般商J吉(18.8%).

百貨J吉(14.4%)と続く。こうした利用応舗の権成は地域における商業組設の分布を多分に反映し

たものであり，あまり本質的な問題とはいえないが， GMSや量販J苫の苧日の利用率が休日に比べ

て大きく務ち込むととは注目される'1。平日の利用数に対する休日の利用数の比(休日比)をみると，

全体では 1.26であるのに対し GMSは 2.11，量;J仮J苫は 3.29になるaつまり，全般的に休日は平日

図表5-7 買物の利用底舗

休日 平日 合計 休日 /平 日

ストップ数 321 100.0% 254 100.0% 575 100.0% l.26 
百貨応 47 14.6% 36 14.2% 83 14.4% 1.31 
GMS 38 11.8% 18 7.1% 56 9.7% 2.11 
コ乱、一ーバーー 103 32.1% 94 37.0% 197 34.3% 1.10 
量販j苫 56 17.4% 17 6.7% 73 12.7% 3.29 
一般商応 60 18.7% 48 18.9% 108 18.8% 1.25 
その他 17 5.3% 41 16.1% 58 10.1% 0.41 

百貨J苫 売場面積が3.000ni以上で、対面阪売を中心とする底~lfio 駅ピルや寄合

百貨底を含む.

GMS 売指南積が3，OOO"f以上で、セノレ7阪売を中心と寸る広=制。

スーノξ一 死場面椅が300，，[以上丸000，，[未満で、セノレ7販売を中心とする庖舗。

m:販底 究場面積が300，，[以上のディλカウントλトアやホーム-1;:ンタ一、家屯・紳

士服・スポーツ用品などの専門底。

一般尚j苫上記以外の物販を行う商l者。コJ ピニエンユストアや守合マーケット、およ

びクリーニング1苫・写真DPE・レンタルピデオl苫などのすーピR系の商J苫も

含む。

その他 金倣機関や郵便局、ガYリン7.(/ンド.J1R美容院などサーピλを徒供寸る

商広一、お綴りの出庖・屋台などa

7住宅地図や崎玉県『大型商盾名簿]，東洋経済新報社『全国大型小完成総支』などを多考にしてl苫純の業憶

を分領した。大型小売庖については返本的に名簿等に記載されている業態区分を踏慢し，売場面織の大小によ

りさらに区分した。それ以外の小売底については1;1{鮪の名称や活動記録に記載された活動目的の内容から判断

して分額を行った。なお「量販底Jについては，小規模な紳士服，家電の専門宿泊、ら大線復なホームセンター・ディ

λカウントストアまでを含む分類となったが，他の業態とある箆J!r教を揃えるために分頻を集約せざるを得なかった.

ただし，規模の面では大小の絡差がみられても，その多くは主として知外のロードサイドに出J苫しているという共通

点がある.また「その他Jには雑多な商庖や権設が含まれていてその性協はめいまいであり。以下では詳細な分析

は行わない。

S調査地域の主要J苫苦情で対象日が定休日であっFものはなくsこうした笈悶は排除して考えてもよいと忠Pれる，

同隙の結果は志木市における謝査(1111法 6参照}でも健E呈されている。
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図表 5-8庖舗の利用特性

より庖純利用が多くなるが， GMSは 21音，量販腐にヨ三つては3i告となり，これらのJ苫舗が休日のn
物客に大きく依存していることが確認できるa

自宅からJ苫舗までの直線距離，庇舗での滞在時間および応舗に至るトリップの交通手段をそれ

ぞれ 3区分して三角図表で示すと，いずれの指標においても一般商庖・スーパーと百貨厄・GMS'

量販j苫の二若手に明暗記に分けることができる(図表 5・8)。すなわち，一般商J苫:やスーパーといった中

小商j苫は比較的近隣にあって徒歩や自転車・パイクで出かけ脂綿て・の滞在時間も短いのに対し，

百貨l苫・GMS・量販l吉とu、った大型j苫には自家用車やパス・電車で出かけ滞夜時間も長いといっ

た対比ができる。 ちなみに自宅地、ら庖餓までの平均 ~é阿佐は一般商 l苫 2 . 7 km，スーパー 1.Ikmに対

し，百貨!i56.0 km， GMS3.2 km，量販l苫4.4krnて'あり，J苫総での平均滞在時間は一般商1;526.4分，

スーパー 28.5分に対し，百貨j苫55.8分， GMS56.0分.量販J苫47.2分である。

食料品などの最苓品をその者Mr購入するような貿物j形態では，できるだけ手短かに簡便にとい

った行動原理が働くため，身近にある一般商庖やスーパーが利用され，その筋四も徒歩や自転

車・バイクで行ける範闘に限定される。それに対して耐久消費財の買いまわりやさまざまな商品のワ

ンストップ的な買物をしようとする場合には，そうした機能を提供するJ苫締までの移動がある程度ま

で許容されるということである。ただし， GMSや盆販応であっても自宅からの直線距隙 5km以下の

J古舗がそれぞれ 91.1%，87.7%をしめており，その移動がやはり一定の距離帯のなかにおさまって

いることは再度確認しておく必~がある。

5.2.2庖舗聞の買いまわり

ところで，1次貨物サイクノレの平均ストyプ数は 1.59であり，ストップ数 iの単スト:;;-:/，サイクノレの

割合は 64.6%にのぼる。厄舗のなかてる単ストップ率が高いのは GMS(75.9%)，スーパー (75.0%)

であり，これらのJ苫舗は自宅とそのJ苫舗の往復て'貿物サイクノレが完結する傾向が強いa それに対し

て量販庖 (48.8%)や百貨J苫(45.1%)は単ストップ率が低く.いくつかの底舗を巡って 速の貨物

を行う買いまわりが発生しやすい。

そこでこうした貿いまわり行動を検討するため，買物ストップ聞の移動時間が 15分以内の組合せ

を他出し rl苫富市リンクJと称することにする汽全部で 191の底舗リンクを設定することができたが，

， J;!i舗リ'./?を移動時聞が 15分以内に限定するのは，活動記録の調査票が 15分刻みになっており，外出した場

合にはその詳細を別記してもらうよう配慮されているものの調査紫のフォ-"'7シトの影響を完全には否定できないこ
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図表5-9 庖舗聞の買いまわり
{数字はリンク数を示し， リンヲ数5以下は省略した)
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j苫舗リンクのうちもっとも多いのはスーパーと一般商j吉のリンクであり(リンク数 33)，つづいて一般商

J苫同士のリンク(同 18)が続く(図表 5-9)。スーパー同士，スーパーと一般街j苫，一般商J吉岡士のリ

ンク総数は 59あるが，これらのうち 48(81.4%)は徒歩もしくは自転車・バイクにより移動がなされて

いる。つまり，これらのリンクは商庖街にあるスーパーと一般商Ji5を補完しながら利用するものといえ

る。

次に群をなすのは百貨応と GMSないし一般商l苫のリンクであり，これらのリンク総数 27のうち 22

(81.5%)が徒歩もしくは自転車・バイクによる移動である，)11越市の場合，中心問j苫街に百貨j古や

GMS語句、くつか集中しており，それと一般商j苫を組み合わせた回遊が行なわれている。以上の 2

つの群は徒歩や自転車・バイクによる近隣商庖衡や中心商j吉街のなかでの回遊行動であり， I苫舗

が集積する街区としての商庖街の特徴を文字通り反映したものとし、える。しかしながら，先述したよ

うにスーパーや GMSでの質物サイクノレは単ストップ率が高く，スーパーで発生した総ストップ数 197

のうちリンクが発生したのは 66(33.5%)であり，そのうち一般商問まで貿いまわりが及んだのは お

(16.8%)にすぎない。同様に GMSのリンク発生率は 33.9%，一般商庖波及率は 8.9%である。し

たがって，商底街のなかに GMSやスーパーと一般i商庖が共存し，そのうちb、くぶんかは貿いまわり

によって補完関係にあったとしても， GMSやスーパーが単独で利用されることが多いことを考えると，

一般商庇にとってこうした大型庖と共栄することは必寸・しも容易でない。

3番目の鮮は，量販$とスーパーないしは GMSのリンタであり，これらのリンク総数 24のうち 20

(83.3%)が自家用車による買いまわりである。ロードサイドに展開する盈販j苫は特定の商品君事に絞

った品揃えがなされており.とりわけ食料品を扱うことは少ない。したがって一連の買物サイクルのな

かですべてのニーズに対応した買物をすませようとするとスーパ}やGMSにも立ち寄る必要があり，

また自家用車を利用することから広域の移動に対すーるほ抗も比較的少ない。今後自家用車を利用

した買物がより進展し自家用車の利用を前提にした応舗の出j苫が相次げば，このようなより広範な

回遊行動がますます増える可能性があろう.しかしながらその一方で，個』のlJ);版I苫では対応でき

ない多様なニーズに対応するため大型j苫を複合イとして顧客を闘い込もうとする!ItI1きもあり，パワー

センターや大規筏、ンョッピングセンターの新規出J苫にそのようなさ:図をみることができる。

と，まt-.，パλや包耳工によるストッ7'聞の移動，.，.排除するためであるの
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5-3_世帯の買物活動

5-3・1休日の買物

今日の社会的分業体制のなかでは日常の買物活動は家庭の主婦の仕事とされる部分が大きく.

貨物サイクルのほとんどがま~~か夫婦型のように何らかのかたちで妥が関与したものとなうている

また妾の買物サイクルのうち.平日は妻だけによる買物である妻型の l次と Z次サイクルでほとんど

が占められており，休日は買物を主活動とする li失型の委型と夫婦型でほとんどが占められている

つまり，世帯の買物活動会注ロする場合，妻の買物サイクノレに注目すればよく，それも休口に(j妻

型と夫婦型，すなわち夫や家族を同行しているか否か.平日には髪型の]17;:か 2次，すなわち買

物を主目的とするか従目的とするかに注目すればよいことになる

1次買物ザイクノレについて妻型と夫婦型の外出型の違いを比較すると.平均外出時間は妻裂の

76.1分lこ対し夫婦型lよ138.2分，平均ストップ数は委主型が 1.55に対し夫婦型が 1.84，手均外出

距離は妻裂が 1.59km'こ対し夫婦型は 4.94kmというように，姿型に比べて夫婦型の貨物サイタノレ

はより速くまで出かけて多くの地点をまわる外出であり，その結果外出時間も長くなる。こうした外出

特性の違いは利用する交通手段に反映されており，委型l立徒歩もしくは自転車バイクといった交通

手段が 77.5%を占めるのに対し，夫婦型では自家用車の利用が 67.7%を占める。また，外出型の

違いは手rjR1庖舗にも反映され.委裂はスーパー・一般商底といった中小の商l苫の利用が 63.8%，

百貨I苫・GMS・量販庖といった大型J吉の利用が 29.6%であるのに対し，夫婦型ではそれぞれ

32.3%，62.9%と逆転する。つまり，近隣¥1'fil;!i型と大型庖型の 2つのr.5舗利用パターンを買物行

動の対憾として想定すると，近隣商1;5型が妻型の買物サイクル，大型J苫型地主夫婦型の質物サイク

ノレl乙対応するといってもよいだろう。

休日の委の貨物サイクノレは I次サイクノレの斐型か夫婦型の遠いであり，これは夫や家肢と貨物

をともにするか否かの違いである。つまり，買物が姿の仕事として休日も平日と何ら変わることなく遂

行されているか，あるいは休日の買物は夫婦や家族の 1週間の行事として生活のなかに総み込ま

れているかの違いであるということができる。もちろんこうした状況は個人の状況や価値観に支配さ

れているから一般化サることは必ずしも容易ではないが，家族の発達段階に応じて設定されたファ

ミリーステージを紬にそれぞれの外出型の質物サイクルの行為者率を求め，世代聞の=主観的な価

値観の遠いや家族状況からくる物理的なlIjj約のありようなど、を総合的にみることは可能であろう。

休日の買物サイクノレの行為者率をステージごとにみると(図表 5-10)，ステージが上昇するととも

に夫婦型買物サイクルの行為者率が低下し，その一方で妻型の貨物サイクノレはステージ D(末子

が小中学生の世ヰl-~) をピークにして行為者率が低下する。つまりλテージの￡界とともに夫婦あるい

は家族そろって買物に出かけることが少なくなり，子供が小学校にi通うようになると質物はもっぱら

妻の手に委ねられるようになるa そして高齢になると次第に貨物の行為者殺も低下していくとu、った

悌子が読みとれる。

休日に夫婦!Mの質物サイクノレを行った世帯は 62ilt幣あり p 当日夫婦ともにデータを得られた

]87世帯のうちの 33.2%を占める。これは夫にとってはレジャー(行為者率 37.4%)とならぷ休日の

主要な外出活動でありaまた，委にとっては姿型の質物サイクル(行為者率 45.1%)に次いで行為

者率が高い活動である。夫婦裂の貨物サイクノレは自家矧車の手ljfljと密接に結びついており.GMS 

や量販l苫などの大型応を利用することが多い。またι 夫婦裂の貨物サイクノレでは質物以外の活動

として外食やレジャーといった活動の行為者率む高いe 子供が産まれる前や子供が小さなf山 Ifにと

って，休日に家政そろって出かける買物はレジャー的な要素ら5IDくみられ，術品を購入するといっ
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図表5-10休日の妻の買物サイクル行為者率
{ステージ分類は図表4-15参照)

たWJfflを超えた;意味がこの実物サイクノレには付与されているといってもよい

5-3-2.平日の買物

一方，平日の買物サイクルのほとんどは姿型であり，委によってまかなわれている。ここで注目す

べき点は，その異物がサイクルの主目的 (1 次)か従目的 (2次)かということであり，従目的の貨物

サイクルのうち 60.8%は仕事を主目的としているから，結局， 1次か 2次かということは質物が仕事

に付随して行われているか否かということである。したがってこうした仕事との関連から，平日の質物

を委の稼業状況に対比させてみることにする。

委の就業状況により専業主婦，パートタイム就業者，フルタイム就業者に分類し，平日の委型民

物サイクノレの行為者率をみると， 1次サイクノレの行為者率は専業主将J，パートタイム，フノレグイムの

順に低下し，2 次サイクノレの行為者率はこの順に上昇する(図表 5-11)。これは時間に余裕がある

100% 80 

平均買物時間

80% 
602 

買
物

40時
間

行 60%

為
者
率 40%

20分
20'も

。。%
専業主婦 パート宮イム フル空イム

図表5-11 平日の委主百貨物サイクルの行為者率
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専業主婦が貿物を主目的とした外出を行ない，パートタイム就業者，フルダイム就業者と時間に余

裕がなくなるにつれて仕事などのその他の活動のついでに貨物が行われていることを示7。また平

均質物時間をみると，専業主婦の 63.5分に対して，パートタイム(45.8分)，フルタイム(29.6分)と

就業による時間の制約が厳しくなるにつれて貨物時間が短くなる。就業の密度が滋くなるとともに

買物活動への関与が希却になり，主婦が就業することにより必然的に厳しくなる時間の制約が，質

物といったこれまで伝統的に主婦に多くを依存してきた活動に新しい変化をもたらすことを予想させ

るのである。

こうした主婦による社会参加の地大や自家用車を利用した買物の普及などにより，毎日の買物

l主主婦の義務であるとu、った伝統的な価値観は希1等化し，従来の買物活動のパターンを変化させ

る。つまり，妥型を典型とするような義務的な貿物をなるべく回避するようになり，その回数をできる

だけ少なくしようとするか，あるいはそうした行動自体を代替するようなシステムを利用するのであるe

後者の典型としては通信販売などの然j苫舗販売があり，専業主婦，パートタイム就業者，フルタイ

ム就業者に分けてその利用率を比べると 46.9%，54.2%，61.3%:こな切，時間の制約が厳しし、ほど

然j古書市販売の利用率が高くなる織相が示さ礼る曾全般的な通信販売の利用率上昇が消費者の需

要の変化にあるのかsそれとも供給制1Iの質的変化に求められるのかは定かでないが，少なくとも仕

事を持つことによって時間制約の厳しい妻にその利用率が高くなることは，その成長の理由の一端

を示しているものといえる。

一方，前者の事例としては 1週間の貿物を休日にまとめ買いするといった行動機式が考えられ

る。本データは日曜日と月曜日の連続した Z 日間のデータに限られるが，対象世帯の姿のうち，向ー

日ともに貿物をした委 (53 . 9 %) を「毎日買物 J ，日曜日に質物を行ない月 1I1~ 日は行わなかった妻

(25.0%)を「まとめ買いJとしlO)，両者を比較すると(図表 5-12)，毎日貿物を行う安では専業主婦

が，まとめ買いを行う妻て・はフノレタイム就業者が他を圧倒する。つまり，妥が仕事をすることによって

平日の買物が忌避され，休日にまとめて貿物をするようになることが確認される。また，毎日貨物を

行っている妻は外出距隊が 1.5km以下の近隣で完結する買物サイクノレの行為者率が 74.5%であ

るのに対し，逆に休日にまとめ買いを行う妻の近隣行為者率は 41.2%と低Fくなる。近くにI街j苫がな

いから休日にまとめ貿いをするようになるのか，あるいはまとめ買いをするために多少距隊が離れた

大型J;5を指向するようになるのか，その図糸は不明であるが，少なくとも毎日のこまごまとした貿物

は近隣のJ苫舗で，休日のまとまった貿物は近隣を組えた総閣のj苫舗を利用するといった使い分け

がみられることは明らかである。

図表5-12 両日とも買物した妻と休日だけ買物した妻

毎日貨物1) まとめ貿い均

合計 1 110 100.0%1 51 1.00.0% 

専業主婦 1 49 44.5%1 15 29.4% 
ノ守一トタイム 1 29 26.4%1 13 25.5% 

フノレタイム 1 32 29.1%1 23 45.1% 

1)日地・月曜両日とも買物を行った。

2)日1趨に買物を行いs 月曜には貨物をしなかった。

"これは 2日の断片的な情報であり，また両日とも買物をしなかった世情が 4.4%1，日嶋円に貿物をせず月曜日
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5.4消費者の買物活動と商業

貨物活動にともなう外出は，級業活動;こともなう通勤移動とともに，日常生活における外出活動

のなかで大きな比重を占めている。例えば休日に質物活動を行った人の割合は夫が 46.7%，妥が

81.9%で， 9つに分類した活動内容のなかの第1位を占め.平日の妻も 71.6%で第l{立の行為高

率を示した(平日の夫l士仕事の行為者率が 86.7%で第 1I立であるふこうしたことは，興物活動の

利便性が居住空間の評価と筏緩に結ひ・ついていることを予想させるとともに，このような頻度のおい

外出活動が生活空間の枠組みを形づくることにより.i也のさまざまな活動をその空間のなかで派生

的に生じさせている可能性もある。したがって，総体的な生活空間の部分空間として買物活動笠間

の実態をおさえることは，生活空間の成り立ちゃ構成を考えるうえで大きな;立味を持つことになるお

買物活動には大きく 3つのパターンがあり，それを象徴的に表現すれば「平日の買物J.r休 H

の実物Jそして「非日常の買物Jと呼ぶことができる。このうち「非日常の貨物Jはほぼ 1 日がかりの

外出であり，許容される時間枠が大きb、から活動空間の範閣も広がるものの，こうした外出活動を

実行するためには家事や育児.就業といった日常生活を構成するさまざまな活動とのあいだで絢

墜を行なわな〈てはならない。したがってきわめて発生頻度が低く，反復性もみられない。また，本

章で分析した貿物活動は休日と平日の 2 ~I 問の活動記録をもとにしたものであり ， こうした非日常

の買物活動の摘捉率は低いといわざるを得ず，ここでは詳細な議論は行わない。

f平日の買物」は本主主の言葉でいえば妻型の質物活動に相当し，家庭の主婦が近隣の商応街

やスーパーなど行きつけのj苫で手短fJ.に質物をすませるものである。夕食や昼食などその直後の

活動の準備のための買物であり，義務的な色彩が強い利便性志向の強い貨物である。"貨物かご

を下げた"主婦による伝統的な買物の光景とし、えようが，こうした買物を成り立たせるためにはいく

つかの条件が必要になる。その第 1は当事者である家庭の主婦に毎日こうした買物をする時間的

余裕があることであり，第 2は近隣にこうした機能を持つ筒l苫が存在することである。主婦が仕事を

もったり，あるいはほかに欠かせない用事があればこうした活動を定常的に行うことは不可能であり，

他の機会に代潜させるか他の買物綴式を選択せざるを得ない。また，新興の住宅地や過疎u也のよ

うに商J苫密度が低い地域ではそもそも身近な商j苫街など存在しないし，貨物に限らず自家用車の

利用が常態化しているから，こうした買物係式は成り立ち得ないa

「休日の貿物」にはふたつの側面がみられる。その第 lは利便性志向のニーズに対応寸るもの

であり ， 先lと述べた「平日の宍物」の補完的な位置を占める。 平 rJ に定常的に~物をするのが困難

な人々にとって，休日に l週間の買物をまとめて行うことは重要な代替行為である。こうした貿物は

通常の生活物資の大量購入としづ側面があるから，それをb、かlこ効率的に行うかということが要求

される。各種の商品をいちどに取り揃えることのできる大型底，大量の商品をいちどに逮ぶことがで

きる自家用車I 1 1趨聞の物資を保存する大型冷蔵肢といった技術がこうした買物を支えているとい

ってもよL、。平日の質物が貨物かごを下げた主婦の姿に象徴されるならば，こうした質物を象徴す

るのは座F告に荷物を載せた自家用車て・ありs“自家用車の買物かご化"であるといってもよい。

「休日の質物 J の第 Z の側面は時間消~性志向のエーズに対応したものであり，典型的には夫

婦や家旅がそろって貨物に出かける夫婦型の買物行動にみられる，その特徴は買物と食事やその

他の活動とのパッケージ化であり，物販機能のほかにレストランやゲーム，映画などのアミューズメン

ト機能を併設した複合型施設がターゲyトになっている。lまIl'半日を費やした活動であり，家族が共

に買物をした世若干も 16.7%あるので，必ずしも安定的なデータとはいえないニとに注窓する必要がある。
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有する時間が少なくなっている今日，休日のささやかなレジャーということもできよう小さな子供の

いる世帯ほどこうした買物傾向は強く"自家用車の乳母車化"といってもよい

以上のような Zつの「休日の質物Jにおいて.それを可能にし発展させた原動力はそータリゼー

ションの進展である。崎玉県の調査によれば<!r埼玉県広域消貨動向調査結果報告-J}.!， 1988俸に

)11越市において 17. 1 %が自家用車を買物にほとんど毎日利用し.55.0%が週 l工 1~2 回利用して

いる。恒常的に自家用車を貨物に利用する割合は必ずしも高〈ないものの，週に 1~2 回のいわゆ

るサンデードライバーを含めると.72.1 %が日 ~週単位で買物;こ自家用車を利用していることになる

こうした自家用車利用層の割合は 1983年には 55.5%であり，わずかのあいだに大幅に噌)J日したa

自家用車を利用することは 2つの点で大きく貨物活動を変えた。そのひとつは運搬の手段として

自家用車がもっ効用であり，それは先に指摘した“大きな買物かご"としての織能と“家族の乳母

車"としての機能である。前者は荷物を大量に積むことでまとめ賢いを可能にし，後者は自宅の延

長の感覚で問乗者を逮ぶことで質物とそれに付随する活動を家族に共有した。ふたつめは移動の

手段としての自家用車の効用である。それは第 1にアクセスの向上であり，いわば“飛び道具、し

ての機能であるa 自家用車は行動簡を拡大し，目的地の選択肢を飛躍的に地加させた，貨物活

動の場所が自宅の近隣である必要はなく ， 1~2 11寺間程度の外出で行き帰りができる 5~ 1 0 kmの

範囲を日常の行動圏に組み込んだのである。第 2は自由度の高い移動が保障されることであるo

パスや電車などの公共交通機関を利用するためにはその遂行時間にあわせてスケジュールを調獲

する必要があり，行き先も閤定されている。また利用するためには一定の装いと議備が必要である。

それに対して自家用車は自宅の延長としていつでも好きなところに気楽に出かける二とを可能にし

た。 いわば“移動空間の彩、化"が自家用車:によってもたらされたのである。

自家用車の利用は自由度の高い行動閣を拡大することによりこれまで米開拓であった 5~1O

kmの行動圏に対応する地域の商業活動を大きく変えた。公共交通機関の基本的な機能は末端需

要を結官官点に集中させることにあり，そうした後背地からの集客力を背景に中心街築地は形成され

てきた。しかしながら交通の集中を前提とするような中心商業地は，自主主用車の利用にとっては駐

車場の確保や道路の混雑といった点で障害となりつつある。公共交通機関が結節点に集中させる

ことを使命としているならば，自家用車は道路交通に支隊の多い中心部から郊外に貨物活動を舷

散させるベクトノレを持っているe こうしたとき，郊外の幹線道路沿いのいわゆるロードサイドは，それま

で中心商業地にあった空間資源の優位性を代わってもつようになり，大きな発展が約束されたので

ある。

日常の買物活動は「平日の貿物」と「休 Hの買物Jの二つに分類される。これを象徴的にいえば，

委の質物と家族の異物であり，歩きの買物とクノレマの買物て'あり，地元の買物と郊外の買物である 1

少なくともかつて貿物活動の重要な位置を占めていたのは「平日の質物」であり r休日の買物Jは

非日常の買物と同一化していた@そして居住潔境における利便性の評価は近隣の買物利便肢が

大きな要素となっていた。しかしながらそータリゼーションの普及によって行動l惑が拡大し，また時

間の希少性が泊大するようになると，日単位ではなく週単位で買物活動がスケジュール{じされ「休

日の買物jが日常生活のなかに組み込まれるようになってきた。もとより近隣の商業環境の充実を

否定するものではないが，それは生活の利便性にとって必ずしも必要条件ではなく r休日の貨物J

に対応するような生活空間の利便性がいま求められているとし、えよう。
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第6章郊外の変容と生活空間

6-1 結論

わが国の大都市圏は，かつて高度経済成長による時代WJ巣と団見世代による世代効果が相乗

して大量の若年人口の流入を経験した。そして 1960年代以降，そうした人4の世帯形成にともな

い郊外化が著しく進展し，大都市圏の鉱大は郊外の成長とほぼ同義であるといってもよい状況が

出現した。

ところで郊外の歴史をふりかえると.18世紀に新興プノレジョワジーたちが策一段のライフスタイルを

まねた田闘郊外の成立に巡ることができるが，今日みられるような大衆化した郊外社会は.19世紀

以降の産業構造の変化や交通 ・技術の舜展と軌をーにして成長していった。そして第二次大戦後，

大量生産・大量消費システムを前提とした生活機式の発達にともない，郊外社会が量的・質的に

鉱充され.4[jl市でもなく農村でもない社会としてその特質を露わにするようになったeその意味では，

郊外の形成はまさに近代の所産ともいえ，戦f主の分間ft.生産と消費の分興住によってもたらされた近

代家政の形成やその消費主義的な生活係式の発達と不可分の関係にある。

1980年代にいたって成熟した知外は， アメリカ的生活一係式ひいては近代の資本主義的生活綴

式をまさに体現した場であるといっても過言て・はないが，しかし今日 ，その主役である中産階級家

族の変質・崩擦がみられるようになり，またその資源消費型の生活スタイルが伺い直され i過大化し

た大都市閣のなかで人間的なスケーノレをはるかに超えた存在となっているsさらには高度成長:WIに

郊外を切り開いた世代が高齢化し郊外を故郷とする第二世代へのバトンタッチが進んでいるように，

郊外社会は大きな転換の時期を迎えている@

本研究は，このような認識のもとに，郊外に住む人々の生活活動の実態を通して郊外とし、う空間

の変貌を明らかにし.それが近代化の過稼で膨慌を続けてきた大都市圏としづ地成憾迭にどのよう

な変察をもたらすのか，あるいは郊外の家族や社会にどのような問題を投げかりているのかを論じ，

さらには近代あるいは脱近代の意味を問い直すことを試みるものである。

6-1-1 大都市圏の住居移動

東京国に流入した人々は， 結婚後 1 ~2 回の住居移動の後. 20歳代後半から 30歳代の前半

にかけて郊外に持家を取得し.その後住居務部Jのモピリティは大きく低下するa寸なわら持家の散

得が郊外化の主翼を担い，地域への定着につながっていくことが示される。こうした持家の取得を

めざす行勤続式は，長野県を事例とする地方劉在住者と比べて大きな違いはなく，ただその持家

が後得的であるか生得的であるかの遣いに過ぎない。それは東京悶在住者の持家の取得年齢が

長野県に比べて 3年ほど遅れI ~lEr 1巨l余分に住居移動を行う二とに相当する。

東京閤在住者の住居移動の空間的特徴は.1回 l回の砂!WJ眠時創立短く，その方向l土ランダム

であるものの沿線に沿ったセクター性を強く持っすなわち，従来から住み慣れよく知っている近隣

において次の住居が選択されており，住居移動の移動閣は思いのほか狭い地域に限られている。

このことは住居の探索空間が日常の行動空間と不可分に結ひ・ついているこ圭を示唆するものであり，

そして日単位・週単位といった時間lスケーノレの日常行事i)Jと住居移動としづ数年単位あるいは生涯
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単位の行動の空間が決して不連続ならのではないことを示す証左ともなる→

大都市圏の流入者は.地縁や血縁といった|日弊lこ縛られることなく自らの意志と経済力で新し

い居住地を自由に選びとるというイメージに傾きがちであるがT 現実にはそれほどi制約な住居遍陸

を見いだせるものではない sすなわち，幾多の悶草難章を采り走滋立えてめざすの;は立持家を取得す

目標であり'また地主主という場に縛られた居住地の選択であって.それは大都市圏も地方図もそれ

ほど変わらない住居移動の行動儀式である。

6.1.2，大都市圏の構造変化

郊外の成長にともない 1980年代以降，大都市盤の構造変化について多くの議論がなされるよう

になり， r多緩化Jがその特徴を示すひとつのキーワードとして定着するようになった。しかしながう，

その多隊化の内実が米国のエッジ・シティの叢生にみるような大都市闘の尚道再編につながる Eう

なものか，あるいは郊外化の延長上にある郊外の成熟としてみなすべきものなのか.多t主化をめぐ

るイメージはさまざまて・ある。

E生J、lこ人口や消費サービス，そして雇用の量的な側面1からみると，大都市圏郊外の成長は中心

市を凌駕し，買物や通草/)などにおける郊外問の流動が上回加して.中心市への求心的構造に変化

を生じていることが践認される。しかしながら郊外住民の生活行動を子仰にみると，以下のような点

が指摘で古る。

まず，就業空間の変化については，地元就業者の地加が顕著であり，就業の場としての郊外の

発展をみることができるが，壮年男性局を主体ーとする基幹労働力は中心市へ，主婦層をはじめとナ

る補助的労働力I:J:郊外の地元へといったように就業空間に教離がみられる。つまり，郊外における

地元就業者の増加は，中根管理的業務を担う就業核の新たな形成を必ずしも主張するものではな

い。また，貿物行動においても中心市街向率の低下と地元指向率の上昇が確認できるが，この中

で郊外の既存商業地への集中は必ずしもみられず，結来として特定の絞が強力な吸引力をもつよ

うな構造はみられない。つまり，買物空間としては郊外の中で完結するような絶域に収束しつつある

もののp その中で貨物行部Jの流動パターンは明日成な指向性をもたず，拡散化の動きがみられる。

以上から，わが国の大都市圏にみる多核化の現実は，特定の郊外拠点、に大都市の機能を代替

あるいは補完するような機能が集積したのて・はなく，分欲的な多数の核とその錯綜する鈴力圏の集

合として郊外が全体として自立化していくものとしてとらえることができる。つまり，自宅を中心とする

身近な生活空間のなかにさまざまに異なった機能が充足され，人々 はそれぞれの生活空間をネッ

トワーク的に結ひ・つけることにより，総体的に自立した生活を展開することができるとするものであり，

郊外化が著しく進展したのちs 郊外の内的充実により成熟化してして過程を反映したものとしてとら

えることができる。

6.1.3.生活空間の重層構造

こうした郊外の生活空間の変化は，自宅を中心とした階層的な生活行動闘を指定することによっ

て説明が可能である。全ての行動から仕事目的の行動を|除いて目的地までの距離の累積頻度分

布を求め，指数出l総lこあてはめると， 1 km， 6 kmの 2点を境界とする 3つの圏岐に分離することが

できる(図表 6.1)。すなわち，仕事をi除く日常的な生活行動の範闘っ£り生活圏はs 自宅から jkID 

以下の I1習， j krn超 6 km以下ーの日閤.6 kml匿のm閣に区分されることになり. 11濁で全行動の約

50%，日函まて'を含めると約 80%の行動がこの中で完結している，もちろん lkm，6kmという境界の

依は設定によっては変化する可能性もあるが，少なくとも近距興住被， rþ~長時tf':11.遠距隙椛t})31銅か
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図表 6-'時間枠と活動空間

時間枠(頻度)
活動の

活動の範図 生活空間
高生通

分オーダー
I図

近隣箇 日
~lkm ぷ礎 予言

時間オーダー
E閤

地元国
生活圏 生

1-6-10 km 活

皿圏 指;大 空 ト一一一一一ー

日オーダー
lO~40・50 kru 

広域闘
生活関 間 生 非

(IV悩)
f安』円μ 

年オーダー
企医!性 40-50 km ~ 

交流閣 問常

らなる栴迭は安定的であり，またs 中距離帯討、つでもせいぜい 10kmの続四に収まるものと予想さ

れるa我われの日常的な生活閣は思いのほか狭いのであるe

[閣は日常の買物やコミュニティのつきあいなどがみられる生活劉であり，家庭の主婦の行動の

過半がこの圏内に収まっている。主として基本的な生活エーズを充足させるための生活凶であり，

長走者:り利便性がf重視されるため，短い時間枠のなかでいつでも思.い立ったときに笑行可能な活動

すなわち時間配置のうえでは裁量性のある活動の行動闘である。したがって交辺手段も徒歩や自

転車・バイクといった身近な交通手段が用いられ，こうした交通手段による移動には物理的限界が

あるから，自宅近隣の範閣に収まっているJ、わゆる「近隣閤』と称されるものである@

H圏は日常的な余暇活動や選択作lの強い買物あるいは地元での就業などが行われる生活圏で

あり，地方圏に住む就業者や仕事を持つ主婦の通勤圏，休日の貨物や余暇の行動圏が相当する。

大まかなスケジューノレの調整ができれば数時間単位の時間枠のなかで実行可能な活動の行動闘

であり，ほぽ自家用車の利用圏に相当する。子供の送り迎えの時間を翻節しながら働くパ)トタイ

マーの姿や，休日ふと気が向いて昼食がてら郊外の‘ンョツヒーングセンターに出かける家政連れの盟主

を想定してみればよい。地機での生活の多機性を確保する恵:味で「地元関」と称しでもよいだろう。

これに対して田園はほぼ 1 日がかりの行動圏であり.そのためには明日京な目的意識(企図性)と

綿密なスケジューノレの調整を必要とする。前もって行動の予定を立て，家族の同意を裕，当日は特

別なスケジューノレのもとに実行するような行動を思い浮かべればよい。その意味で l鴎や 日闘が日

常的な生活圏であるとするならばI 田園は非日常的な生活圏ということができよう。特筆されるのは，

地方閣に住む人がたまに別の都市に出かけるのと.大都市圏の郊外に住む通勤務ーが都心の仕事

場まで毎日通うのは同じm圏での行動であるということであり，いわば郊外に住む都心通勤者はs

非日常的な空間で l日の多くのi時間を過ごしていることになる。

したがって，住民の日;常生活にとって基礎的な生活空間は ， 自宅を中心としてせいぜい 6~ 10

kmの範域(1 閤 ・日圏)にあり，中心市を含むような行動圏 (ill幽)は一部の人のみが日常的な接触

をもつことのできるものにすぎない。それは，ト日圏での活動11数時間単位の時間ウインドウの裁

量により実行可能であるが， m幽での活動は i日単位のウインドウが必要ーであり，それには明瞭な

企図性と周囲との綿密な調整が必要であるからである。また， 1鴎と nl覇は私的交通手段(徒歩・

自転車・自家用車)，田園!-J:公共交通手段に多くを依存しており，したがって移動に際して方向と

機会の制約を受けるm図での前町Jに対して， 11週や H闘での活動はよ主:Iil:i'主・融通悦lζ1J¥-み，とく

に自由度が高い行動が自家用車を利用することにより活性化されているということになる。



-sマ.

以上のような生活空間の基本構造を前提にすると生活の利便性や社会・地峡への参加，余E寝

の充実などによる生活の質の向上を求める際に，それらを自宅のまわりで手短に確保することが希

求され，そうした機会を提供する郊外の日常生活空間の充実が，自家用車利用の普及と伺まって

郊外聞の流動を増加させ，一つの生汚濁j或として大都市閣の中に安li外という場を確立したと解釈

することができる。すなわち，これまで生活空間としての郊外の発達が不イ分なため，自宅と中心r1i

が不自然な形で結びついていた郊外の生活が，その中間に郊外の地元図とL、う活動領域を健比

することにより，ようやく原準的な日常生活空間の形成をみたということができる。そして，自家用車

の普及が日常生活空間の範域を拡大させるとともに， 従来交通体系(公共交通)を背景にして導

かれた結節的な地域体系に対して拡散化をもたらしたと解釈できるのである。

したがって大都市圏の構造変化について，再編と呼べるような変化には否定的にならぎるを1!J=-:f，

郊外化が著しく進展したのち分徴的多核化・拡散化が進展し，過大化した大都市閣のなかで住民

は身近なスケーノレにおける生活閣を確立するようになったとする見解を支持することになり，これは

とりもなおさず郊外の成熟にほかならないということができるであろう。

6-1-4.大都市圏の生活空間

以上のように 3つの生活圏に分けたとき，それを用いて昨今の社会生活や地成併造の変化をど

のように解釈できるのであろうか。以下では，その論点を 3つばかり示してみたいc

まず第 1に，郊外生活者とくに都心通勤者の家族の生活空間が大きく軍隊していることから，長

距離通勤の問題を論じることができる。多〈の人々にとって日常の生活は居住地を中心とした限ら

れた範囲のなかで行われており，都心に通う通勤者のみが突出し!ifE離した生活溜のなかに日常生

活を委ねている.すなわち，都心通勤者の生活安聞は居住の揚と就業の場に分裂し，日常の生活

空間からヨf.縦した就業空間に「追い出されJ.1日の大半を過ごしている。

このことは，長距隣通勤がもたらす精神的・肉体的疲労や時間煩失が個人的な1t'l失となるだけ

でなく p 家族や地域の生活の場から通勤者である夫や父親を疎外し，存在J惑を希薄にしているaさ

らには，こうした行動には家族の協力とスケジューノレ調整が必要だから，家庭内の主たる働き手に

余分な負般をかけないように家事や育児が専業化して，家庭内の男女の役割分担を強く維持する

ようにベクトノレが働いてしまう。たしかに職住の分離は資本主義の発達とともに都市形成の原動力と

なってきたが，今日の過大化した都市閣は，多微な人々の社会参加を線保ナる上で大きな問題を

抱えているといってもよいだろう。

第 Zに，郊外ロードサイドl苫の発達にともなう中心街活街の空洞化を生活閣の 3図椛i盆とからめ

て論じることができる。I厨と 日留からなる日常生活圏と凹閣からなる非日常的生活闘を比べたとき.

前者ーはもっぱら徒歩や自転車・バイク，自家用車といった私的交通手段で移動が行われるのに対

し，後者の移動は鉄道など公的交通手段に依存する割合が向くなる。公的交通にあっては，路線

がl劃定されていることから移動は一定の方向性を持ち，その利用にあたっては決められた場所・時

間に出向かなければならないというように一定の企図性を要するeこれに対して私的交通は利用

に際して裁量性・融通性に宮み，移動の自由度が傾めて高い。そのうち 11習には移動手段の制約

により物理的な限界が明瞭にあるから，自耐度の高い活動はもっぱら且闘で活性化されることにな

る。したがって，日常生活圏における自家用車利用の普及が，従来交通仏E的交通)を背景にして

導かれた結節的な地域体系に対して鉱散化のil!)Jきをもたらし，買物においては公共交通の結節点

としての中心街J苫衡から郊外のロードサイド:こ空間資源の俊位性をもたらしたということができよう。

そして同時に，自家用車の普及による行動腐の拡大により，これ主で非日常の貿物であった『休 β
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(ハレ)の買物jが日常生活の中に総みiるまれる主うにな札適単位で買物がスケジュー Jレ化される

ようiこなったのである。

第 3に，郊外における日圏すなわち地元圏の発遣を，大都市閣の多篠化や然外の自立化とい

った議論とからめて論じることができるだろう，例えば，東京大都市圏の郊外人口密度を 3.000人

/km'と仮定し， 1 溜 ・ 日圏を含めた日常生活圏の範閣を 5~IO 岡として円を池くとその円内に

は 25~90 万人程度の人口を擁することになる。この人口規模は多くの地方都市閣の生活閣に相

当し，そのなかで十分に基本的な生活を完結し符るだけの規模となる。こうした観点から郊外の発

達をとらえるならば，これまでE圏の発達が不十分なため自宅周辺の生活胞と都心が不自然なか

たちで結びついていた郊外の生活空間が，その中間に地元としての郊外の生活閣を確立すること

により，ようやく標準的な日常生活閣の形成をみたと解釈されるのである。

そもそも大都市圏とは，者1¥心を核とする都市域の拡大によって形成され.その過程で居住空rlflと

しての消費生活に特化する郊外ム就業さE問として業務地に純化ナる都心iこ分化していったもの

と解されてきた。こうした機能分化による空間的分業はまさしく泣代産業化の所E主であるといえよう

が.それは郊外の住宅地を人的資源の供給基地として労働力の再生産の視点から凡つ11)， 大都

市圏を主主主核的・求心的なものとしてとらえるものに他ならない。

しかし今日 ，郊外の地岐に根ぎした人々の生活を見据えたとき，数時間単位の裁量により実行

可能となる活動の行動圏である 日閣は，社会・地域への参加や余暇の充実を保障とする際に大き

な可能性を提供する。住宅地域の「生活の質Jは決して住宅の広さや自然環境の貨かさだけで保

障されるものではなく，適当な生活空間の広がりのなかにさまさ.まな活動を幅広く展開できる選択

肢の萱かさが，本当の「生活の質jを意味すると思われる。そうした『地元」での生活の充実を求める

欲求が自家用車の普及と相まって郊外問の流動を期加させ，大都市閣の中に郊外の生活闘を縫

立したと解釈されるのである。そしてそれは結局， 多くの地元圏の刀もなる生活圏の連合として，大

都市閣が再構築されるこれからの姿であるとし、えないだろうか。

6-2議論

以上，郊外に住む人々の生活活動の分折をもとに生活空間の三層精進を設定し，郊外におり

る日常生活空間とりわけ地元閣の充足による郊外の白立化とそれにともなう大都市闘の榊造変容

や郊外商業の発展，家庭や地域の生活空間と都心の就業空間のヨfE隊による郊外生活の問題など

を指摘してきた。長後に，こうした論点の帰結として郊外の今後を見i据えたときに，どのような議論が

展開できるのかについて示してみたい。

6-2-1 郊外の地方都市化

生活沼一部jを、就業や質物など生活を行うための手段として必需が]な活動と、より生活を豊かにす

るために行う選択的活動に分鎖することにさして異論はないであろう。

必需的活動は人間の生命や生活を維持するために不可欠な活動て'あり、義務的、日武線的な活

動である。そのため、その活動に要する時間や費用をできるだけ少なくするように合理性が追求さ

れ、必需的活動にともなう生活空間を身近な行動範囲の中で完結させようと考えるのが自然であるの

もちろんこうし、った評価は活動によって得られる効聞により相対化されるため、中心市通勤務ーのよう

に移動距離の長大化を正当化することもできよう<，しかし全国的な平均金基盤とすれば大都市圏の

生活空間は過大化しており、郊外生活者の治加と郊外への機能の新鋭立地は、この上うな生活空
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問を細分化する動きと理解することができる。

ところで荒井(1985)によれば、支持人口が 30-40万人あることが地域中心都市として成立ナる

条件であるという九それは「街らしさjやfアーパニテイJといった都市空間を演出するためにはそれ

なりのコストが必要であり、それを負担するためにはある程度の基盤が必要とされるからである。

1995年国勢調査によると，全国の都市を見渡しても、三大郷市闘をi除けば人口 40万人を越える

市は 19にすぎず、 30万人以上としても 32前に過ぎなb、から、少なくとも 30-40万という悶値が

地方中心都市として成立する条件とみなしても不自然ではない。

東京国の郊外においては、1960年にこの条件を満たす都市はわずかに 2市しかなく、中心市と

それをとりまく中小都市といった図式を認めるのみであった。それが 1970年に6市、 80年lこ13市，

そして 95年には 16市へと増加して、少なくとも人口規僕の而では郊外の生活圏として、ひとつの

まとまりを形成するポテンシヤルを得るような条件を備えるようになったといえる。

このように考えていけば、郊外の自立化とは、これまで人口増加と機能立地の迷皮の違いにおい

て日常の生活に不便を余儀なくされていた郊外が完結した生活空間を持つようになり、その構造が

地方都市の生活空間に似たものになってきたとみることがて'きょう。

つぎに、選択的活動にもとづく郊外の生活空間を考えてみたいe選択的活動は心のJ些かさや満

足を得るものであるから、多織性と刺激に笥み、自己尖現の機会に窓まれた大都市ほど実現の可

能性が高くなると仮定しよう。つまり、必需的な活動が人口 30-40万人の規模で保証されるとする

ならば、選択的活動は最低でも 100万人あるいは 200万人程度の人口集積があってはじめて実

現できる活動と考えるのである。わが国で人口が 200万人以上の都市は、東京、機浜、大阪、名古

屋の 4 市しかなし、から、具体的には大都市圏の中心市においてのみ実現されるような活動を想定

するわけである。

この場合、地方都市にとっても郊外にとっても活動を尖現する場は同じであるから、郊外を特徴

づけていることは中心市からの距離が近いことにすぎないeでは、郊外生活者にとって中心市の近

傍にあることがどれほとdの意味を持っているのだろうか。郊外に働く人が夕方仕事が終わってから

中心市に出かけようとしても、往復の時間を考慮すれば残された時間はわずかなものにならざるを

得なし、。郊外に住む主婦にとっても、品目切れに絢分化された家事の合間をぬって中心市に出かけ

ることはほとんど絶望的に近い。つまり、郊外生活者の大部分にとって日常的に中心市に出かける

ことは不可能であり、それが可能なのは中心市に生活空間の一端をおく通勤者か、日常生活のlj;lJ

約がほとんどない人びとに限られてしまうのである。中心市の活動にとって知外からの通勤者は意

味があっても、郊外生活者にとって日常生活空間の中で中心市のもつ意味はほとんどないのであ

る。

こうしてみると、郊外生活者にとっての中心市は非日常・の対象であり、その実現の可能性は地方

都市の住民となんら変わらないことになる。 選択的な活動に対するH寺附や~mの神力性は4尽く、交

通機関の発達により 2~3 11寺問で到達可能な地方図もずいぶん』担えた今日、交通費の負担を日IJ

にナれば、中心市において選択的活動を実現する機会は、地方も郊外もそう変わらなくなっている

といえるのではなかろうか。

同様に住居移動の分析から，地方と郊外の相似性，そして郊外の地方都市化を看取することが

できる。第 2章において明らかにしたように，東京閣に流入した人々の住居秒動の行動闘はそれほ

ど広くなく，きわめて地核としづ場に料られている。個々の人々が居住地を選択する際，与えられた

1 荒井良鋭・「圏域ど生活行動の位相変間 1.W地域l摘発J.1985(10).45-56 
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条件の中から主体的に選択を行っていることはb、うまでもないがeその条件が限定的であれば結果

としてその選択はきわめて制約されたものにならざるを得ない。その際，場の条件とし、うものが選択

あたって大きく作用し，そしてそれが大都市鴎という広がりに比べてより狭い 日常の生活閣と密接に

つながってしもとすれば、結局のところ住居移動の行動翻J土地方も大都市もたいして変わらないと

いうことになる。

同時に，この分析では大都市幽内に綴こぎがない地方出身者を念頭においたが， そうした人で

も実際には東京園出身の女性と結婚し委の実家に同居するような伊Ji>少なからず見受けら7，1，る

実家の存在が住居移動のヨえで大きな想定要因のひとつであることは長野県在住者の住居経歴を

見れば明らかであるが，それはたとえ妻方の実家であっても同じことであろうし， またそれを選択肢と

することに対するほ抗感は縛れつつあるe今後郊外第二位代が応えていけぽ p それだけ地方出身

者と東京園出身者が出合う機会は増え、また東京園出身者同士の結絡も増えるのであるから，住

居機会の提供とし、う観点で実家の存在を無視することはできなb、。大都市悶定法層の精力日とともに

与件としての実家は重要な窓味を持ち、そ九は結局地方圏の住居遍歴との同一化をえtt起させるの

である。

今日 ，郊外イとが始まってから 30年がたち，その子世代である郊外第二世代の世帯分隊が始ま

っている。彼ら第二世代はまさに大都市圏を故郷とする層であり，与件として実家が大都市閣に存

在していることは，長野県在住者が住居選択の過程で笑家の存在を抜きにして語れないのと同様

の状況を想起させる。家を継承するとともに親の老後を世話することは，わが国では伝統的に受け

入れられてきた規量主であり，また今日でもごく普通的に多くの地域で受け入れられている。ある意味

では， こうした規範を考庖ーする必要を当節迫られることなく，自らの怠志と経済力で新しい住居を選

びとっていった第一世代こそ，きわめて特殊な存在だったのかもしれない。もちろん過去にも，す.身

出世を求めて都市に流入してきた人々や，あるいは生活の厳しさゆえに家郷から都市に押し出され

てきた人々が，自らの才覚と財力に応じて者11市での居住安切り開いていった例は数多くあった。し

かし，高度成長にともなう都市への人 口の大量流入はこうした居住移動を大衆化し，その受け.1I!lと

して住宅装置を大量に供給することによって彼らが滞留する場所となったのが大都市閣の郊外な

のである。このようにして都市に第一歩をしるした世代から生まれた第二 ・第三の世代が大都市圏

住民の主流となりつつある今日 ，彼らがどのような居住スタイノレを選択していくことになるのか大いに

注目されるが，大都市簡のなかの限られた範周に悶着するような動きが顕在化してしてのではなか

ろうか。

結局，必需的活動にたいし郊外の生活空間は地方都市のそれがもっ自立性と完結性を有ナる

ようになり、 一方、選択的活動の実現性において郊外は地方都市とさして泣いが認められ今くなっ

てきた。また，住居移動についても地域に根づいていくような方向性を認めることがで'きる。したがっ

て，過大化した都市圏は生活者の空間スケーノレに応じた適正規模の生活閣に細分化されようとし

ており、その結果，郊外が地方都市化していくことにつながっていく。それは，どこまでも伸び広がっ

た大都市圏が人びとの自意識の安定圏をはるかに超えた領域と感じられ，生活上のイi11i1直感やm
miiを貌密にあるいは暗黙に共有する「共同体」として容易に翌日平できない空間として眺められ，人

間学的な標継をはるかに超えたものとなった幻ことのi1'説でもあろうs

3 内問隆三(1996);I 昔I1 市の現在1.大深真幸編・『社会学のすすめ~ . 筑摩長房
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6・2-2.分節化された時空間を超えて

かつて前近代と呼ばれる時代の伝統社会では，級住一致の家族労働によって生産活動と今活

活動は一体化していたが，近代の産業化社会lこなると生産と生活は分隊し，生涯のための合理性

追求がもっぱら求められるようになった。そのためには，多様な意味を持ち複雑に連関する要素を

ひとつずつ切り出し，大工場のオートメ)シヨン装置のように，その役割を単純化し国定化し，そし

てそれらを効率的に結ひbつける必要があった。 すなわち，部品化・パーツイヒと a そ孔らの機能的~
関による分業が生産の論理のためには必要不可欠であったといってもよい。

こうした分業体制のもとで，人的資源としての人間は職業や性別・年齢によって国定化された役

割が与えられてそれが規範化し，空間資源としての土地も同織にその用途が純化され都市計画の

なかに組み込まれていった。また，複雑に関係する諸機能が円滑に軽量能するにはそれぞれの機能

が同翻することが必要であるから，時間資源を画一的に配分するため時間規律が誕生した3 かくし

て時空間は整然と分節化され，それぞれの役割を振りイ寸けられた人間がその主役を務めることにな

る。

分節化された砕き主間の典型を，生産活動に特化する者11市の会社的11寺空間と，そこに労働力を

供給する後背地あるいはその再生産装笹としての郊外の家庭的時空間にみることができる。家庭

的時空間は安息と性愛の場て'あるから都市の雑踏とi痘燥の場から空間的lζ編隊され，その管理者・

として家事に専念する「姿」の役割が与えられた。一方 r夫」である勤労者は家事から切り自信されで

もっぱら会社的時空間に専念する昼間不在の定時制住民となった。また，会社的時空間と家庭的

時空間の分節化は，日常生活の時間lスケーノレのみならず，人々のライフコースとも相応し，家庭的

時空間のなかで育つ子ども期，会社的時空間で過ごす壮年:li1J.そして再び家庭的時空間に戻る

老年期に分けられていったa

そうしたなかで，今日の産業社会て暑は職業としての生産活動が最優先され，必然的に会社的時

空間が優位化した特別な時空間iとして成立している。もし「委Jが会社的時空間に参加しようとして

も，固定化した役割規範において家事や育児 ・介護といった家肱機能の遂行義務が大きな陣容に

なり，結果的にパートタイムなどの縁辺的な就業を余儀なくされるし r部品」としての耐周年数を過

ぎた高齢者も会社的時空間に参入することは難しい。結局，壮年期の「夫」のみがこの会社的時ZE

問に参与できるというのは，この社会システムのなかで彼らに付与されたある積の「特縫Jであり，そ

の特典を維持寸るために近代家族という動機づけがなされたといってもよい。

しかし今日大都市に通勤するサラリーマンの生活の時空間を例にしたとき，会社的11寺空間の優

位fじと肥大化は健阪にきている。長時間労働による会社時間の増大は過労死としづ言葉を生み，

家庭と会社の時空間の隔絶を埋めるための通勤は遠距際化し， その混雑も通勤地~よという隊中日を
示している。また，帰宅途上の!Tラリーマン1-;1:会社の同僚とのつきあいにもっぱら時間をj'(やし，家

庭的11寺空間にあてるべき1時間と空間が社縁をひきずった時空間として会社的時空間に包探され，

「隔再ftJされている。i逆に家庭的時空間は単なる主主余の時空惜!として成立しているに過ぎず，その

中に妻や子ども，引退した高的者たちは「閉じこめられjている。

しかしこの分節化社会のなかにもさまぎまな変容の兆しが現れている。それはわけ隔てられていた

時空間の境界を解体しようとする動きであり，生産の論理に一方的に服従してきた生活がi主に生皮

をその中に取り込んでいこうとする動きてeある。

まず第 lに，それl立働き方の変化に現れている。例えば，フレックスタイム制の導入やワークシェ

アリングは，拘束時間や出動・帰宅時間を流動化し，また仕事に関すろ固定的な役割観を変え，時

間の境界や役割のtt'l:界に関ナる人びとの線総;意識を修正するものであるまたサテライトオフィス
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化:~事業所の都心集中を避けるだけでなく，通勤時間の短縮とオフィスの地域化を促進し，会社
的時空間と家庭的時空間の境界を唆味にするし.SOHOと呼ばれる住宅勤務吋さ民の境界を

解消することになるであろう。主らに，アメリカのエγジ・ンティにみられるような「雇用を居住の場:こ引き

号許せるJ!lVJきは，郊外の家庭的時空間に隔縦されてきた女性や高齢者にとって，社会進出と自己

実現の俄会を与えることになるであろう，

第 2に，それは家庭のあり方の変化のなかに現れている。各種専門サービスの家庭への流入す

なわち家族機能の外部fヒは，家事や育児・介護とし、った家庭的時空間を制約してきたさまざまな

仕事を外部に委託することによって，家庭的時空間に閉じこめられてきた『妻Jをそれ以外の時空

間に解放し，生産活動のみならず教育・文化・娯楽関連サーピスの享受を通じて，自らの存tr:を変

革させる試みにつながってU、く。また，フェミニズム運動の影響としての，性役吉11に関する規総意践

の変化は，国定的性役害IJを再考し修正し，分断されていた男女の性役割の境界を解体させる動き

に他ならない。

家庭的H寺空間に特化する郊外は，近代以降，大都市の付属物としてまさに生産の論理に生活

が服従する象徴として形成され，発展，してきたaしかし今日，過大化し，人間的スケーノレを趨越した

大都市閣はあまりに不可侵な存在になり，それを住民が自らの生活に引きつけて解体し細分化し

ようとするのが郊外の成熟であり，そして時空間の分節化原理の意味を間い直し，時空間の隔絶を

解体するifVJきが脱近代の模索にほかならないのではなかろうか。
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